
(政－様式４）重点施策調書

③細項目コード
4111
4112

⑤関係部局

⑧平成21年度の主な
取組み実績・成果

<細項目①>
◆地域人権啓発活動活性化事業
小学校児童が協力して花を育てることにより、生命の尊さを実感し、豊かな心を育むことを目的と
した人権の花運動など人権啓発事業の一部を市町村に委託して実施した。
◆「人権への気づき」推進事業
ラッピングバスの運行、小学生等を対象とした人権ワークショップ及び人権をテーマとしたミュージ
カルの観劇を実施し、人権啓発を推進した。
◆多文化共生社会推進事業
 多言語コーディネーター等を配置するなど、外国出身県民が安心して生活できるようなサポート
体制の確立を図った。

<細項目②>
◆ふくしま型ユニバーサルデザイン実践強化事業
　県内3方部で、普及啓発のための参加・体験型ワークショップ（情報、まちづくり、スポーツの各
分野）を実施した。
◆やさしい道づくり推進事業
 歩道の段差解消や拡幅、無電柱化による障害物除去などユニバーサルデザインに配慮した歩
道ネットワークの整備を進めた。（県内29箇所の事業推進を図り、うち5箇所を完了）
◆おもいやり駐車場利用制度推進事業
 車いす使用者用駐車施設を利用できる人を明確にした上で、対象者に利用証を発行し駐車時に
掲示を求める制度を平成21年7月1日より実施した。
　（協力施設数：累計927施設、利用証交付数：8,322件）

⑨平成22年度の
主な取組み

<細項目①>
◆地域人権啓発活動活性化事業
◆「人権への気づき」推進事業
◆多文化共生社会推進事業

<細項目②>
◆ふくしま型ユニバーサルデザイン実践強化事業
◆やさしい道づくり推進事業
◆おもいやり駐車場利用制度推進事業

⑥指標の分析

◆やさしさマーク交付数
　経済状況から公益的施設の新築等は低調に推移しており、交付件数が伸び悩んでいる。
◆おもいやり駐車場協力施設数
　施設から順調に協力を得られている結果、今後も協力施設数は伸びる見通しである。
◆ユニバーサルデザインに関する県民の認知度
　現状は5割未満（平成20年度45.2％）だが、各層への浸透が進んでいるため、上昇が期待され
る。
◆すべての人が安心して通れるように配慮して整備された歩道の延長
　公共事業費が抑制される中で、計画的に事業を推進していく必要がある。

⑦社会経済情勢等

◆人権問題の多様化（ＤＶ、セクハラ、児童虐待等）
◆犯罪被害者等基本法（平成16年制定）、ＤＶ防止法（平成15年改正）、児童虐待防止法（平成15
年改正）等による人々の意識の高まり
◆インターネットの悪用によるプライバシー侵害の増加
◆裁判員制度の実施に伴う犯罪被害者等の人権意識の高まり
◆急速な少子高齢化、高齢者や障がい者の社会進出、国際化の進展に伴う外国人居住者の増
加など、社会構造の大幅な変化
◆バリアフリー新法の制定（平成18年）による生活空間のバリアフリー化の進展
◆低迷する経済情勢

④担当課 生活環境部　生活環境総務課 生活環境部、保健福祉部、土木部

【現状分析】

①施策名 思いやり１－（１）多様な人々がともに生きる社会の形成

②細項目
①人権擁護、多文化共生などの推進
②ユニバーサルデザインの推進



⑪今後の取組みの
方向性

<細項目①>
◆県民すべての人権意識を高めるために、より効果的な事業や広報の充実を図る。
◆人権尊重の意識及び様々な人権問題についての正しい理解と認識を深めるため、関係機関と
の連携を図りながら人権教育を推進する。
◆通訳員、サポートボランティアのスキルアップ研修などを行い、相談体制のさらなる充実を図
る。

<細項目②>
◆「ユニバーサルデザインに関する県民の認知度」の目標値（80%）に向けて、一層の普及啓発を
行う。
◆ソフト面に関しては、ユニバーサルデザインの考え方や「やさしさマーク」「おもいやり駐車場」等
の各種制度について、さまざまな機会やルートを通じて、継続的な普及啓発を図っていく。
◆ハード面に関しては、公共施設や道路等を問わず、経済情勢の影響等により事業費が抑制さ
れる中で、優先順位等を明確にしながら、県、市町村、民間団体が連携を図り、総合的な整備に
つなげていく。

【課題整理】

⑩施策を推進する上
での課題

<細項目①>
◆一人ひとりの人権意識がまだ低い状況にある。
◆各市町村における多文化共生にかかる取組みの充実、相談体制がまだ十分とは言えない状
況にある。

<細項目②>
◆「ユニバーサルデザインに関する県民の認知度」は、平成20年度調査で45.2%にとどまってい
る。
◆ユニバーサルデザインに配慮する施設整備にあたっては、「施設のみ」、「道路のみ」の単体で
の整備ではなく、「施設」～「道路など移動空間」～「公共交通機関」～「道路など移動空間」～「施
設」を総合的に捉えて一連の整備を進めていく必要がある。

【今後の取組みの方向性】



（様式４の付表）

　指標の状況

①施策

②細項目 ③コード
4111
4112

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 420 440 460 480 500

実績 364 380 390

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 1,000 1,050 1,100 1,150 1,200

実績 927

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 56.8 62.6 68.4 74.2 80.0

実績 45.2

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 510 530 550 560 580

実績 447 467 498

達成率

⑦分　析

経済状況から公益的施設の新築等は低調に推移する見込みであり、厳しい
環境にある。

おもいやり駐車場協力施設数（累計）　

思いやり１－（１）多様な人々がともに生きる社会の形成

①人権擁護、多文化共生などの推進
②ユニバーサルデザインの推進

やさしさマーク交付数

人にやさしいまちづくり条例に適合する施設に対する適合証（やさしさマーク）
の交付数(件、累計）

ユニバーサルデザインに配慮して整備された歩道の延長（ｋｍ）

公共事業費が抑制される中で、計画的に事業を推進していく必要がある。

おもいやり駐車場利用制度への協力申出書を提出した公益的施設数（件、
累計）

順調に協力を得ており、今後も得られる見通しである。

ユニバーサルデザインに関する県民の認知度　

県政世論調査等で、「ユニバーサルデザインという言葉を知っていた」と回答
した県民の割合（％）

現状は5割未満だが、各層への浸透が進んでおり、上昇が見込まれる。

すべての人が安心して通れるように配慮して整備された歩道の延長　
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(政－様式３）細項目調書

③細項目コード ４１１１

⑤関係部局

【今後の取組みの方向性】

⑫今後の取組みの
方向性

・県民すべての人権意識を高めるために、より効果的な事業や広報の充実を図る必要がある。
・人権尊重の意識及び様々な人権問題についての正しい理解と認識を深めるため、関係機関と
の連携を図りながら人権教育を推進する。
・通訳員、サポートボランティアのスキルアップ研修などを行い、相談体制のさらなる充実を図る。

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○地域人権啓発活動活性化事業
小学校児童が協力して花を育てることにより、生命の尊さを実感し、豊かな心を育むことを目的と
した人権の花運動など人権啓発事業の一部を市町村に委託して実施した。
○「人権への気づき」推進事業
ラッピングバスの運行、小学生等を対象として人権ワークショップ及び人権をテーマとしたミュージ
カルの観劇を実施し、人権啓発を推進した。
○多文化共生社会推進事業
多言語コーディネーター等を配置するなど、外国出身県民が安心して生活できるようなサポート
体制の確立を図った。

⑩平成22年度の
主な取組み

ⅰ　地域人権啓発活動活性化事業、「人権への気づき」推進事業
ⅱ　多文化共生社会推進事業

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

・一人ひとりの人権意識がまだ低い状況にある。
・各市町村における多文化共生にかかる取組みの充実、相談体制が十分とは言えない状況にあ
る。

【現状分析】

⑦指標の分析

参考として4112の指標を共有することとする。
○やさしさマーク交付数
　経済状況から公益的施設の新築等は低調に推移しており、交付件数が伸び悩んでいる。
○おもいやり駐車場協力施設数
　施設から順調に協力を得られている結果、今後も協力施設数は伸びる見通しである。
○ユニバーサルデザインに関する県民の認知度
　現状は5割未満（平成20年度45.2％）だが、各層への浸透が進んでいるため、上昇が期待され
る。
○すべての人が安心して通れるように配慮して整備された歩道の延長
　公共事業費が抑制される中で、計画的に事業を推進していく必要がある。

⑧社会経済情勢等

・人権問題の多様化（ＤＶ、セクハラ、児童虐待等）
・犯罪被害者等基本法（平成16年制定）、ＤＶ防止法（平成15年改正）、児童虐待防止法（平成15
年改正）等による人々の意識の高まり
・インターネットの悪用によるプライバシー侵害の増加
・裁判員制度の実施に伴う犯罪被害者等の人権意識の高まり

④主担当課 生活環境部　人権男女共生課 生活環境部

⑥細項目の具体的な
取組み

ⅰ　普及啓発などを通じて人権擁護を推進します。
ⅱ　国籍、文化の違いを尊重する多文化共生を推進します。

①施策名 思いやり１－（１）多様な人々がともに生きる社会の形成

②細項目 ①人権擁護、多文化共生などの推進



(政－様式３）細項目調書

③細項目コード ４１１２

⑤関係部局

【今後の取組みの方向性】

⑫今後の取組みの
方向性

・「ユニバーサルデザインに関する県民の認知度」の目標値（80%）に向けて、一層の普及啓発を行う。
・ソフト面に関しては、ユニバーサルデザインの考え方や「やさしさマーク」「おもいやり駐車場」等の各種制
度について、さまざまな機会やルートを通じて、継続的な普及啓発を図っていく。
・ハード面に関しては、公共施設や道路等を問わず、経済情勢の影響等により事業費が抑制される中で、優
先順位等を明確にしながら、県、市町村、民間団体が連携を図り、総合的な整備につなげていく。

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○ふくしま型ユニバーサルデザイン実践強化事業
　県内3方部で、普及啓発のための参加・体験型ワークショップ（情報、まちづくり、スポーツの各分野）を実
施した。
○やさしいまちづくり推進事業
　人にやさしいまちづくり条例の整備基準を満たした施設に対しやさしさマークを交付した。
　（やさしさマーク交付数：累計390件）
○ やさしい道づくり推進事業
　歩道の段差解消や拡幅、無電柱化による障害物除去などユニバーサルデザインに配慮した歩道ネット
ワークの整備を進めた。（県内29箇所の事業推進を図り、うち5箇所を完了）
○おもいやり駐車場利用制度推進事業
　車いす使用者用駐車施設を利用できる人を明確にした上で、対象者に利用証を発行し駐車時に掲示を求
める制度を平成21年7月1日より実施した。
　（協力施設数：累計927施設、利用証交付数：8,322件）

⑩平成22年度の
主な取組み

ⅰ ふくしま型ユニバーサルデザイン実践強化事業、ふくしま型ＵＤ実践発信事業（ユニバーサルデザインに
関する県政講座（出前講座）の実施）
ⅱ やさしいまちづくり推進事業、やさしいまちづくり支援事業、鉄道駅移動円滑化施設整備事業、共生のま
ち推進事業、県営住宅建設事業（やさしいまちづくり条例に基づいた既存県有建築物のユニバーサルデザ
イン改修）
ⅲ 地域活力基盤創造事業、やさしい道づくり推進事業、地方特定道路整備事業、交通安全施設等整備事
業
ⅳ おもいやり駐車場利用制度推進事業

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

・「ユニバーサルデザインに関する県民の認知度」は、平成20年度調査で45.2%にとどまっている。
・「やさしさマーク」「おもいやり駐車場利用制度」についての、利用者の一般的な認識が不足している。
・ユニバーサルデザインに配慮する施設整備にあたっては、「施設のみ」、「道路のみ」の単体での整備では
なく、「施設」～「道路など移動空間」～「公共交通機関」～「道路など移動空間」～「施設」を総合的に捉えて
一連の整備を進めていく必要がある。

【現状分析】

⑦指標の分析

○やさしさマーク交付数
　経済状況から公益的施設の新築等は低調に推移しており、交付件数が伸び悩んでいる。
○おもいやり駐車場協力施設数
　施設から順調に協力を得られている結果、今後も協力施設数は伸びる見通しである。
○ユニバーサルデザインに関する県民の認知度
　現状は5割未満（平成20年度45.2％）だが、各層への浸透が進んでいるため、上昇が期待される。
○すべての人が安心して通れるように配慮して整備された歩道の延長
　公共事業費が抑制される中で、計画的に事業を推進していく必要がある。

⑧社会経済情勢等

・急速な少子高齢化、高齢者や障がい者の社会進出、国際化の進展に伴う外国人居住者の増加など、社
会構造の大幅な変化
・バリアフリー新法の制定（平成18年）による生活空間のバリアフリー化の進展
・低迷する経済情勢

④主担当課 生活環境部 人権男女共生課 生活環境部、保健福祉部、土木部

⑥細項目の具体的な
取組み

ⅰ　ユニバーサルデザインの考え方の普及の取組みを進めます。
ⅱ　ユニバーサルデザインの視点に立った公共施設、民間施設などの整備を進めるとともに、公益的建築
物等における「やさしさマーク」の取組みを推進します。
ⅲ　ユニバーサルデザインの視点に立った歩道や自転車道の整備を進めます。
ⅳ　おもいやり駐車場利用制度などの普及を図ります。

①施策名 思いやり１－（１）多様な人々がともに生きる社会の形成

②細項目 ②ユニバーサルデザインの推進



（様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

4111

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

①16市町村で実施
②15市町村で実施
③郡山市で開催（11月13日、参加者32名）

・犯罪被害者等施策担当窓口部局の設置
市町村数の増加（21年4月1日現在：48市町
村）

・ラッピングバスを福島、会津若松、いわき
の３地域で各１台運行した。
・県内３カ所で小学生とその保護者を対象
とした人権ワークショップ及び人権をテーマ
としたミュージカルの観劇を実施した。
喜多方市（7/29、14名）、南相馬市（8名、
7/30）、福島市（7/31、36名）

・映画上映会、ミニコンサートの参加者：
（目標）300名

H20年度（実績）相談件数　637件　（H21年
度未確定）

前年度程度

④細項目の具体的な
取組み

①施策名

②細項目名

ⅰ　普及啓発などを通じて人権擁護を推進します。
ⅱ　国籍、文化の違いを尊重する多文化共生を推進します。

 思いやり１－（１）多様な人々がともに生きる社会の形成

①人権擁護、多文化共生などの推進

ⅱ 多文化共生社会推進事業
生活環境部
国際課

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

生活環境部
人権男女共
生課

⑪
終期

⑫H22度事業の概要

H23

○多言語（英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、
タガログ語）コーディネーター等を設置するととも
に、トリオフォンを設置し、外国出身県民の安全・
安心な生活のサポートを図る。

⑩
始期

⑨予算額
（千円）

Ｈ２１3,887

6,509

H21i 5 「人権への気づき」推進事業
生活環境部
人権男女共
生課

7,862

i
地域人権啓発活動活性化事
業

H22 H24

①人権啓発活動市町村委託事業
人権啓発事業の一部を21市町村に委託して実施
する。
②人権の花運動
小学校の児童が協力して花を育てることにより命
の尊さを学ぶよう、花の種、肥料の配付を17市町
村で実施する。
③犯罪被害者施策研修会
市町村における犯罪被害者施策の認識を向上さ
せるため、市町村職員を対象に1回開催する。
④犯罪被害者支援ハンドブック作成
犯罪被害者等への支援を充実させるため、ハンド
ブックを作成し関係機関・団体等に配付する。

H23

①「人権への気づき」キャンペーン事業
人権施策を展開するうえで、「人権への気づき」の
視点が重要であるので、以下の啓発事業を行う。
・ラッピングバスの運行による広報事業
・障がい者の社会参加を通して人権の大切さを伝
える映画上映及び障がい者によるミニコンサート
の実施



（様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

4112

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

県内3方部で、以下のワークショップを実施
した。
○中通り（福島市／10月8日）
「情報のユニバーサルデザイン」をテーマと
した講演・ワークショップ（参加者23名）
○会津（会津若松市／10月25日）
「おもてなしの心」をテーマとした大町通り
ユニバーサルデザイン検証・ワークショップ
（参加者21名）
○浜通り（いわき市／11月21日）
ユニバーサルスポーツ「ボッチャ」体験（参
加者32名）

・ユニバーサルデザイン展集客数：延べ900
人程度
・基調講演集客数：200人程度

①会議開催（2月3日）：ユニバーサルデザ
イン推進計画について審議
②県政講座（出前講座）：4回実施
③保健福祉部・土木部と連携して出展（10
月16.17日）

県政講座（出前講座）の実施回数：５回

［整備］　計３施設
・福島北警察署桑折分庁舎
・伊達警察署　　 ・会津坂下警察署
　（目標）（実績）　整備率88.8％＝71／80

　当該事業により4施設及び他事業により1
施設の整備を行い、
　（目標）整備率95％（＝76／80）
　を目指す。

①やさしさマーク交付数：390件（累計）
②ＨＰ掲載数：3,270件（累計）
③体験者数：814名

やさしさマーク交付数：420件

実績なし

（新白河駅）エレベーター5基設置

期首預託：17,840千円

やさしいまちづくり支援事業
保健福祉部
高齢福祉課

200,642 H07

H22

鉄道駅における利用者の利便性及び安全性の向
上に資するため、バリアフリー化施設（エレベー
ター等）を設置する鉄道事業者に補助する市町村
を支援し、バリアフリー化を促進する。

2,470 H08

H16

ⅰ
生活環境部
人権男女共
生課

ⅰ
ⅱ

やさしいまちづくり推進事業
保健福祉部
高齢福祉課

若年世代を主な対象に、ＮＰＯ法人と協働して、以
下の各事業を実施する。
①ユニバーサルデザイン展
・県内の関係団体等によるユニバーサルデザイン
の取組みを紹介
・実物大ユニバーサルデザイン・スゴロク体験
②基調講演
・著名講師による講演
・上記スゴロクの作成・活用経緯の紹介
③学校巡回ユニバーサルデザイン・スゴロク体験
ワークショップ
・県内各方部の小学校で実施

H24

「やさしいまちづくり条例」に基づいた既存県有建
築物のユニバーサルデザイン改修
　［整備］　計4施設
　・郡山北警察署本宮分庁舎　　・須賀川警察署
　・田村警察署　　　　　　　　　　　・喜多方警察署
　［実施設計］　H23整備予定
　・いわき東警察署

H23

H22

ⅰ
ⅱ

ⅱ

ⅱ

H21394

50,373

5
ふくしま型ユニバーサルデ
ザイン実践強化事業

土木部
営繕課

生活環境部
人権男女共
生課

ふくしま型ＵＤ実践発信事業

共生のまち推進事業

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

①やさしさマーク交付事業
　人にやさしいまちづくり条例の整備基準を満たし
た施設に対しやさしさマークを交付する。
②うつくしま、ふくしマップＨＰ掲載事業
　バリアフリー化された公益的施設の情報をホー
ムページに掲載する。
③心のユニバーサルデザイン推進事業
　県等が実施するイベントや研修等で高齢者疑似
体験を実施する。

　「やさしいまちづくり推進資金（融資）」により、民
間公益的施設のバリアフリー化等を支援する。

①「ふくしまユニバーサルデザイン推進会議」の開
催
②ユニバーサルデザインに関する県政講座（出前
講座）の実施
③「こおりやまユニバーサルデザインものづくりフェ
ア」（郡山商工会議所主催）への出展

H24

H24

ⅰ

⑩
始期

①施策名

②細項目名

④細項目の具体的な
取組み

⑫H22度事業の概要

1,678 H20

H22

⑨予算額
（千円）

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

鉄道駅移動円滑化施設整備
事業

生活環境部
生活交通課

40,000

 思いやり１－（１）多様な人々がともに生きる社会の形成

②ユニバーサルデザインの推進

ⅰ　ユニバーサルデザインの考え方の普及の取組みを進めます。
ⅱ　ユニバーサルデザインの視点に立った公共施設、民間施設などの整備を進めるとともに、公益的建築物等における「やさしさ
マーク」の取組みを推進します。
ⅲ　ユニバーサルデザインの視点に立った歩道や自転車道の整備を進めます。
ⅳ　おもいやり駐車場利用制度などの普及を図ります。

⑪
終期



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑩
始期

⑫H22度事業の概要
⑨予算額
（千円）

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

⑪
終期

県営住宅リフォーム（床面積の増、段差解
消、手すり設置、トイレ等設備の改善）
計30戸

県営住宅リフォーム（床面積の増、段差解
消、手すり設置、トイレ等設備の改善）
計42戸

県内41箇所の事業推進を図り、うち、4箇所
を完了した。

県内28箇所の事業推進を図り、うち5箇所
の完了を目指す。

県内29箇所の事業推進を図り、うち、5箇所
を完了した。

県内13箇所の事業推進を図る。

県内18箇所の事業推進を図り、うち、6箇所
を完了した。

県内23箇所の事業推進を図り、うち2箇所
の完了を目指す。

県内35箇所の事業推進を図り、うち6箇所
を完了した。

県内35箇所の事業推進を図り、うち7箇所
の完了を目指す。

①協力施設数：927施設（累計）
利用証交付数：8,322件
②20区画

①協力施設数：1,000施設以上（累計）
②87区画

58橋の長寿命化対策を実施。施設の長寿
命化と安全安心の向上が図られた。

総合計画における指標の目標値（対策実
施橋梁数の合計が132橋）以上を達成する
ことを目標とする。

580,000

ⅲ
交通安全施設等整備事業
（交付金）

道路改築事業費

ⅱ -

公共施設、福祉施設、駅などを連結する歩道の段
差解消や歩道拡幅、無電柱化による障害物除去
などユニバーサルデザインに配慮した歩道ネット
ワークの整備を進め、高齢者や障がい者を含むす
べての人々が社会活動に参加できるまちづくりを
支援する。

H21 H23

①おもいやり駐車場利用制度推進事業
　おもいやり駐車場利用制度（車いす使用者用駐
車施設を利用できる人を明確にした上で、対象者
に利用証を発行し駐車時に掲示を求める制度）を
推進する。
②車いす使用者用駐車施設適正利用推進事業
　民間事業者等が有する駐車施設のカラー塗装を
促進する。

再掲 5

土木部
道路整備課

280,000

土木部
道路整備課

ⅳ 5
おもいやり駐車場利用制度
推進事業

保健福祉部
高齢福祉課

4,543

安全で快適に暮らせる生活環境づくりや安心して
子育てできるまちづくりを進めるため、ユニバーサ
ルデザインに配慮した「人優先」の安全で安心でき
る快適な歩行空間の整備を進める。

ⅲ 5 やさしい道づくり推進事業

ⅲ

1,315,000

安全で快適に暮らせる生活環境づくりや安心して
子育てできるまちづくりを進めるため、ユニバーサ
ルデザインに配慮した「人優先」の安全で安心でき
る快適な歩行空間の整備を進める。

高齢者を含むすべての入居者が安全に安心して
生活できるよう、老朽化が進んでいる既存県営住
宅について、住戸面積増加や段差解消、設備改
善等の住宅リフォーム工事を行う。

（再掲）
地域活力基盤創造事業（道
路）
地域自立活性化事業費（道
路修繕）
道路長寿命化対策事業
地方特定道路整備事業
長寿命化修繕計画策定事業
道路維持補修事業
舗装補修事業（県単）

ⅲ

安全で快適に暮らせる生活環境づくりや安心して
子育てできるまちづくりを進めるため、ユニバーサ
ルデザインに配慮した「人優先」の安全で安心でき
る快適な歩行空間の整備を進める。

地域活力基盤創造事業（道
路）

土木部
道路整備課

2,379,000

土木部
道路整備課

県営住宅建設事業
土木部
建築住宅課

501,439

県が管理する約4,500橋についても、昭和30年代
から昭和40年代にかけて整備されたものが多く、
今後20年で建設後50年を経過する橋梁が全体の
6割に達するなど、急速な老朽化の進行による補
修費用の増大が危惧されている。
このため、維持管理費用の縮減と施設の長寿命
化を図るため、これまでの対症療法的な管理手法
から、予防保全的な管理手法への転換を図り、緊
急輸送路など重要な路線から順次補修工事を進
めている。

927,000

81,000

252,000
927,000
20,000

4,081,670
649,059

土木部
道路管理課



(政－様式４）重点施策調書

③細項目コード

4121
4122
4123
4124

⑤関係部局

⑧平成21年度の主な
取組み実績・成果

<細項目①>
◆生活福祉資金貸付等補助事業
　県社会福祉協議会が実施している「生活福祉資金貸付事業」の円滑な運営を図るため、貸付原
資、欠損補てん積立金及び事務経費の補助を行った。
◆住宅手当緊急特別措置事業
　離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失している者又は喪失する恐
れのある者に対して、住宅手当を支給した。 また、同様に市福祉事務所で実施する事業分につ
いて、補助を行った。
◆緊急雇用創出基金事業
　「緊急雇用創出基金事業臨時特例交付金」による基金を活用して非正規労働者や中高年齢者
等の雇用・就業機会を創出するとともに、求職者総合支援センターを運営し、求職者の生活の安
定及び再就職の促進を図るための生活相談等を実施した。
<細項目②>
◆自殺対策緊急強化基金事業
　自殺関連相談電話を設置し、専門相談員による対応を行うとともに　自殺予防に関する新聞広
報、街頭キャンペーン及び講演会等を実施し、広く県民への普及啓発を行った。
◆自殺対策推進事業
　相談窓口担当職員を対象に、自殺やこころの健康についての基礎知識及び関係機関との連携
についての研修を行った。また、かかりつけ医に対して、うつ病の診断や治療方法を習得するた
めの研修会を実施した。
<細項目③>
◆老人クラブ活動等社会活動促進事業
　高齢者が主体となる介護予防と相互の生活支援を可能にし、健康で豊かな生活を送ることがで
きるよう老人クラブに対して市町村が行う補助事業に補助した。
◆地域連携型ニート自立支援事業
　関係機関やボランティア、NPO等が連携してニートの社会的自立を支援するためのネットワーク
を構築するとともに、「若者自立支援カウンセラー」による直接訪問や民間団体への助言を行うこ
とにより、社会的自立へ支援を行った。

①施策名 思いやり１-（２）思いやりと支え合いの心に満ちた社会の実現

②細項目

①離職時における生活再建支援の充実
②自殺防止のための総合対策
③一人暮らしの高齢者など地域で孤立しがちな人々に対する支
援ネットワークの確立
④援助を必要とする子どもや家庭への支援

④主担当課 保健福祉部　保健福祉総務課 保健福祉部、商工労働部、土木部、教育庁

【現状分析】

⑥指標の分析

◆離職者等再就職訓練修了者の就職率
　県内雇用情勢の悪化等のため、平成２1年度の就職率は前年度を大幅に下回っている（平成20
年度60.8％→平成21年度56.1％）。
◆自殺者数
　平成18年(618人)をピークに、19年(589人)、20年(535人)と2年連続で減少したが、平成21年(591
人)は再び増加に転じている。
◆「個別の教育支援計画」の作成率
　平成20年度（57.6％）に対して、平成21年度（55.2％）は前年度を下回った。進学時の学校間の
引継ぎが十分でなかったなどの理由が考えられる。

⑦社会経済情勢等

◆平成２０年秋以降に起きた金融市場の混乱は、本県の経済、雇用情勢に多大な影響を及ぼ
し、県内有効求人倍率においても、平成２１年８月から５カ月にわたり過去最低の０．３３倍を記録
した後、現在も低い水準で推移している。
◆経済・雇用情勢の低迷を受け、住居の確保や生計維持が困難な人々、生活保護受給者が増
加している。
◆失業、倒産、多重債務、長時間労働、不安定就労等、雇用情勢が悪化している。
◆高齢化、人間関係の希薄化による孤立化等により、介護・看病疲れ等の家庭問題を抱える人
が増加している。
◆高齢化等により健康問題を抱える人が増加している。
◆高齢化及び夫婦のみの世帯数増加による一人暮らしの高齢者の増加
◆経済、雇用情勢の悪化による大学卒業者等の就職率の低下(全国値平成21年68.4％→平成22
年速報60.8％）等によるニート予備軍の増加
◆福島県の地域経済は依然として厳しい状況が続き有効求人倍率も低迷しており、子どものいる
世帯においても、経済的支援、就業支援、生活支援に対するニーズが増大している。
◆「地域で共に学び、共に生きる教育」を基本理念とした平成21年9月の福島県学校教育審議会
の答申など、障がいのある子ども一人一人のニーズに応じた教育が求められている。
◆平成22年3月に決定、公表された「ふくしま障がい者プラン」において、ライフステージに応じた
障がいのある子どもへの支援を推進していくべきことが盛り込まれた。



⑪今後の取組みの
方向性

<細項目①>
◆厳しい雇用情勢の中、生活支援を必要とする多くの離職者が住居や生活資金を確保出来るよ
う、相談窓口体制の更なる充実、関係機関との連携強化等により、適切な支援を行っていく。
◆多数の離職者の受け皿となる雇用の場の確保など、再就職に向けたより一層の支援を図る。
<細項目②>
◆各種相談機関との連携による包括的な支援を一層充実させる。
◆一人でも多くの県民に対し、うつ自殺予防について啓発し、気付きと見守りを促していく。
<細項目③>
◆市町村への専門的な助言等を行い、一人暮らし高齢者の見守り活動を行う単位老人クラブの
活動の活性化を図る。
◆地域が連携してニートの社会的自立を支援するためのネットワークを構築する。
<細項目④>
◆ひとり親の自立やネットワークづくりのために、自治体、関係機関・団体が連携した取り組みを
重点的に実施していく。これに合わせ、連携の中核となるひとり親団体の育成など、さらなる自立
への支援に努める。
◆「地域で共に学び、共に生きる教育」を推進するために、広く一般県民への理解啓発を行う必
要がある。
◆医療、保健、福祉、教育、労働等の関係機関の連携による障がいのある子どもたち一人ひとり
のライフステージに応じた支援体制の整備に取り組む。

【課題整理】

⑩施策を推進する上
での課題

<細項目①>
◆厳しい経済情勢を反映して、生活福祉資金の申請件数が大幅に増加してきており、生活困窮
者に対する適切な支援が課題である。
◆厳しい雇用情勢が長期化（平成２１年３月以降、有効求人倍率が0.40%を下回っている。）し、離
職者が多数発生している一方、求職者に対応する産業の受け皿が不十分な状況にある。
<細項目②>
◆自殺は経済問題など社会的要因が大きく関与していることから、自殺の要因に関係する機関と
情報を共有し、連携のもと対策を推進していく必要がある。
◆自殺や精神疾患について偏見をなくすことが課題である。
<細項目③>
◆一人暮らし高齢者等を支える地域力の低下が課題である。
◆高齢者相互の生活支援活動の中心である老人クラブの数及び会員数の減少及び活動の停滞
が課題である。
◆ニート等については複雑で様々な要因があるため、自立に当たっての対応が難しく、自立に結
びつきにくいことが課題である。
<細項目④>
◆孤立しがちなひとり親の自立のための自治体、関係機関・団体の連携した取組みが不十分で
ある。
◆「地域で共に学び、共に生きる教育」を推進していくためには、県民の理解と協力が必要不可
欠であるが、県民の理解はまだ十分とは言えない。
◆特別支援教育の充実のためには、関係機関が連携しながら支援していくことが必要である。

<細項目④>
◆ひとり親家庭医療費助成事業
　ひとり親家庭の医療費自己負担額の一部を助成することにより、所得の低いひとり親家庭の健
康と福祉の増進を図った。
◆母子家庭等自立支援総合対策事業
　経済的に不安定な母子家庭の生活の安定に資する就業支援、資格取得の促進を行った。
◆キャリア教育充実事業（特別支援就労支援事業）
　高等部を設置する特別支援学校を対象として、労働、福祉の各関係機関と連携を図り、職場で
の就労体験を通して生徒の幅広い職業観の育成や自己の適性の理解を促した。

⑨平成22年度の
主な取組み

<細項目①>
◆緊急雇用創出基金事業
<細項目②>
◆自殺対策緊急強化基金事業
◆自殺対策推進事業
<細項目③>
◆老人クラブ活動等社会活動促進事業
◆地域連携型ニート自立支援事業
<細項目④>
◆ひとり親支援ネットワーク推進事業
◆キャリア教育充実事業（特別支援就労支援事業）
◆（新）特別支援教育総合推進事業



（政－様式４の付表）

　指標の状況

①施策

②細項目 ③コード

4121
4122
4123
4124

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 61.0 61.5 62.0 62.5 63.0

実績 62.7 60.8

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 500 493 487 480 470

実績 589 535 591

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標

実績 172 151 1,165

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標

実績 65.0 70.0

達成率

⑦分　析

（モニタリング指標）

・昨今の経済不況により、県内の昨年の年平均有効求人倍率は、昭和38年
の調査開始以来、過去最低の0.36倍であった。平成22年2月期の有効求人倍
率についても、0.36倍と前月を0.01ポイント上回り、求人数に下げ止まりの兆
しは見られるものの、依然として厳しい雇用状況が続いているため、今後も受
講者数の増加が見込まれる。

思いやり１-（２）思いやりと支え合いの心に満ちた社会の実現

①離職時における生活再建支援の充実
②自殺防止のための総合対策
③一人暮らしの高齢者など地域で孤立しがちな人々に対する支援ネットワークの確立
④援助を必要とする子どもや家庭への支援

離職者等再就職訓練修了者の就職率　（細項目①）

県が実施する離職者等再就職訓練を修了した者のうち就職した者の割合

・昨今の経済不況により、県内の昨年の年平均有効求人倍率は、昭和３８年
の調査開始以来、過去最低の0.36倍であった。平成22年2月期の有効求人倍
率についても、0.36倍と前月を0.01ポイント上回り、求人数に下げ止まりの兆
しは見られるものの、依然として厳しい雇用状況が続いているため、就職率
の上昇もまた厳しいものと思われる。

自殺者数　（細項目②）

人口動態統計月額年計の概況により把握した年間（１～12月）の自殺者数

・自殺者数は、平成18年をピークに、19年、20年と2年連続で減少したが、平
成21年は再び増加に転じた。これは、現下の厳しい経済情勢により、心理的・
社会的負担の大きい中高年の自殺が主要因となっている。
・今後も、このような社会的要因が解消されず、個人にストレスが過度にかか
る状態が続く場合は、うつ状態になり自殺に及ぶ危険性が高くなり、高止まり
で推移する可能性がある。

離職者等再就職訓練延べ受講者数　（細項目①）

県が実施する離職者等再就職訓練の年度ごとの延べ受講者数

一人暮らし高齢者の見守り活動を行う単位老人クラブの割合　（細項目③）

一人暮らし高齢者の見守り活動を実施している単位老人クラブの割合

（モニタリング指標）

・平成21年度の割合は増加したが、毎年単位老人クラブ数が減少しているこ
とから、一人暮らし高齢者の見守り活動（友愛活動）を実施している単位老人
クラブについても減少する可能性がある。

離職者等再就職訓練
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0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

自殺者数

0

100

200

300

400

500

600

700

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

一人暮らし高齢者の見守り活動
を
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就職率
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④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 71.7 78.7 85.8 92.9 100.0

実績 57.6 55.2

達成率

⑦分　析
平成20年度（57.6％）に対して、平成21年度（55.2％）は前年度を下回った。進
学時の学校間の引継ぎが十分でなかったなどの理由が考えられる。

個別の教育支援計画の作成率　（細項目④）

個別の教育支援計画」を作成する必要のある県内の幼稚園、小・中学校、高
等学校のうち、実際に計画の作成を行っている割合

個別の教育支援計画の作成率
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(政－様式３）細項目調書

③細項目コード ４１２１

⑤関係部局

⑧社会経済情勢等

・平成２０年秋以降に起きた金融市場の混乱は、本県の経済、雇用情勢に多大な影響を及ぼし、
県内有効求人倍率においても、平成２１年８月から５カ月にわたり過去最低の０．３３倍を記録した
後、現在も低い水準で推移している。
・経済・雇用情勢の低迷を受け、住居の確保や生計維持が困難な人々、生活保護受給者が増加し
ている。
・本県は、他県に比べ製造業の集積が高く、派遣社員の比率も全国平均より２割以上高い（平成
19年全国3.0％、本県3.7％）

①施策名 思いやり１-（２）思いやりと支え合いの心に満ちた社会の実現

②細項目 ①離職時における生活再建支援の充実

④主担当課 商工労働部　雇用労政課 商工労働部、保健福祉部、土木部

⑥細項目の具体的な
取組み

ⅰ　離職者に対する相談・情報提供機能の強化、制度資金の充実、公営住宅等の活用による住宅の提供、
生活保護の効果的な活用などにより、再就業までの期間における生活支援の取組みを進めます。
ⅱ　離職者に対する職業訓練の推進などにより、早期の再就職を支援します。
ⅲ　離職者に対する緊急雇用の創出を図ります。

【現状分析】

⑦指標の分析

○離職者等再就職訓練修了者の就職率
　県内雇用情勢の悪化等のため、平成２1年度の就職率は前年度を大幅に下回っている（平成20
年度60.8％→平成21年度56.1％）。
○離職者等再就職訓練延べ受講者数
　平成２１年度の受講者が急増している。経済・雇用情勢等の悪化が続き、離職者等の再就職訓
練希望者が増加したためと考えられる（平成２０年度151人→平成２１年度1,165人）。

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○生活福祉資金貸付等補助事業
　低所得者等を対象として県社会福祉協議会が実施している「生活福祉資金貸付事業」の円滑な運営を図る
ため、貸付原資、欠損補てん積立金の補助（国10/10）及び事務経費の補助（国、県1/2）を行った。
○住宅手当緊急特別措置事業
　離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失している者又は喪失する恐れのある者
に対して、住宅手当を支給した。 また、同様に市福祉事務所で実施する事業分について、補助を行った。
　 支給者数：県・市町村計323名
○県営住宅管理事業
　離職退職者への入居あっせんを行った。
   離職退去者入居者入居決定件数：16件
○離職者等再就職訓練事業
　①離職者等再就職訓練事業
　　公共職業安定所長から受講あっせんを受けた離職者等に対して職業訓練を民間教育訓練機関等に委託
して実施した。
　②母子家庭の母等の職業的訓練自立促進事業
　　公共職業安定所長から受講あっせんを受けた母子家庭の母等を対象に職業訓練を民間教育訓練機関等
に委託して実施した。
　 ①②計　受講者数：1,165名、就職者425名（22.3.31現在）
○若年者等職業訓練事業
　本格的雇用に至らない若年者等の就職支援として、公共職業安定所長から受講あっせんを受けた若年者
等に対して職業訓練を民間教育訓練機関等に委託して実施した。
 　受講者数11名、就職者6名（22.3.31現在）
○緊急雇用創出基金事業
　①国から交付された「緊急雇用創出基金事業臨時特例交付金」を基に造成した基金を活用して非正規労働
者や中高年齢者等の雇用・就業機会を創出した。
　 新規雇用の失業者の人数：（計画人員） 3,600人、（実績）4,700人
　②求職者の生活の安定及び再就職の促進を図るため求職者総合支援センターを運営し、求職者に対する
生活相談等を実施した。
　 求職者総合支援センター利用者数：891人

⑩平成22年度の
主な取組み

ⅰ生活福祉資金貸付等補助事業、住宅手当緊急特別措置事業、県営住宅管理事業
ⅱ離職者等再就職訓練事業、若年者等職業訓練事業
ⅲ緊急雇用創出基金事業（ⅰ、ⅱに対する取組を含む）



【今後の取組みの方向性】

⑫今後の取組みの
方向性

・厳しい雇用情勢の中、生活支援を必要とする多くの離職者が住居や生活資金を確保出来るよう、
相談窓口体制の更なる充実、関係機関との連携強化等により、適切な支援を行っていく。
・多数の離職者の受け皿となる雇用の場の確保など、再就職に向けたより一層の支援を図る。

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

・厳しい経済情勢を反映して、生活福祉資金の申請件数が大幅に増加してきており、生活困窮者
に対する適切な支援が課題である。
・厳しい雇用情勢が長期化（平成２１年３月以降、有効求人倍率が0.40%を下回っている。）し、離職
者が多数発生している一方、求職者に対応する産業の受け皿が不十分な状況にある。



(政－様式３）細項目調書

③細項目コード ４１２２

⑤関係部局

⑧社会経済情勢等

・失業、倒産、多重債務、長時間労働、不安定就労等、雇用情勢が悪化している。
・高齢化、人間関係の希薄化による孤立化等により、介護・看病疲れ等の家庭問題を抱える人が
増加している。
・高齢化等により健康問題を抱える人が増加している。

国や県においても法律等の整備がなされ、自殺防止対策が組織的に取られるようになってきた。
《国の施策》
・自殺総合対策大綱（平成19年）、自殺対策加速化プラン（平成20年）、地域自殺対策緊急強化基
金の造成（平成21年度から3か年）、いのちを守る自殺対策緊急プラン（平成22年）
《県の施策》
・福島県自殺対策推進行動計画（平成19年）、福島県自殺対策推進行動計画の見直し（平成22年
度）

①施策名 思いやり１－（２）思いやりと支え合いの心に満ちた社会の実現

②細項目 ②自殺防止のための総合対策

④主担当課 保健福祉部　障がい福祉課 保健福祉部

⑥細項目の具体的な
取組み

ⅰ　こころの健康づくりに関する普及啓発を進めます。
ⅱ　市町村における自殺対策の支援、関係機関の連携強化などにより、県内における相談体制の強化を図
ります。
ⅲ　民間団体などにおける自殺対策の取組みを支援します。
ⅳ　相談・支援に関する研修を進めることなどにより、支援に携わる人材の育成と資質の向上を図ります。

【現状分析】

⑦指標の分析
○自殺者数
　平成18年(618人)をピークに、19年(589人)、20年(535人)と2年連続で減少したが、平成21年(591
人)は再び増加に転じている。

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○自殺対策緊急強化基金事業
①電話相談支援等事業
　・自殺関連相談電話「こころの健康相談ダイヤル」を精神保健福祉センター内に設置。
　（実績）福島県精神保健福祉士会に委託し予定どおり9月から開始。9月～3月相談実績　延857
件
　 ・救急医療機関に対する自殺企図者対応状況実態調査を実施。
　（実績）対象84医療機関のうち回答83医療機関
②普及啓発事業
　 地方紙2紙において広報記事を掲載した。（実績）9月及び2月
　 また、街頭キャンペーンや講演会等にて広く県民へ啓発を行った。（実績）6方部で実施
③市町村人材育成事業
　 地区リーダー研修を実施。（実績）6方部で実施　延9回　591名受講
④民間団体への補助事業
　 自殺関連活動を行っている団体に対して助成した。（実績）4団体　全補助額1,900千円
⑤市町村自殺対策緊急強化支援事業
　 市町村に対して助成した。（実績）申請市町村　13か所　全補助額7,239千円

○自殺対策推進事業
①相談支援体制の整備事業
　県の相談窓口担当職員を対象に、自殺やこころの健康についての基礎知識及び関係機関との
連携についての研修を行った。（実績）県の相談機関31機関が受講
②かかりつけ医うつ病対応力向上研修事業
　かかりつけ医に対して、うつ病の診断や治療方法を習得するための研修会を実施した。
　（実績）102人受講
③民間団体への支援事業
　自死遺族支援に関係している民間団体を対象としたファシリテーター研修を実施した。
　（実績）民間機関28人受講



【今後の取組みの方向性】

⑫今後の取組みの
方向性

・各種相談機関との連携による包括的な支援を一層充実させる。
･精神保健福祉センター等での相談体制の更なる充実を図る。
・市町村における自殺対策の推進のため、研修や技術支援、情報提供等により、市町村支援を充
実強化していく。
・一人でも多くの県民に対し、うつ自殺予防について啓発し、気付きと見守りを促していく。
・自殺企図者の原因分析及びフォロー体制の充実に取り組んでいく。
・自殺防止や自死遺族への支援を行う団体に対して、自殺予防活動に従事する人材の育成など
の支援を引き続き行う。

⑩平成22年度の
主な取組み

ⅰ　自殺対策緊急強化基金事業（普及啓発事業：地方紙による広報や街頭での呼びかけ等）
ⅱ　自殺対策緊急強化基金事業（市町村自殺対策緊急強化支援事業：市町村への自殺対策事業
助成、対面型相談支援事業：うつ病家族教室、無料法律相談時のメンタルヘルス相談、電話相談
支援等事業：精神保健福祉センターにおける自殺関連電話相談）
ⅲ　自殺対策緊急強化基金事業（民間団体への補助事業：自殺関連民間団体に対する事業費の
助成)、自殺対策推進事業（民間団体への支援事業：自死遺族支援ファシリテーター研修）
ⅳ　市町村人材育成事業（地区リーダー対象の研修）、自殺対策推進事業（かかりつけ医うつ病対
応力向上研修事業、相談支援体制の整備事業：県の相談窓口担当職員対象の研修）

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

・自殺は経済問題など社会的要因が大きく関与していることから、自殺の要因に関係する機関と情
報を共有し、連携のもと対策を推進していく必要がある。
・市町村における自殺対策の推進が十分進んでいない。
・自殺や精神疾患について、偏見をなくすことが課題である。
・有効な自殺対策のための自殺の原因分析が不十分である。
・自死遺族に対する支援が十分でない。



(政－様式３）細項目調書

③細項目コード ４１２３

⑤関係部局

⑧社会経済情勢等
・高齢化及び夫婦のみの世帯数増加による一人暮らしの高齢者の増加
・経済、雇用情勢の悪化による大学卒業者等の就職率の低下(全国値平成21年68.4％→平成22年
速報60.8％）等によるニート予備軍の増加

①施策名  思いやり１－（２）思いやりと支え合いの心に満ちた社会の実現

②細項目
③一人暮らしの高齢者など地域で孤立しがちな人々に対する支
援ネットワークの確立

④主担当課 保健福祉部　高齢福祉課 保健福祉部、商工労働部

⑥細項目の具体的な
取組み

ⅰ　見守り等の取組みを支援するなど一人暮らしの高齢者でも安心できる環境づくりを促進します。
ⅱ　関係機関の連携強化や相談体制の充実など引きこもりやニートなどの社会生活を円滑に営む上での困
難を有する子どもや若者に対する支援の充実に努めます。

【現状分析】

⑦指標の分析

○一人暮らし高齢者の見守り活動を行う単位老人クラブの割合
　平成21年度の割合は増加した（平成20年65％→平成21年70％）が、毎年単位老人クラブ数が減
少していることから、一人暮らし高齢者の見守り活動(友愛活動）を実施している単位老人クラブに
ついても減少する可能性がある。

【今後の取組みの方向性】

⑫今後の取組みの
方向性

・市町村への専門的な助言等を行い、一人暮らし高齢者の見守り活動を行う単位老人クラブの活
動の活性化を図る。
・地域が連携してニートの社会的自立を支援するためのネットワークを構築する。
・ニートの社会的自立の支援については、制度の周知とともに、電話相談、メール相談を有効に活
用していくことで、支援水準の充実を図っていく。

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○老人クラブ活動等社会活動促進事業
　高齢者が主体となる介護予防と相互の生活支援を可能にし、健康で豊かな生活を送ることがで
きるよう老人クラブに対して市町村が行う補助事業に補助した。
○地域連携型ニート自立支援事業
　関係機関やボランティア、NPO等が連携してニートの社会的自立を支援するためのネットワーク
を構築するとともに、「若者自立支援カウンセラー」による直接訪問や民間団体への助言を行うこと
により、社会的自立（72件）へ支援を行った。

⑩平成22年度の
主な取組み

ⅰ老人クラブ活動等社会活動促進事業
ⅱ地域連携型ニート自立支援事業

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

･一人暮らし高齢者等を支える地域力の低下が課題である。
・高齢者相互の生活支援活動の中心である老人クラブの数及び会員数の減少及び活動の停滞が
課題である。
・ニート等の把握が困難
･ニート等については複雑で様々な要因があるため、自立に当たっての対応が難しく、自立に結び
つきにくいことが課題である。
・ニート状態の長期化



(政－様式３）細項目調書

③細項目コード ４１２４

⑤関係部局

⑧社会経済情勢等

・福島県の地域経済は依然として厳しい状況が続き有効求人倍率も低迷しており、子どものいる世
帯においても、経済的支援、就業支援、生活支援に対するニーズが増大している。
・離婚率が2％前後で推移しており、ひとり親家庭の世帯数が増加している（Ｈ17 43,478世帯→H21
46,678世帯）。
・「地域で共に学び、共に生きる教育」を基本理念とした平成21年9月の福島県学校教育審議会の
答申など、障がいのある子ども一人一人のニーズに応じた教育が求められている。
・平成22年3月に決定、公表された「ふくしま障がい者プラン」において、ライフステージに応じた障
がいのある子どもへの支援を推進していくべきことが盛り込まれた。

①施策名 思いやり１－（２）思いやりと支え合いの心に満ちた社会の実現

②細項目 ④援助を必要とする子どもや家庭への支援

④主担当課 保健福祉部　児童家庭課 保健福祉部、教育庁

⑥細項目の具体的な
取組み

ⅰ　経済的困難を有する家庭の子どもが自らの希望する進路を選択することができるよう、経済的支援を進
めます。
ⅱ　ひとり親家庭においても安心して子育てができるよう、経済的支援、就業支援、生活支援などによる総合
的な自立支援を進めます。
ⅲ　障がいのある子どもたち一人ひとりのニーズに対応した特別支援教育の充実を図ります。
ⅳ　障がいや難病などのある子どもたちの多様なニーズに対応して、教育機関、保健・医療・福祉機関、地
域、企業などが連携して、それぞれに必要な教育、医療的ケア、就業・社会参加支援、相談援助の充実を図り
ます。
ⅴ　家庭において適切な養育を受けることができない児童に対して、里親や児童養護施設における養育や保
護による支援を進めます。
ⅵ　外国人の児童生徒などに対して、日本の生活に円滑に適応できるよう、日本語指導を始めとした適切な
対応を進めます。

【現状分析】

⑦指標の分析

○「個別の教育支援計画」の作成率
　平成20年度（57.6％）に対して、平成21年度（55.2％）は前年度を下回った。進学時の学校間の引
継ぎが十分でなかったなどの理由が考えられる。

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○高校等奨学資金貸付事業・大学等奨学資金貸付金事業
　能力があるにもかかわらず経済的理由により修学困難な高校・大学等に在学する者に対して奨
学資金の貸与を行った。
○生活福祉資金貸付等補助事業
　低所得者等を対象とした「生活福祉資金貸付事業」経費の一部について補助し、実施主体にお
ける円滑な事業運営を図った。
○ひとり親家庭医療費助成事業
　ひとり親家庭の医療費自己負担額の一部を助成することにより、所得の低いひとり親家庭の健
康と福祉の増進を図った。
○母子家庭等自立支援総合対策事業
　経済的に不安定な母子家庭の生活の安定に資する就業支援、資格取得の促進を行った。
○キャリア教育充実事業（特別支援就労支援事業）
　高等部を設置する特別支援学校を対象として、労働、福祉の各関係機関と連携を図り、職場での
就労体験を通して生徒の幅広い職業観の育成や自己の適性の理解を促した。
○特別支援学校における医療的ケア実施事業
　吸引等の医療的ケア（日常的応急手当）を必要とする幼児児童生徒に対して、健康で安全・安心
な学校生活を送るための医療的ケアを実施した。
○児童養護施設等入所児童自立支援事業
　地域の民間住宅等の施設を活用して、虐待を受けた児童をより家庭的な環境の中で処遇し、社
会的自立促進するため、施設の家賃補助を行ったり、入所児童の運転免許取得費を助成した。



【今後の取組みの方向性】

⑫今後の取組みの
方向性

・奨学資金貸付、就業訓練等をはじめとする総合的な支援を引き続き行う。
・ひとり親の自立やネットワークづくりのために、自治体、関係機関・団体が連携した取り組みを重
点的に実施していく。これに合わせ、連携の中核となるひとり親団体の育成など、さらなる自立へ
の支援に努める。
・「地域で共に学び、共に生きる教育」を推進するために、広く一般県民への理解啓発を行う必要
がある。
・医療、保健、福祉、教育、労働等の関係機関の連携による障がいのある子どもたち一人ひとりの
ライフステージに応じた支援体制の整備に取り組む。
・小、中、高等学校の教員に対して、特別支援教育に関する研修の充実を図っていく。

⑩平成22年度の
主な取組み

ⅰ　高校等奨学資金貸付事業・大学等奨学資金貸付金事業、生活福祉資金貸付等補助事業、中
国残留邦人生活支援給付事業
ⅱ　ひとり親家庭医療費助成事業、母子家庭等自立支援総合対策事業、ひとり親支援ネットワー
ク推進事業（ひとり親家庭交流広場、サポーター養成講座等）、母子家庭就労促進事業（専門的な
ノウハウを有する民間企業を活用した母子家庭の就業支援）
ⅲ  （新）県立相馬養護学校設置事業、キャリア教育充実事業（就業支援特別支援就労支援事
業）、視覚障がい支援講師配置事業（専門的な支援を行う講師を配置）、ＡＤＨＤ通級指導教室講
師配置（発達障害児への個別指導、少人数指導のための講師設置）、
ⅳ 特別支援学校における医療的ケア実施事業、（新）特別支援教育総合推進事業（市町村におけ
る特別支援教育の総合的な支援体制整備）、地域教育相談推進事業、（新）保護施設スプリンク
ラー整備事業（保護施設のスプリンクラー整備の支援・促進）、社会福祉大会開催事業
ⅴ　児童養護施設等入所児童自立支援事業、里親総合対策事業（里親制度の振興・充実対策）、
（新）児童養護施設等生活環境改善事業（児童養護施設改修、機器更新、スプリンクラー等の設
置）、身元保証人確保事業
ⅵ　外国人の児童生徒に対する日本語指導（指導教員の配置等）

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

・子供のいる世帯における経済的支援、就業支援、生活支援に対しての増大するニーズに適切に
対応していく必要がある。
・孤立しがちなひとり親の自立のための自治体、関係機関・団体の連携した取り組みが不十分であ
る。
・「地域で共に学び、共に生きる教育」を推進していくためには、県民の理解と協力が必要不可欠で
あるが、県民の理解はまだ十分とは言えない。
・特別支援教育の充実のためには、関係機関が連携しながら支援していくことが必要である。
・小・中・高等学校において、特別な教育的支援を必要とする児童生徒一人ひとりのニーズに応じ
た支援が求められており、対応する教員の専門性の向上及び支援体制の整備が課題である。



（様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

4121

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

県・市町村併せて合計323名について支給
を行った。

依然として厳しい雇用失業情勢が続く中、
H22.4月から支給要件が緩和されたので、
より多くの対象者に対して支援を行ってい
く。

離退職者入居者入居決定件数　　16件

　離職退去者に対する目的外使用による
県営住宅への提供を、引き続き実施する。

定員（当初1,190名　　最終1,399名）
延べ受講者数1,165名　　実修了者1,054名
就職者　425名　　就職率　40.3％
　　　　　　（H22.3.31現在、確定値は6月末）

定員（当初1,399名）
就職率61.0％以上

定員20名、受講者数11名、
修了者数9名、就職者数6名
就職率66.7%
(H22.3.31現在、確定値は6月末)

定員115名
就職率61.0％

・新規雇用の失業者の人数
（計画人員） 3,600人、（実績）4,700人
・求職者総合支援センター利用者数：891人

新規雇用の失業者の人数
（計画人員） 4,300人

生活福祉資金の貸付決定
1,237件
496,007,150円

実施主体における円滑な事業運営を図る

⑧担当部局
担当課　名

ⅱ 若年者等職業訓練事業
商工労働部
産業人材育
成課

ⅰ 県営住宅管理事業
土木部
建築住宅課

①施策名

②細項目名

④細項目の具体的な
取組み

ⅰ　離職者に対する相談・情報提供機能の強化、制度資金の充実、公営住宅等の活用による住宅の提供、生活保護の効果的な活
用などにより、再就業までの期間における生活支援の取組みを進めます。
ⅱ　離職者に対する職業訓練の推進などにより、早期の再就職を支援します。
ⅲ　離職者に対する緊急雇用の創出を図ります。

 思いやり１－（２）思いやりと支え合いの心に満ちた社会の実現

①離職時における生活再建支援の充実

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名

ⅰ

ⅱ 離職者等再就職訓練事業
商工労働部
産業人材育
成課

⑪
終期

⑫H22度事業の概要

H23

26,887

339,814 22

⑨予算額
（千円）

⑩
始期

①離職者等再就職訓練事業
　　公共職業安定所長から受講あっせんを受けた
離職者等に対して職業訓練を民間教育訓練機関
等に委託して実施する。
②母子家庭の母等の職業的訓練自立促進事業
　　公共職業安定所長から受講あっせんを受けた
母子家庭の母等を対象に職業訓練を民間教育訓
練機関等に委託して実施する。

住宅手当緊急特別措置事業
保健福祉部
社会福祉課

143,183 H21

離職者であって就労能力及び就労意欲のある者
のうち、住宅を喪失している者及び喪失するおそ
れのある者に対して、住宅手当を支給する。  ま
た、同様に市福祉事務所で実施する事業分につ
いて、補助を行う。

①公営住宅法及び県営住宅等条例に基づき、県
営住宅及び共同施設の適正かつ合理的な管理運
営を図る。

680,635

18

S26

6,500,000 H20

  　低所得者等を対象として県社会福祉協議会が
実施している「生活福祉資金貸付事業」の円滑な
運営を図るため、事業経費の一部について補助す
る。

ⅰ
ⅱ
ⅲ

2 緊急雇用創出基金事業
商工労働部
雇用労政課

1国から交付された「緊急雇用創出基金事業臨時
特例交付金」を基に造成した基金を活用して非正
規労働者や中高年齢者等の雇用・就業機会を創
出する。
2求職者の生活の安定及び再就職の促進を図る
ため求職者総合支援センターを運営し、求職者に
対する生活相談等を実施する。

18 22

本格的雇用に至らない若年者等の就職支援とし
て、公共職業安定所長から受講あっせんを受けた
若年者等に対して職業訓練を民間教育訓練機関
等に委託して実施する。

H22 H26
保健福祉部
社会福祉課

H23

再
掲

生活福祉資金貸付等補助事
業

53,450



（様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

4122

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

①・自殺関連相談電話「こころの健康相談
ダイヤル」を精神保健福祉センター内に設
置。（実績）福島県精神保健福祉士会に委
託し予定どおり9月から開始。9月～3月相
談実績　延857件
　 ・救急医療機関に対する自殺企図者対
応状況実態調査を実施。（実績）対象84医
療機関のうち回答83医療機関
②地方紙2紙において広報記事を掲載し
た。（実績）9月及び2月
　 また、街頭キャンペーンや講演会等にて
広く県民へ啓発を行った。（実績）6方部で
実施
③地区リーダー研修を実施。（実績）6方部
で実施　延9回　591名
④自殺関連活動を行っている団体に対して
助成した。（実績）4団体　全補助額1,900千
円
⑤市町村に対して助成した。（実績）申請市
町村　13か所　全補助額7,239千円

①・「こころの健康相談ダイヤル」による相
談継続（設置場所　精神保健福祉セン
ター）
　 ・精神科医療機関に対する自殺企図者
対応状況実態調査の実施
②新聞への広報掲載（目標）9月及び2月、
　 各保健福祉事務所における街頭キャン
ペーンや講演会等の実施（目標）6方部で
の実施
③各保健福祉事務所における地区リー
ダー研修会の開催（目標）6方部での実施
④助成する民間団体数（目標）5団体
⑤申請市町村数（目標）59市町村
⑥各保健福祉事務所におけるうつ家族教
室の実施（目標）6方部での実施

①研修参加機関：(目標）63機関　（実績）31
機関
②研修受講者数（目標）200人　（実績）102
人
③民間機関の研修受講者数（目標）20人
（実績）28人

①相談支援体制の整備事業
　研修の受講機関(目標）63機関
②研修受講者数（目標）200人
③民間機関の研修受講者数（目標）20人

 思いやり１－（２）思いやりと支え合いの心に満ちた社会の実現①施策名

②細項目名

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名

ⅱ
ⅲ
ⅳ

5

①電話相談支援等事業
　精神保健福祉センターにおいて、自殺に関連す
る電話相談を行うための専用電話を確保し、専門
相談員により対応する。
　また、精神科医療機関に対して自殺企図者対応
状況実態調査を行う。
②普及啓発事業
　地方紙による自殺予防や心の健康に関する広
報を行うとともに、街頭での呼びかけなど、全県下
での自殺予防に係る普及啓発活動を実施する。
③市町村人材育成事業
　 地区のリーダーを対象とした研修によりゲート
キーパー（自殺の兆候を発見し自殺を予防する
人）を育成する。
④民間団体への補助事業
　自殺関連の民間団体に対して、活動を拡充する
ための経費に対して助成する。
　補助率：１０／１０
　補助先：福島いのちの電話、木もれ陽R×2、れ
んげの会、いちばん星の会、その他1団体
⑤市町村自殺対策緊急強化支援事業
　市町村が地域の状況に応じて実施する自殺対
策事業に対して助成する。
　補助率：１０／１０
⑥（新）対面型相談支援事業
　県消費生活センターにおける無料法律相談の際
に、専門職による「メンタルヘルス無料相談」を併
設する。
　また、うつ病で治療中の方の家族に対して、うつ
病についての理解と本人支援について学び合う場
を提供する。

⑫H22度事業の概要

H20

⑪
終期

①相談支援体制の整備事業
　県の相談窓口担当職員を対象に、自殺やこころ
の健康についての基礎知識及び関係機関との連
携についての研修を行う。また、関係機関との
ワーキンググループを編成し実務レベルのネット
ワークを構築する。
②かかりつけ医うつ病対応力向上研修事業
　かかりつけ医に対して、うつ病の診断や治療方
法を習得するための研修会を実施する。
③民間団体への支援事業
　自死遺族支援に関係している民間団体を対象と
したファシリテーター研修を実施する。

5 自殺対策緊急強化基金事業
保健福祉部
障がい福祉
課

②自殺防止のための総合対策

④細項目の具体的な
取組み

ⅰ　こころの健康づくりに関する普及啓発を進めます。
ⅱ　市町村における自殺対策の支援、関係機関の連携強化などにより、県内における相談体制の強化を図ります。
ⅲ　民間団体などにおける自殺対策の取組みを支援します。
ⅳ　相談・支援に関する研修を進めることなどにより、支援に携わる人材の育成と資質の向上を図ります。

ⅰ
ⅱ
ⅲ
ⅳ

H22

74,541

⑩
始期

保健福祉部
障がい福祉
課

3,814

H23

自殺対策推進事業

⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

H21



（様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

4123

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

補助金額48,689,000円

高齢者が、老人クラブを通じ、健康で豊か
な生活を送ることができるよう、県が補助す
る。

ニート自立支援に係る事業における改善件
数
若者の自立支援に取り組む民間団体等の
活動により社会的自立への一歩を踏み出
した(就職）件数
（目標）80件　（実績）72件

ニート自立支援に係る事業における改善件
数
若者の自立支援に取り組む民間団体等の
活動により社会的自立への一歩を踏み出
した件数
（目標）90件

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

④細項目の具体的な
取組み

①施策名

②細項目名

ⅰ　見守り等の取組みを支援するなど一人暮らしの高齢者でも安心できる環境づくりを促進します。
ⅱ　関係機関の連携強化や相談体制の充実など引きこもりやニートなどの社会生活を円滑に営む上での困難を有する子どもや若
者に対する支援の充実に努めます。

23

地域が連携してニートの社会的自立を支援するた
めに市町村や民生委員と協力しながらネットワー
クを構築し、支援対象者の把握等に努めるととも
に、「若者自立支援カウンセラー」による直接訪問
や民間団体への助言等を行う。

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

21

⑩
始期

S38

商工労働部
雇用労政課

1,4565

ⅰ 5
老人クラブ活動等社会活動
促進事業

地域連携型ニート自立支援
事業

ⅱ

 思いやり１－（２）思いやりと支え合いの心に満ちた社会の実現

③一人暮らしの高齢者など地域で孤立しがちな人々に対する支援ネットワーク
の確立

H24

高齢者が主体となる介護予防と相互の生活支援
を可能にし、健康で豊かな生活を送ることができる
よう老人クラブに対し市町村が行う補助事業に県
が補助する。

保健福祉部
高齢福祉課

47,611

⑪
終期

⑫H22度事業の概要



（様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

4124

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

①貸与者数　　 1,026名
　　　　　　（国公立637、私立389）
②貸与金額　280,189千円

①貸与者数　　 1,059名
　　　　　　（国公立640、私立419）
②貸与金額　293,940千円

①貸与者数　　　 394名
　　　　　　（国公立72、私立322）
②貸与金額　184,056千円

①貸与者数　　　414名
　　　　　　（国公立81、私立333）
②貸与金額　192,636千円

支援給付新規開始件数　　1件

老齢基礎年金満額支給決定となった対象
者１名に関して、要件が該当すれば支援給
付新規認定につなげる

生活福祉資金の貸付決定
1,237件
496,007,150円

実施主体における円滑な事業運営を図る

(1)補助対象延べ世帯数 79,276件
(2)補助基本額 510,050,035円
(3)助成金額　254,471,724円

適切に助成する

(1)ひとり親交流広場参加者 143名
(2)ファシリテーター講習会参加者　通し2名
（延べ58人）
(3)連携参加サポートグループ数　2組織

(1)ひとり親交流広場参加者 50名
(2)ファシリテーター講習会参加者　通し5人
(3)連携参加サポートグループ数　2組織

(1)自立支援教育訓練給付金支給者 25名
(2)高等技能訓練促進費等事業　47人

適切に助成する

(1)　センター求人情報数　653件／年
(2)　就業者数　34名／年

(1)　センター求人情報数　300件／年
(2)　就業者数　　100名／年

保健福祉部
社会福祉課

保健福祉部
社会福祉課

永住帰国した中国残留邦人とその配偶者に対す
る新たな支援策として、老齢基礎年金の満額支給
による対応を補完するため創設された、中国残留
邦人生活支援給付金制度に基づき、生活支援給
付金等の給付を行う。

H20

ⅰ
ⅱ

生活福祉資金貸付等補助事
業

H17

　能力があるにもかかわらず、経済的理由により
修学困難と認められる大学、短期大学、高等専門
学校に在学する者に対して奨学資金の貸与を行
う。

H17

H22 H26

ⅰ 大学等奨学資金貸付事業

ⅰ
中国残留邦人生活支援給付
事業

384,871

教育庁
学習指導課

193,014

53,450

1,146

6,012

ⅰ 高校等奨学資金貸付事業
教育庁
学習指導課

⑩
始期

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

①施策名

②細項目名

④細項目の具体的な
取組み

ⅰ　経済的困難を有する家庭の子どもが自らの希望する進路を選択することができるよう、経済的支援を進めます。
ⅱ　ひとり親家庭においても安心して子育てができるよう、経済的支援、就業支援、生活支援などによる総合的な自立支援を進めま
す。
ⅲ　障がいのある子どもたち一人ひとりのニーズに対応した特別支援教育の充実を図ります。
ⅳ　障がいや難病などのある子どもたちの多様なニーズに対応して、教育機関、保健・医療・福祉機関、地域、企業などが連携し
て、それぞれに必要な教育、医療的ケア、就業・社会参加支援、相談援助の充実を図ります。
ⅴ　家庭において適切な養育を受けることができない児童に対して、里親や児童養護施設における養育や保護による支援を進めま
す。
ⅵ　外国人の児童生徒などに対して、日本の生活に円滑に適応できるよう、日本語指導を始めとした適切な対応を進めます。

⑨予算額
（千円）

⑪
終期

⑫H22度事業の概要

H21

H20

H21 H23

ひとり親家庭は一般世帯に比べて平均的に所得
が低く、経済的に不安定な状態にあり、ひとり親家
庭の医療費自己負担額の一部を助成することに
より、所得の低いひとり親家庭の健康と福祉の増
進を図る

ⅱ 1
ひとり親支援ネットワーク推
進事業

保健福祉部
児童家庭課

  　低所得者等を対象として県社会福祉協議会が
実施している「生活福祉資金貸付事業」の円滑な
運営を図るため、事業経費の一部について補助す
る。

H20

ⅱ 1

ⅱ 1
ひとり親家庭医療費助成事
業

保健福祉部
児童家庭課

268,539 H23

母子家庭等の就労を促進するため、専門的なノウ
ハウを有する民間企業を活用して、母子家庭等就
業等・自立支援センターにおける求人開拓機能を
強化することにより、母子家庭等の自立を支援す
る。

ⅱ 1 母子家庭就労促進事業
保健福祉部
児童家庭課

6,091 H22

H22
　能力があるにもかかわらず、経済的理由により
修学困難と認められる高校・専修学校（高等課程）
に在学する者に対して奨学資金の貸与を行う。

母子家庭等自立支援総合対
策事業

保健福祉部
児童家庭課

136,279

ひとり親家庭の団体の活動を支援し、県事業との
連携による効果的な施策展開を図るため、ひとり
親家庭交流広場事業、サポートグループ形成事
業、ひとり親支援ネットワーク推進会議を実施す
る。県内に広くひとり親支援ネットワークを形成す
るため、平成２２年度はいわき地区を中心に実施
する。

H22

H24

H22

１就業・自立支援センター事業：母子家庭の母等
からの就業に関する相談に応じるとともに、講習
会の開催、就業情報の提供等一貫した就業支援
を行う
２ 自立支援教育訓練給付金事業：母子家庭の母
が、指定教育訓練給付講座を修了した場合、経費
の一部を給付する。
３ 高等技能訓練促進費等事業：母子家庭の母の
就職に有利であり、かつ生活の安定に資する資格
の取得を促進するため、交付金を支給する。

 思いやり１－（２）思いやりと支え合いの心に満ちた社会の実現

④援助を必要とする子どもや家庭への支援



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑩
始期

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

⑪
終期

⑫H22度事業の概要

(1)　相談件数　9,240件
(2)　訪問実件数　1,705件

適切に相談業務を実施する。

ー

　円滑な教育活動等が行われるよう、学校
運営経費の適切な執行を行う。

該当する高等学校において、介助員を配
置し、生徒の教育活動を支援した。

該当する高等学校において、介助員を配
置し、生徒の教育活動を支援する。

－

今後の学校施設等を含めた学校の在り方
についてまとめる。

　高等部1年の早期からの就労に対する意
識を高める取組を進めることで、一般就労
を希望する生徒の就職率に向上がみられ
る。
　特別支援学校高等部卒業生のうちで、就
職を希望する生徒が就職することができた
割合　　(H21)  93.1%

　特別支援学校高等部卒業生のうちで、就
職を希望する生徒が就職することができた
割合
　　(H22目標)  90%以上

　該当校への講師の配置により、重度視覚
障害児の専門的な支援を行い、通常学級
における学習を円滑に進めることができ
た。

　該当校小学校1校、中学校3校に講師を
配置し、有効活用を図る。

　該当校への講師の配置により、ＡＤＨＤ等
発達障害のある児童生徒の専門的な支援
を行い、学習、生活両面の改善を図ること
ができた。

　該当校小学校5校、中学校1校に講師を
配置し有効活用を図る。

　特別支援学級新任担当教員研修や特別
支援教育コーディネーター研修等により、
幼稚園、小・中学校、高等学校、特別支援
学校の教員に特別支援教育に関する研修
を実施している。

　高等学校特別支援教育コーディネ－タ－
研修会、通級指導教室担当者研修会を新
たに設けると共に、「個別の教育支援計画」
の作成に向けた研修を小・中学校の特別
支援教育コ－ディネ－タ－に対して実施す
る。

488 H22

視覚障がい支援講師配置
教育庁
学校経営支
援課

　通常学級に在籍する重度視覚障がい児支援の
ため、専門的な指導ができる教員を配置し、児童
生徒が学級や学校、地域の中で共に学び、共に
育つことができる環境づくりを進める。

　身体に障がいのある生徒が在籍する高等学校にお
いて、特に肢体不自由の重度の障がいがあり、段差や
階段における自力走行が不可能な生徒に対して、介助
員を設置することにより、その教育活動を支援する。

　相馬市立養護学校を平成22年4月より県立に移
管し、特別支援教育のセンター的役割を持たせる
など相馬地方における特別支援教育の機能充実
を図る。

Ｈ10 H22

1

教育庁
学校経営支
援課

身体に障がいのある生徒に
対する支援事業

教育庁
学校経営支
援課

19,137ⅲ

H22

ⅲ

キャリア教育充実事業
（特別支援就労支援事業）

教育庁
特別支援教
育課

1,647

ⅲ

ⅲ H22

ⅲ 2

ⅲ

ⅱ 母子相談事業

20,259 H22 H22

　相馬市立養護学校の県立移管に伴い、今後、学
校は、相馬地方の特別支援教育の充実に向けて
大きな役割を果たすことになることから、学識経験
者や地元首長及び保護者等から広く意見を聴取
し、学校に求められる役割や機能を実現するた
め、今後の学校施設等を含めた学校の在り方につ
いて検討する。
　　①検討委員会委員：10名以内
　　②意見交換会意見聴取者：38名

H22
特別支援学校、特別支援学級、特別支援教育コ
－ディネ－タ－等の教員を対象に、より専門的な
研修を実施し、その指導力の向上を図る。

H22ⅲ 教員研修の充実
教育庁
特別支援教
育課

1,262

H21

25,621 Ｈ18

25,592 Ｈ18

保健福祉部
児童家庭課

32,738

（新）
県立相馬養護学校設置事業

教育庁
学校経営支
援課

ＡＤＨＤ通級指導教室講師配
置

教育庁
学校経営支
援課

（新）
相馬地方の特別支援学校の
在り方検討事業

H22

・各保健福祉事務所等に母子自立支援員を１７
名、また、福島地区と会津地区に母子福祉協力員
２名を配し、母子家庭等に対する相談指導の強化
を図る。

H18

H23

　発達障がいのあるこどもに対して、その障がいの
状態に応じた個別指導及び少人数指導により、障
がいによる学習上及び生活上の困難の改善・克
服を図る。

H22

　特別支援学校生徒の就労支援のため、労働・福
祉の関係機関と連携を図りながら、職場での就労
体験を通して生徒の幅広い職業観の育成や自己
の適性の理解を促すと共に、一般企業の理解啓
発を図る。
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⑪
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⑫H22度事業の概要

　重度の障がいのある児童生徒が、医療
的ケアにより、学校で安心・安全な環境で
学ぶことができる環境が整えられている。
　医療的ケアを必要とする児童生徒の保護
者の学校待機件数　　(H21)  0件

　障がいのある児童生徒が、特別支援学
校において安心・安全な環境で学ぶことが
できる環境づくりを継続する必要がある。
　医療的ケアを必要とする児童生徒の保護
者の学校待機件数　　(H22目標)  0件

－

　市町村における支援体制が整備され、関
係機関が連携して作成する必要がある「個
別の教育支援計画」の作成が促進される。
　「個別の教育支援計画」の作成率
　　(H22目標) 71.7%

　地域教育相談推進事業における巡回相
談件数は、平成21年度末で1,305件で、県
内の身近なところで相談を受けることがで
きる状態にある。

　個々の相談者のニーズに応じた相談を進
めていく必要があり、今後は、個々の相談
者の障がいのニーズに応じた相談を、関係
機関が連携して進める必要がある。
個別の教育支援計画の作成率
　(H22目標) 71.7%

－

　市町村教育委員会が市町村において、
関係機関が連携した支援体制整備の必要
性を理解し、市町村における支援体制の整
備を進めることで、「個別の教育支援計画」
の作成が進む。
個別の教育支援計画の作成率
　(H22目標) 71.7%

－

全保護施設におけるスプリンクラー整備

第63回福島県社会福祉大会　H21.11. 5
第13回ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ　　 H21.11.14

第64回福島県社会福祉大会　H22.8.27
第14回ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ　　 H22.9.18

21年度利子補給額　169千円

22年度利子補給額　150千円　の補給

福島県里親連合会里親促進事業への補助
養育里親及び専門里親に対する研修　32回
緊急短期委託里親事業　1回(20日間)
里親コーディネーターの配置　4人

必要に応じて適切に実施する。

ⅳ

150

保健福祉部
社会福祉課

保健福祉部
社会福祉課

ⅳ
保護施設等施設整備利子補
給事業

保健福祉部
社会福祉課

H09

社会福祉大会開催事業 238 H18 H22

県、県社会福祉協議会、県共同募金会、開催市、
開催市社会福祉協議会の共催による「第６４回福
島県社会福祉大会」及び県社会福祉協議会の主
催による「第１４回ふくしまﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ」を
開催し、県民一人ひとりの福祉に対する理解と積
極的かつ主体的な参加による民間福祉活動を促
進し、「県民総ぐるみによる社会福祉活動」を展開
する。
※席上で功労者に対する県知事感謝状を授与。

H29

社会福祉法人等が保護施設の整備を実施するた
めに、資金を独立行政法人福祉医療機構から借り
入れた場合、償還する利子の一部を補給し、民間
の社会福祉施設整備を支援・促進する。

厚生労働省の「社会福祉施設等耐震化等臨時特
例交付金」による特別対策事業を用いることによ
り、保護施設に対して、消防法施行令により平成２
３年度末までに設置することが義務付けられたス
プリンクラーの整備を支援・促進する。

ⅳ
（新）保護施設スプリンクラー
整備事業

67,920 H22 H23

ⅲ
　
ⅳ

1
（新）
特別支援教育総合推進事業

教育庁
特別支援教
育課

6,022 H22 H22
　特別支援教育を総合的に推進するために、保
健、福祉、医療、労働等の関係機関との連携によ
る市町村における支援体制整備を促進する。

ⅲ
　
ⅳ

地域教育相談推進事業
教育庁
特別支援教
育課

ⅲ
　
ⅳ

（新）
特別支援教育体制促進事業

教育庁
特別支援教
育課

H22

　保健福祉部等の関係機関との連携のもと、７教
育事務所で市町村における支援体制の整備の具
体的な進め方について協議し、市町村における支
援体制の整備を促進する。

H15 H22

　特別な支援を必要とする子どもたちとその保護
者、担当する教員等に対して教育相談を行い、教
育、福祉、医療等が一体となった乳幼児期からの
一貫した相談支援体制を整備し、早期からの支援
体制の充実を図る。

ⅲ
特別支援学校における医療
的ケア実施事業

教育庁
特別支援教
育課

S54

H22

2,702

352

1,336

里親総合対策事業
保健福祉部
児童家庭課

11,332

H15 H22

　特別支援学校で学ぶ幼児児童生徒の障がいの
重度・重複化に伴い、吸引等の医療的ケア（日常
的応急手当）を必要とする幼児児童生徒が常駐し
ているため、これらの幼児児童生徒が健康で安
全・安心な学校生活を送るとともにその保護者の
負担を軽減するための医療的ケアを実施する。

H22

児童の発達においては乳幼児期の愛着関係の形
成が極めて重要であり、家庭での養育に欠ける児
童を愛情と理解を持った家庭の中で養育する里親
制度は極めて有意義な制度であることから、里親
制度の振興と充実のための対策を講じる。

ⅴ
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－

年度内に確実に実施する。

0件

6件

普通自動車運転免許費助成　7件
地域小規模児童養護施設家賃補助　3施
設

必要に応じて適切に実施する。

児童養護施設等の入所児等の生活向上のため、
安心こども基金等を活用し、老朽化遊具や食品の
安全のための機器の更新、施設内の内部改修な
ど環境改善を図る。  また、消防法施行令の改正
により、スプリンクラーの設置が義務づけられた若
松乳児院において、社会福祉施設等耐震化等臨
時特例基金と安心こども基金を活用してスプリンク
ラーを整備し、入所児の安全の確保を図る。  （上
記安心こども基金対象事業は平成２２年度限り）

ⅴ
（新）児童養護施設等生活環
境改善事業

保健福祉部
児童家庭課

45,229

2,340

ⅴ 身元保証人確保事業
保健福祉部
児童家庭課

179

ⅴ
児童養護施設等入所児童自
立支援事業

保健福祉部
児童家庭課

H13 H22

児童養護施設等に入所している児童の就職条件
の整備等の推進することにより、就職先の選択肢
の拡大を図る。虐待児等の家庭復帰が困難な児
童を対象に、家庭的な環境の中で、職員と児童と
の個別的な関わりを重視した処遇を行うことで、児
童の社会的自立の促進を図ることを目的とする。

H22

児童養護施設や婦人保護施設等を入所中又は退
所した児童や女性について、施設長等が就職時
の身元保証やアパート等を賃借する際の債務保
証を行った場合、全社協と保証人が締結する損害
保険契約における保証料を県が負担することによ
り、児童等の社会的自立の支援及び施設長等の
経済的・精神的負担の軽減を図る。

H21

H22 H22



(政－様式４）重点施策調書

③細項目コード
4211
4212
4213

⑤関係部局④担当課 生活環境部　生活環境総務課 企画調整部、生活環境部、農林水産部、土木部

①施策名 思いやり２－（１）美しい自然環境の継承

②細項目
①自然環境の保護と適正な利用
②猪苗代湖を始めとする豊かな水環境などの保全
③良好な景観の形成

【現状分析】
◆自然公園の指定面積
　既存の自然公園への新たな区域の編入要因等は乏しいものの、境界線の変更といった減少要
因は考えられる。（H21年：179,123.8ha・前年同）
◆野生動植物保護サポーター登録者数
　自然環境に関する関心の高まりにより、増加の傾向(H20年93人→H21年99人)にある。
◆猪苗代湖におけるＣＯＤ値（湖心・全層の年平均値mg/L）
　平成21年度は1.0mg/L、目標に比べて年々、悪化している。
◆汚水処理人口普及率
　平成21年度は73.1％、年々処理人口は増加しているが、下水道整備区域における接続率の向
上、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換等は課題である。
◆市町村景観計画策定団体数(目標値：16団体）
　景観行政の基幹となるべき景観計画を策定した市町村は喜多方市のみであり、全国の市町村
の景観計画策定率(12.2%)に比べると、依然として本県の景観計画を策定した市町村数は少な
い。
◆自然環境に対する世界的な関心の高まりにより、自然公園の環境保全や野生動植物の保護
が求められている。
◆猪苗代湖について、平成14年度から４年連続で湖沼の水質日本一であったが、平成18・19年
度ではランキング対象外となり、平成20年度は全国２位となったものの、平成２１年度は再びラン
キング対象外となる見通しとなったことから、地域住民や関係団体等の水環境保全に関する意識
が高まっている。
◆環境に配慮した農業の生産活動が求められている。
◆歴史や史跡を活用したまちづくりや、観光立県として地域整備等の良好な景観形成を進める必
要性(需要）が高まっている。

＜細項目①＞
◆「みんなの尾瀬」ふれあい推進事業
　 尾瀬の傑出した自然や自然保護の歴史を広くアピールするとともに、その保護と適正な利用の
あり方を検討するなど、みんなで守り、みんなで楽しめる21世紀にふさわしい国立公園の実現を
図った。
◆「みんなで守る地域の自然」推進事業
　 生物多様性地域戦略の策定や、県民参画型の調査・保全活動の仕組みづくりに向けた検討を
進めた。
＜細項目②＞
◆みんなで守る美しい猪苗代湖推進事業
　①みんなで守る水辺環境保全事業　（ヨシの刈り取り面積　実績：１ｈａ）
　②猪苗代湖水質改善対策事業　（２項目検討：流入負荷低減対策、大腸菌群超過対策）
　③連携して地域活動を行う団体数　（実績：25団体）
◆農地・水・環境保全向上対策営農活動支援事業
　化学肥料・化学合成農薬の大幅低減を行う88組織（取組面積227,440a）に対して支援を行った。
◆流域下水道事業
　阿武隈川流域及び大滝根川流域における公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図るた
め、流域別下水道整備総合計画に基づき事業を実施した。（汚水処理人口普及率の増加74％）
＜細項目③＞
◆景観形成総合対策事業(派遣回数：10件)
　景観アドバイザーの派遣により技術的支援を行った。
◆電線共同溝整備事業　（国道252号（会津若松市七日町地内）の事業推進）
　県管理道路の無電柱化を実施した。

⑥指標の分析

⑦社会経済情勢等

⑧平成21年度の主な
取組み実績・成果



【今後の取組みの方向性】

⑪今後の取組みの
方向性

＜細項目①＞
◆限られた予算を有効に活用し、効率的・効果的に自然公園等の施設整備・管理を行い、自然環
境の保護と適正な利用を推進する。
◆県民一体となった生物多様性の保全と持続可能な利用に取り組む必要があるため、基本理念
や行動計画などを盛り込んだ地域戦略を策定し、産学民官の多様な主体による推進を図る。
＜細項目②＞
◆猪苗代湖では水環境の悪化の未然防止の考えをもとにした取組みが必要であるので、流域に
おける汚濁負荷、水質保全の調査、水環境保全に関する意識高揚を図るための啓発、ボランティ
ア団体等の連携等をさらに推進する。
◆水環境に対する人為汚濁の低減対策を推進するのみならず、自然汚濁・面的汚濁の低減に係
る施策を推進する。
◆県及び市町村が連携し、新技術の活用、コスト縮減等を図り、生活排水等処理施設の整備を
推進する。
＜細項目③＞
◆市町村が景観行政団体へ移行する場合や、地域住民による住民協定を締結した場合には、各
種事業の事業採択要素(要件）として評価する等、支援強化を図る。
◆魅力的な景観形成は、自然環境（森林､河川）･農地･道路･街並み等の整備が同じグランドデザ
イン（基本方針）のもとで協働的に事業展開をすることが効果的であり、新たにそのような連携に
取り組む。

＜細項目①＞
◆「みんなの尾瀬」ふれあい推進事業
◆「みんなで守る地域の自然」推進事業
＜細項目②＞
◆みんなで守る美しい猪苗代湖推進事業
◆農地・水・環境保全向上対策営農活動支援事業
◆流域下水道事業
＜細項目③＞
◆景観形成総合対策事業
◆電線共同溝整備事業

⑩施策を推進する上
での課題

＜細項目①＞
◆厳しい財政状況ため、老朽施設の更新など自然公園内の施設整備が思うように進まない。
◆県民一体となった生物多様性の保全と持続可能な利用の取組みが十分浸透していない。
＜細項目②＞
◆猪苗代湖では、湖水の中性化及びＣＯＤ値の上昇が進行してきており、湖内へ流入する汚濁
負荷削減対策にさらに取組む必要がある。
◆本県の汚水処理人口普及率は73.1％と全国平均85.7％を下回っており普及率の向上が必要で
あるが、県・市町村の財政状況が厳しいため、生活排水等処理施設の整備が停滞するおそれが
ある。
＜細項目③＞
◆景観計画策定等、景観法活用に向けた市町村の取組みが十分でない。
◆具体的な事業実施にあたっては、計画・設計段階等の早期からの景観を意識した検討と、関連
事業の連動化が十分でない。

⑨平成22年度の
主な取組み

【課題整理】



（様式４の付表）

　指標の状況

①施策

②細項目 ③コード

4211
4212
4213

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

実績 0.6 0.7 1.0

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 74.0 75.5 77.0 78.5 80.0

実績 69.6 71.2 73.1

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 179,123.8 179,123.8 179,123.8 179,123.8 179,123.8

実績 179,123.8 179,123.8

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 100 110 120 130 140

実績 93 93 99

達成率

⑦分　析

野生動植物保護に取り組む県民ボランティアである福島県野生動植物保護
サポーターの登録者数(人）

自然環境に関する関心の高まりにより、増加の傾向にある。

自然公園の指定面積　

県内の国立公園、国定公園、福島県立自然公園の面積（ha）

既存の自然公園への新たな区域の編入などによる増加要因は乏しいが、公
園内での宅地開発は今後も続くと考えられるため、宅地開発などによる自然
公園境界線の変更といった減少要因が考えられる。

野生動植物保護サポーター登録者数　

平成２１年度は1.0mg/L、目標に比べて年々、悪化している。

汚水処理人口普及率　

下水道、農業集落排水施設、浄化槽の汚水処理施設を利用できる人口の割合

平成21年度は73.1％と処理人口は増加しているが、下水道整備区域における
接続率の向上、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換等は課題で
ある。

思いやり２－（１）美しい自然環境の継承

①自然環境の保護と適正な利用
②猪苗代湖を始めとする豊かな水環境などの保全
③良好な景観の形成

猪苗代湖におけるＣＯＤ値　

水質測定計画に基づき県が測定している、猪苗代湖の汚濁指標となるCOD
（化学的酸素要求量）値（mg／l）
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④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 96.6 96.6 96.6 96.6 100

実績 90.9 94.3 90.9

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 76 80 83 91 100

実績 77 73 73.2

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 18,000 18,500 19,000 19,500 20,000

実績 15,617 16,881 16,977

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 3 6 9 12 16

実績 0 0 1

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 86 89 92 96 100

実績 75.0 79.5 82.7

達成率

⑦分　析 概ね計画的に事業を推進しているが、一部に用地取得困難な箇所がある。

大気保全に関する環境基準が設定されている二酸化硫黄、二酸化窒素、光
化学オキシダント、一酸化炭素、浮遊粒子状物質濃度を測定している常時監
視測定局において、環境基準を達成した割合（％）

光化学オキシダントによる汚染が広域化しており、光化学オキシダントの被害
防止対策を一層推進する必要がある。

エコファーマー数　

土づくりと化学肥料・化学農薬の低減に一体的に取り組む農業者のうち、県
知事から「持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画」の認定を受けた
人数

ＪＡ等の生産組織ぐるみによる取組みや農地・水・環境保全向上対策の実施
により年々増加しており、さらに増加が見込まれる。

景観法に基づき、景観計画を策定している団体（市町村）数

景観行政の基幹となるべき景観計画を策定した市町村は喜多方市のみであ
り、全国の市町村の景観計画策定率(12.2%)に比べると、依然として本県の景
観計画を策定した市町村数は少ない。

無電柱化された道路の延長

無電柱化された道路（国県道、市町村道）の延長（ｋｍ）

市町村景観計画策定団体数　

環境基準の達成率（水質）　

生活環境を保全する水質環境基準が設定されている公共用水域（河川、湖
沼及び海域）のＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）又はＣＯＤ（化学的酸素要求
量）の環境基準達成水域の割合（％）

海域は達成率が１００％、河川は９０％台を推移して良好であるが、湖沼の達
成率は低い状況（７０％前後）にあり、湖沼の汚濁原因は生活排水や畜産系
の排水の影響等ばかりでなく、自然由来（周辺環境の植物からの有機物）に
影響されて、対策が難しいところもある。

環境基準の達成率（大気）
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(様式３）細項目調書

③細項目
コード

4211

⑤関係部局

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○「みんなの尾瀬」ふれあい推進事業
　 尾瀬の傑出した自然や自然保護の歴史を広くアピールするとともに、その
保護と適正な利用のあり方を検討するなど、みんなで守り、みんなで楽しめる
21世紀にふさわしい国立公園の実現を図った。
○国立公園施設整備事業
　 国立公園等の自然環境を保護しつつ適正な利用を促進するため、公園計
画に基づいて尾瀬国立公園（檜枝岐村）などに木道を設置した。
○「みんなで守る地域の自然」推進事業
　 生物多様性地域戦略の策定や、県民参画型の調査・保全活動の仕組みづ
くりに向けた検討を進めた。
○傷病鳥獣保護事業
　 県内各地で保護された傷病鳥獣を治療するとともに、回復するまでの間、
鳥獣保護センターに収容して治療、救護を行った。
○野生動物保護管理事業
 　野生鳥獣の生息状況調査を始め、保護管理計画の変更等を行った。
○ふなっこふるさと川づくり事業費
   野尻川において、環境や生態系に配慮した河川整備（魚道整備）を行っ
た。

⑩平成22年度の
主な取組み

ⅰ　「みんなの尾瀬」ふれあい推進事業、自然公園保護管理適正化事業
ⅱ　国立公園施設整備事業、尾瀬歩道整備
ⅲ　「みんなで守る地域の自然」推進事業、野生動物保護管理事業、傷病鳥
獣保護事業、ふなっこふるさと川づくり事業費

【現状分析】

⑦指標の分析

○自然公園の指定面積（H21年：179,123.8ha・前年同）
　既存の自然公園への新たな区域の編入要因等は乏しいものの、境界線の
変更といった減少要因は考えられる。
○野生動植物保護サポーター登録者数
　自然環境に関する関心の高まりにより、増加の傾向(H20年93人→H21年99
人)にある。

⑧社会経済情勢等

・自然環境に対する世界的な関心の高まりにより、自然公園の環境保全や野
生動植物の保護が求められている。
・温暖化等の気候変動や都市化の進展などにより、野生動植物を取り巻く生
息・生育環境が脅かされている。
・2010年10月には、生物多様性条約第10回目締約国会議（ＣＯＰ10）が名古
屋市で開催予定であり、自然環境、生物多様性に関する関心の高まりが期
待されている。

④主担当課 生活環境部　自然保護課 生活環境部、土木部

⑥細項目の具体的な
取組み

ⅰ　関係機関との協力の下、自然公園の環境保護に努めるとともに、適正な
利用のための普及啓発に努めます。また、里地や里山など身近な自然環境
の保全を図ります。
ⅱ　自然とのふれあい活動を促進するとともに、自然とのふれあいを体験す
る場となる公園施設の整備と適切な維持管理を進めます。
ⅲ　稀少な野生動植物の保護、外来生物の防除など生物多様性の保全に努
めます。

①施策名  思いやり２－（１）美しい自然環境の継承

②細項目 ①自然環境の保護と適正な利用



【今後の取組みの方向性】

⑫今後の取組みの
方向性

・県民に自然環境保護の情報発信を積極的に行うとともに、未来を担う子ども
達に自然保護の重要性を伝えていく。
・限られた予算を有効に活用し、効率的・効果的に自然公園等の施設整備・
管理を行い、自然環境の保護と適正な利用を推進する。
・県民一体となった生物多様性の保全と持続可能な利用に取り組む必要があ
るため、基本理念や行動計画などを盛り込んだ地域戦略を策定し、産学民官
の多様な主体による推進を図る。
・イノシシ保護管理計画を策定するなど、野生鳥獣についての保護管理を推
進し、野生動物との共生を図る。

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

・自然環境に対する関心は高まっているが、自然環境保護活動がまだ十分に
活性化していない。
・厳しい財政状況ため、老朽施設の更新など自然公園内の施設整備が思うよ
うに進まない。
・県民一体となった生物多様性の保全と持続可能な利用の取組みが十分浸
透していない。
・野生動物と人とのあつれきが高まっている。



(政－様式３）細項目調書

③細項目コード 4212 

⑤関係部局

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○みんなで守る美しい猪苗代湖推進事業
　①みんなで守る水辺環境保全事業（ヨシの刈り取り面積　目標：１ｈａ　実績：１ｈａ）
　②猪苗代湖水質改善対策事業（検討項目数：（目標）２項目（流入負荷低減対策、大腸菌群超過
対策）　（実績）２項目）
　③連携して地域活動を行う団体数（目標）44団体　（実績） 25団体
○農地・水・環境保全向上対策営農活動支援事業
　化学肥料・化学合成農薬の大幅低減を行う88組織（取組面積227,440a）に対して支援を行った。
○浄化槽設置整備事業
　家屋の改修等に伴い合併処理型浄化槽に転換した者に対し、市町村が設置費用等を助成した
場合、費用の一部を補助した（194,296千円）。
○農業集落排水事業（県営）
　管路工（678.7m）及び汚水処理場内舗装工（１式）を実施した。
○森林病害虫等防除事業
　森林資源の保護を行うため、市町村が行う法定森林病害虫の防除対策について補助を行った。
○流域下水道事業
　阿武隈川流域及び大滝根川流域における公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図るた
め、流域別下水道整備総合計画に基づき事業を実施した。（汚水処理人口普及率の増加74％）

【現状分析】

⑦指標の分析

○猪苗代湖におけるＣＯＤ値（湖心・全層の年平均値mg/L）
　平成21年度は1.0mg/L、目標に比べて年々、悪化している。
○汚水処理人口普及率
　平成21年度は73.1％、年々処理人口は増加しているが、下水道整備区域における接続率の向
上、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換等は課題である。
○環境基準の達成率（水質）
　河川や海域の達成率は向上しているが、湖沼の達成率は低い状況（７０％前後）にある。湖沼の
汚濁原因は生活排水や畜産系の排水の影響等ばかりでなく、自然由来の汚濁負荷（周辺環境の
植物からの有機物）に影響されて、対策が困難な面もある。
○環境基準の達成率（大気）
　光化学オキシダントによる汚染が広域化しており、光化学オキシダントの被害防止対策を一層推
進する必要がある。
○エコファーマー数
　ＪＡ等の生産組織ぐるみによる取組みや農地・水・環境保全向上対策の実施により年々増加して
おり、さらに増加が見込まれる。

⑧社会経済情勢等

・猪苗代湖について、平成14年度から４年連続で湖沼の水質日本一であったが、平成18・19年度
ではランキング対象外となり、平成20年度は全国２位となったものの、平成２１年度は再びランキ
ング対象外となる見通しとなったことから、地域住民や関係団体等の水環境保全に関する意識が
高まっている。
・暮らしの中で水と触れあう機会が減少し、水に関する関心が薄れてきている。
・計画的かつ効率的な生活排水等の処理施設整備を行うため、平成22年７月に「ふくしまの美しい
水環境整備構想」を策定した。
・環境に配慮した農業の生産活動が求められている。
・大気汚染・水質汚濁等の産業公害問題については、各種施策が講じられ改善が図られている。

④主担当課 生活環境部水・大気環境課 企画調整部、生活環境部、農林水産部、土木部

⑥細項目の具体的な
取組み

ⅰ　本県の水環境のシンボルである猪苗代湖・裏磐梯湖沼群の良好な水環境の悪化を防止し、次世代に美
しいまま継承していくよう努めます。
ⅱ　森林や農地の保全、エコファーマーなどの環境と共生する農業の推進、生活排水や工場排水対策の推
進、地域活動団体等による保全活動の促進など、上流から下流にわたる流域が連携した水環境の保全に努
めます。
ⅲ　大気環境や公共用水域等の監視、公害防止対策の実施などにより、大気・水・土壌等の環境保全に努
めます。

①施策名 思いやり２－（１）美しい自然環境の継承

②細項目 ②猪苗代湖を始めとする豊かな水環境などの保全



【今後の取組みの方向性】

⑫今後の取組みの
方向性

・猪苗代湖では水環境の悪化の未然防止の考えをもとにした取組みが必要であるので、流域にお
ける汚濁負荷、水質保全の調査、水環境保全に関する意識高揚を図るための啓発、ボランティア
団体等の連携等をさらに推進する。
・水環境に対する人為汚濁の低減対策を推進するのみならず、自然汚濁・面的汚濁の低減に係る
施策を推進する。
・森林施業の支援、継続的な防除作業、市町村・森林組合等との連携により適正な森林整備を実
施する。
・エコファーマーを更に育成し、多くの農業者が環境と共生する農業に取組むように推進する。
・県及び市町村が連携し、新技術の活用、コスト縮減等を図り、生活排水等処理施設の整備を推
進する。
・県民に対して水に関する情報を発信し、水を大切にする意識の醸成を図る。

⑩平成22年度の
主な取組み

ⅰみんなで守る美しい猪苗代湖推進事業、（新）清らかな“水のふるさと”ふくしま発信事業
ⅱ（新）環境と共生する農業レベルアップ事業、浄化槽設置整備事業、農業集落排水事業（県
営）、流域下水道事業、農地・水・環境保全向上対策営農活動支援事業、森林病害虫等防除事業
ⅲ大気環境監視施設整備事業、水生生物保全水質環境基準類型指定事業

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

・猪苗代湖では、湖水の中性化及びＣＯＤ値の上昇が進行してきており、湖内へ流入する汚濁負
荷削減対策にさらに取組む必要がある。
・林業採算性の悪化による森林所有者の森林整備意欲の減退、市町村財政の悪化による防除予
算の確保が図られない等、森林保全が難しい状況にある。
・農業生産活動を通じて環境保全を図るための、一定規模のまとまりがある地域ぐるみの取組み
が不十分である。
・本県の汚水処理人口普及率は73.1％と全国平均85.7％を下回っており普及率の向上が必要で
あるが、県・市町村の財政状況が厳しいため、生活排水等処理施設の整備が停滞するおそれが
ある。
・人と水のつながりの認識及び、水利用や水環境に関する理解が不十分である。



(様式３）細項目調書

③細項目コード 4213

⑤関係部局

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○景観形成総合対策事業(派遣回数：10件)
　景観アドバイザーの派遣により技術的支援を行った。
○農地・水・農村環境保全向上活動支援事業（共同活動面積：37,407ha）
　農村地域において、農業者だけでなく地域住民等の参画を得て、農地等の保全管理や農村の自
然・景観などを守る地域共同活動支援を行った。
○地域自立活性化事業（地域づくり）（県内13地区で実施）
　観光拠点の広域的連携に対しハード面からの支援を行った。
○電線共同溝整備事業　（国道252号（会津若松市七日町地内）の事業推進）
　県管理道路の無電柱化を実施した。
○地域活力基盤創造事業(道路)（県内41箇所で実施）
　ユニバーサルデザインに配慮した「人優先」の歩行空間の整備を行った。
○街路事業（重要幹線街路事業）（県内６路線で実施）
　地域における景観協定などと連携した「美しい街並み景観の形成」を行った。
○元気ふくしま、地域づくり･交流促進事業（県内25地区で実施）
　地域の歴史や文化などの地域資源を活用した地域づくりに対しソフト・ハード面からの支援を
行った。
○地域活力基盤創造事業(関連)(県内３地区で実施)
　地方道路整備の効果を高めるため､沿線計画策定等のソフト面の支援を実施した。
○都市公園管理(整備)事業(県内６箇所)
　都市公園の維持管理、老朽化施設の更新を行った。

⑩平成22年度の
主な取組み

ⅰ景観形成総合対策事業（景観アドバイザーの派遣）、農地・水・農村環境保全向上活動支援事
業
ⅱ景観形成総合対策事業（景観アドバイザーの派遣）、地域自立活性化事業（地域づくり）
ⅲ農地・水・農村環境保全向上活動支援事業、電線共同溝整備事業、
　 （新）漁港海岸環境整備事業（海岸環境整備の測量調査設計）、都市公園管理(整備)事業

【現状分析】

⑦指標の分析

○市町村景観計画策定団体数(目標値：16団体）
　景観行政の基幹となるべき景観計画を策定した市町村は喜多方市のみであり、全国の市町村
の景観計画策定率(12.2%)に比べると、依然として本県の景観計画を策定した市町村数は少ない。
(目標値に対する達成率6.3％）
○無電柱化された道路の延長(目標値：100km）
　概ね計画的に事業を推進しているが、一部に地域の合意形成が困難な箇所がある。(目標値に
対する達成率15.6％）

⑧社会経済情勢等

・良好な景観に対する県民、事業者及び市町村等の共通理解と意識が高まりつつある。
・公共事業抑制により予算が減少している。
・景気低迷等(宅地取引、住宅需要の落ち込み)により、街並み形成の進捗が遅れている。
・歴史や史跡を活用したまちづくりや、観光立県として地域整備等の良好な景観形成を進める必
要性(需要）が高まっている。

④主担当課 生活環境部　環境評価景観室 生活環境部、土木部、農林水産部

⑥細項目の具体的な
取組み

ⅰ　美しい自然景観の保全、継承を進めます。
ⅱ　歴史と伝統が息づく景観の伝承の取組みを進めます。
ⅲ　都市における街並み、農山漁村における里山など潤いとやすらぎある景観の保全と創出の
   取組みを進めます。

①施策名  思いやり２－（１）美しい自然環境の継承

②細項目 ③良好な景観の形成



【今後の取組みの方向性】

⑫今後の取組みの
方向性

・市町村が景観行政団体へ移行する場合や、地域住民による住民協定を締結した場合には、各
種事業の事業採択要素(要件）として評価する等、支援強化を図る。
・魅力的な景観形成は、自然環境（森林､河川）･農地･道路･街並み等の整備が同じグランドデザイ
ン（基本方針）のもとで協働的に事業展開をすることが効果的であり、新たにそのような連携に取り
組む。
・景観形成の促進に向け、県民･事業者及び地域づくり団体等への啓発･普及、景観に関連する事
業の積極的な情報提供を強化する。
・自然景観の保全・継承、歴史や伝統を活用した景観の保全に対する支援方法を強化する。
・農村地域における共同活動が継続するための支援を強化する。

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

・景観計画策定等、景観法活用に向けた市町村の取り組みが十分でない。
・具体的な事業実施にあたっては、計画・設計段階等の早期からの景観を意識した検討と、関連
事業の連動化が十分でない。
・地域における自然景観や歴史と伝統が培った景観に対する意識の向上が不十分である。
・自然景観の保全・継承、歴史や伝統を活用した景観の保全とまちづくりに対する支援方法が不
足している。
・過疎化・高齢化・混在化等の進行に伴う集落機能の低下により、農村地域における環境の保全
が困難となっている。



（様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

4211

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

・生物多様性推進協議会の開催
・生物多様性保全枠組み調査の実施
・県民参加調査の検討

・生物多様性推進協議会の開催
・生物多様性保全調査の実施

・尾瀬国立公園福島県地域協議会の開催
　　　２回
・環境教育指導者育成のための研修会開催
　　　１回
・　ニホンジカ被害対策
・　自然環境調査　延べ４日

・尾瀬国立公園福島県地域協議会の開催
　　　２回予定
・環境教育指導者育成のための研修会開催
　　　１回予定
・　ニホンジカ被害対策
・　自然環境調査　延べ４日

・木道設置794m（檜枝岐村外）

・転落防止柵70m設置（福島市）
・木道撤去850m（北塩原村）
（木道設置は直轄施行委任で別途実施）

・県で管理する公衆便所の日常管理や浄化
槽点検等を実施。

・県で管理する公衆便所の日常管理や浄化
槽点検等を実施。

・　自然保護指導員の配置　１１９名

・　自然保護指導員の配置　１２０名

・　福島県自然公園の美化・清掃
・　裏磐梯ビジターセンター自然体験活動実
施

・　福島県自然公園の美化・清掃
・　裏磐梯ビジターセンター自然体験活動実
施
・　ちびっこ自然保護レンジャー活動推進事業
の実施（中・浜・会津から小５・６年生３０名募
集）

・　尾瀬地区環境調査の実施　延べ４日

・　尾瀬地区環境調査の実施　延べ４日

－

・木道整備824m（檜枝岐村）

・イノシシ、カワウ、ツキノワグマ、ニホンザル
の生息状況調査
・カワウ保護管理計画の変更

・イノシシ、カワウ、ツキノワグマ、ニホンザル
の生息状況調査
・イノシシ保護管理計画の策定

 思いやり２－（１）美しい自然環境の継承

①自然環境の保護と適正な利用

④細項目の具体的な
取組み

①施策名

②細項目名

ⅰ　関係機関との協力の下、自然公園の環境保護に努めるとともに、適正な利用のための普及啓発に努めます。また、里地や里山な
ど身近な自然環境の保全を図ります。
ⅱ　自然とのふれあい活動を促進するとともに、自然とのふれあいを体験する場となる公園施設の整備と適切な維持管理を進めます。
ⅲ　稀少な野生動植物の保護、外来生物の防除など生物多様性の保全に努めます。

H24

ⅰ

ⅲ

H22

3
「みんなで守る地域の自然」
推進事業

生活環境部
自然保護課

2,156

国立公園施設整備事業 S50

H22

「尾瀬国立公園」について、編入地域（田代山・帝
釈山・会津駒ヶ岳）を含む尾瀬の傑出した自然や自
然保護の歴史を広くアピールするとともに、その保
護と適正な利用のあり方を検討するなど、みんなで
守り、みんなで楽しめる２１世紀にふさわしい国立
公園の実現を図る。

国立公園等の自然環境を保護しつつ適正な利用を
促進するため、公園計画に基づいて自然公園施設
を整備する。

ⅰ

生活環境部
自然保護課

H20

H22

ⅱ 自然公園管理経費

⑪
終期

⑫H22度事業の概要

H21 H23

⑩
始期

生物多様性保全の取り組みに係る事例調査や有
識者等により構成された生物多様性推進協議会に
おける意見交換等を通じて、「生物多様性地域戦
略」の策定に向けた検討を進め、県民参画型の調
査・保全活動の仕組みづくりを図る。

4,750

ⅱ

⑨予算額
（千円）

13,237

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

ⅰ 3
「みんなの尾瀬」ふれあい推
進事業

生活環境部
自然保護課

自然公園内の公園施設を適正に維持管理すること
により、自然環境を保護しつつ快適で安全な利用
促進を図る。

自然保護対策事業経費
生活環境部
自然保護課

10,151 H22

自然環境の適正な保全を総合的に推進するため、
福島県自然環境保全条例に基づき指定した保全
地域の保護管理、巡回指導、自然とのふれあいを
通じた自然保護思想の普及啓発等を行う。
また、自然環境保全審議会を開催し、県の自然環
境の保全に関する重要事項を審議する。

生活環境部
自然保護課

11,761

H24

本州最大の高層湿原である尾瀬地区の自然環境
を保全し、適正な利用の推進を図るための各種施
策を実施する。

H23

ⅰ
自然公園保護管理適正化事
業

生活環境部
自然保護課

9,216

自然公園法及び福島県自然公園条例に基づき指
定された自然公園の適正な管理を行うとともに、磐
梯朝日国立公園内における保護施設の運営管理
に努め、自然保護普及の情報発信等を行う。

H21 H23

H22

H21尾瀬地域保護適正化事業
生活環境部
自然保護課

10,525

ⅱ （新）尾瀬歩道整備事業
生活環境部
自然保護課

H24
尾瀬国立公園において、自然環境を保護しつつ適
正な利用を促進するため、痛みが激しい木道等の
施設を整備する。

生活環境部
自然保護課

3,933 Ｈ２０

人とのあつれきを生じている野生鳥獣について、生
息状況調査等の実施、被害軽減と保護管理のため
の検討などを行い、適切な対策を推進することによ
り、人と野生鳥獣の共生を図る。

Ｈ２４

50,000

ⅲ 野生動物保護管理事業



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑪
終期

⑫H22度事業の概要
⑩
始期

⑨予算額
（千円）

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

放鳥数　キジ…１，３５０羽　ヤマドリ…６０羽

第１０次鳥獣保護事業計画に基づき、下記羽数を予定
放鳥数　キジ…１，３５０羽　ヤマドリ…６０羽

鳥獣保護センターにおける傷病鳥獣の救護
数　262頭羽　野生復帰率　27．1％

野生鳥獣の救護活動は、福島県野生動物救
急救命ドクターやＮＰＯ法人等との連携により
行い、野生復帰率の向上を図っていく。

鳥獣保護区　４箇所　特定猟具使用禁止区域
９箇所

鳥獣保護区　９箇所　特定猟具使用禁止区域
２８箇所

９２名の鳥獣保護員が年間４０日の範囲内において狩
猟取締り等を実施

平成２１年度と同様

・飯豊山登山道整備のため、喜多方市に補助

・尾瀬の台倉高山登山道整備のため、檜枝
岐村に補助

・川の案内人活動イベント数10回（H21.9時
点）
・川の案内人活動人数12人（H21.9時点）
・川の案内人活動イベント参加者数385人
（H21.9時点）
・新たな川の案内人認定数1人（H21年度末）

・川の案内人の活動が活性化されるよう、新
たな利用者開拓を目的とした情報提供の手
法を検討する。

－

　浅見川において、親水施設を整備

　野尻川において、魚道を整備

　野尻川ほか２河川において、魚道を整備

生活環境部
自然保護課

7,475ⅲ きじ・やまどり放鳥事業 H14 H23

第１０次鳥獣保護事業計画に基づき、狩猟鳥であ
るキジ及びヤマドリを鳥獣保護区及び休猟区等生
息適地に計画的に放鳥し、自然環境の保持及び狩
猟資源の確保を図る。加えて、捕獲技術の向上等
に資するため可猟区でのキジ使用等を行う。

ⅲ H14傷病鳥獣保護事業
生活環境部
自然保護課

27,675

県内各地で保護された傷病鳥獣を治療し、回復す
るまでの間、鳥獣保護センターに収容し、治療を行
う。併せて、野生動物専門員を配置し、傷病鳥獣の
救護やツキノワグマの被害防止等野生鳥獣への対
応等に助言指導等を行い、鳥獣保護の機能強化を
図る。

野生生物管理経費
生活環境部
自然保護課

ⅲ

ⅲ 鳥獣保護区等整備事業
生活環境部
自然保護課

H14

H23

H23

H23

H14

自然公園等施設整備事業補
助金

生活環境部
自然保護課

鳥獣保護及び及び狩猟の適正化に関する法律に
基づき、鳥獣保護区等の指定及び管理を行う。

鳥獣保護員に対する報酬等、野生生物の保護に関
する必要経費

1,000 H11 H22

国立公園、国定公園、県立自然公園等の優れた自
然の保護とその利用促進を図るため、施設整備を
実施する地町村に対し、工事費の1/2以内の額を
補助する。

24,050

318

川の案内人 -
土木部
河川計画課

0

ⅱ

ⅱ

土木部
河川整備課

15,000 H22

H17
「川の案内人」の活動をとおし、豊かな自然や健全
な水環境が未来に継承される。

　それぞれの河川が持つ、あるいは持っていた特
性の保全や再生、川を舞台とした地域の活動を支
援するため、環境や生態系に配慮した河川整備を
実施する。

H26
　浅見川において、地域住民のふれあいや環境教
育、健康増進に寄与するため、親水施設等により
良好な河川空間を創出する。

ⅲ
ふなっこふるさと川づくり事業
費

土木部
河川整備課

24,000

ⅱ （新）浅見川環境整備事業



（様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

4212

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

①高柴ダムにおいて、土砂還元試験を実
施
②実績なし

①高柴ダムにおいて、土砂還元試験を実
施
②東山ダムほか９ダムにおいて、水質調査
を実施

なし

・県内外のイベントに３回参加し、“水のふく
しま”をPRする。
・“ふくしまの水文化”を選定する。

１　小・中学校等の教職員を対象とした指
導者養成講座を３回開催
○開催状況
(1)中通り会場　受講者26名
(2)会津会場　　受講者22名
(3)浜通り会場　受講者19名
　　　　　　　　　　合　  計67名
２　せせらぎスクール調査実施状況
　　水生生物による水質調査を実施する団
体を募集し、参加団体に下敷き等の教材
の提供を行った。
(1)　参加団体数　　 　156団体
(2)  延べ参加者数  8,510人

せせらぎスクール参加団体数 168団体
延べ参加者数　8,400人

①ヨシの刈り取り面積（目標）１ｈａ　（実績）
０．３ｈａ（事前刈り取りと合わせ１ｈａ）
②検討項目数：（目標）２項目（流入負荷低
減対策、大腸菌群超過対策）　（実績）２項
目（検討会開催：H21.7.28、H22.2.18）
③連携して地域活動を行う団体数（目標）４
４団体　（実績） ２５団体

①ヨシの刈り取り面積（目標）１ｈａ
②検討項目数：（目標）２項目（流入負荷低
減対策、大腸菌群超過対策）
③連携して地域活動を行う団体数（目標）５
０団体

2市町　　32基　　　5,625千円

3市町　　39基　　　5,463千円

・浄化槽本体分
48市町村　　172,305千円
・単独処理浄化槽等撤去費分
39市町村　21,990千円

・浄化槽本体分
48市町村　　174,167千円
・単独処理浄化槽等撤去費分
44市町村　31,320千円

5,583 H18

ⅰ
ⅱ

　 浄化槽設置整備事業
生活環境部
一般廃棄物
課

205,487 H18 H22
家屋の改修等に伴い合併処理浄化槽に転換する
者に対し、市町村が設置費用等を助成する場合、
その費用の一部を補助する。

H22

①みんなで守る水辺環境保全事業
　　地域住民等との協働により湖岸のヨシの刈り取
り、堆肥化及び堆積ごみの撤去を実施し、地域内
の資源循環を図る。
②猪苗代湖水質改善対策事業
　　蓄積した原因究明調査のデータや事業実施の
成果等を検証し、より有効な水質改善策について
専門家等の検討会で検討する。また、検討結果を
踏まえ「猪苗代湖及び裏磐梯湖沼水環境保全推
進計画」の見直しを行う。
③猪苗代湖水環境保全地域活動連携事業
　各地域で実践している水環境保全活動を促進さ
せ、これらの活動と連携した水環境保全対策を推
進するため、ワークショップ・研修会を開催する。

H22

猪苗代湖流域等において、窒素やりんを除去でき
る高度処理型浄化槽を設置した者に対して市町村
が助成した場合及び市町村が自ら高度処理型浄
化槽を設置した場合、その費用の一部に対して補
助を行う。

ⅰ 3
みんなで守る美しい猪苗代
湖推進事業

生活環境部
水・大気環境
課

ⅰ
ⅱ

2 高度処理型浄化槽整備事業
生活環境部
一般廃棄物
課

995

6,189 H20

ⅲ 3 せせらぎスクール推進事業
生活環境総
務課

24

・ふくしまの豊かで優れた水環境を県内外のイベン
ト等においてPRし、またふくしまの水の試飲等を行
うことで“水のふくしま”を発信する。
・古くから暮らしや産業活動等の中で育まれてきた
地域の水文化を再発見し、“ふくしまの水文化”と
して選定する。このことによって人と水のつながり
を再認識し、水に関する理解を深め、水を大切に
使う意識の醸成を図る。また、水を介した魅力ある
地域づくりや観光交流に資する。

H22 H24

 　本県で行う全国水生生物調査「せせらぎスクー
ル」の参加者数の増加と、そのための指導者養成
を行い、水環境保全活動の活性化を図る。
　・水環境教育指導者養成講座の開催（３回）
　・せせらぎスクール教材の提供

①高柴ダム下流河川の水環境改善を図るため、
ダム堆砂による土砂還元試験を実施
②ダムにおける利水供給、河川放流の水質管理
のため、水質調査を実施

ⅰ
ⅱ

3
清らかな“水のふるさと”ふく
しま発信事業

企画調整部
土地・水調整
課

1,632 22

ⅱ
ⅲ

ダム調査費
土木部
河川整備課

26,857

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

⑩
始期

①施策名

②細項目名

④細項目の具体的な
取組み

ⅰ　本県の水環境のシンボルである猪苗代湖・裏磐梯湖沼群の良好な水環境の悪化を防止し、次世代に美しいまま継承していくよう
努めます。
ⅱ　森林や農地の保全、エコファーマーなどの環境と共生する農業の推進、生活排水や工場排水対策の推進、地域活動団体等によ
る保全活動の促進など、上流から下流にわたる流域が連携した水環境の保全に努めます。
ⅲ　大気環境や公共用水域等の監視、公害防止対策の実施などにより、大気・水・土壌等の環境保全に努めます。

⑪
終期

⑫H22度事業の概要

 思いやり２－（１）美しい自然環境の継承

②猪苗代湖を始めとする豊かな水環境などの保全



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

⑩
始期

⑪
終期

⑫H22度事業の概要

6市町村　　173基　　　11,869千円

6市町村　　18,158千円

①20検体（5地点×4回）、いずれも環境基準値
未満
②3検体（1事業所×3箇所）、いずれも環境基準
値未満
③一般環境３地点、発生源周辺9地点、いずれ
も環境基準値未満
④6検体、いずれも環境基準値未満
⑤河川17地点、海域1地点、いずれも環境基準
値未満
⑥公共用水底質、土壌各1地点、いずれも精度
の範囲内で問題なし

計画に基づく調査の着実な実施

計画に基づき監視、調査等を実施
調査結果については、取りまとめ中

計画に基づく監視、調査の確実な実施

①猪苗代湖及び主要流入河川のイオンバ
ランスの季節変動と経年変化調査　8地点
②酸性河川源流域の水質調査　10地点
③猪苗代湖の中小流入・流出河川等の水
質調査　45地点

①猪苗代湖及び主要流入河川のイオンバ
ランスの季節変動と経年変化調査　4地点
②酸性河川源流域の水質調査　3地点
③猪苗代湖の水温及び電気伝導度の連続
測定調査　2地点
④水生植物による水質への影響確認調査
7地点

測定局舎の新設（1局）、機器更新（2台）
機器移設（10台）

「福島県大気常時監視測定局配置計画」に
基づく測定局整備を前倒しし実施する。

土壌汚染の情報の収集及び汚染区域の安
全確保の監視指導等を実施。

①制度の周知（説明会の開催）
②土壌汚染の情報の収集、整理等
③汚染区域の安全確保の監視指導等

①水環境保全フォーラム、研修会の開催、
広報誌（湖美来通信）の発行等を通じ流域
の水環境保全に関する啓発を行う。
②「きらめく水のふるさと磐梯」湖美来基金
による湖美来クラブ会員の募集、流域情報
の発信、流域における水環境保全に関す
る実践活動等に対する支援を行う。

自動車騒音測定　8地点

計画に基づく調査の着実な実施

システムの構築及び配備　７機関

システム管理項目の変更等の対応につい
て、専門知識を有する者へ保守管理等を
委託することで管理の利便性等を高める。

H18
市町村が自ら設置主体となり、浄化槽整備を行う
場合、その費用の一部を補助する。

　
浄化槽市町村整備推進支援
事業

生活環境部
一般廃棄物
課

18,158

ⅲ H23

評価対象道路における自動車騒音調査を行い、Ｇ
ＩＳ（地理情報システム）を用いて面的な評価を行う
ことにより環境基準の維持達成状況を監視する。
○自動車騒音測定　8地点

ⅱ
産業廃棄物排出事業場等土
壌汚染対策推進事業

生活環境部
水・大気環境
課

938

猪苗代湖におけるpH上昇等の水質変動メカニズムを把
握するため、猪苗代湖及び流入・流出河川等のイオン
バランス等を調査するとともに、酸性河川の源流域にお
ける水質変化を調査する。

大気汚染防止法に基づく大気常時監視について、
平成20年1月環境審議会で決定した「福島県大気
常時監視測定局配置計画」に基づき、効率的で効
果的な大気常時監視を行うことを目的として測定
局の整備等を行う。

1,346 H22

H22 H24

H24

土壌汚染対策法の改正により土壌汚染状況の把
握のための制度の拡充等が設けられたことを受
け、制度の周知や汚染土壌の適正な処理を確保
し、もって、土壌汚染対策の着実な推進を図る。

H22 H24

ⅲ
大気常時監視測定局適正配
置事業

生活環境部
水・大気環境
課

531

ⅰ
猪苗代湖水質モニタリング
調査事業

生活環境部
水・大気環境
課

H22 H247,682

40,772 H22

①一般環境大気調査事業
　一般環境大気中の汚染状況を把握する（５地点×４
回）
②発生源周辺環境大気調査事業
　発生源周辺大気の汚染状況を把握する（１事業所×３
地点×２回）
③土壌調査事業
　一般環境３地点及び発生源周辺土壌９地点の汚染状
況を把握する
④地下水調査事業
　地下水質の汚染状況を把握する（６地点）
⑤公共用水域の水質・底質調査事業
　公共用水域の水質・底質の汚染状況を調査する（河川
１７地点、海域１地点）
⑥委託業者制度管理調査事業
　委託業者の分析精度を確認する（２検体）

H24
①大気常時監視・大気発生源監視
②有害大気汚染物質調査
③自動車排ガス対策

H22

生活環境部
水・大気環境
課

ⅰ
ⅱ

ⅲ 大気環境保全運営事業
生活環境部
水・大気環境
課

ⅲ
ダイオキシン類環境モニタリ
ング調査事業

猪苗代湖・裏磐梯湖沼水環境保全対策推進協議
会が行う事業運営の負担及び各種事業への参加
をする。

H21

H22

特定施設等排水及び施設データを管理し、廃棄物等の
流出防止の指導や水質汚濁に係る監視・指導等の業務
の迅速化及び効率化等のために昨年度開発・構築した
水質管理システムについて、保守管理等を外部委託す
る。

ⅱ
猪苗代湖・裏磐梯湖沼水環
境保全協議会運営事業

生活環境部
水・大気環境
課

1,027 H21 H23

ⅱ
産業廃棄物排出事業場等水
質管理システム整備事業

生活環境部
水・大気環境
課

851 H21

騒音常時監視事業
生活環境部
水・大気環境
課

4,394



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

⑩
始期

⑪
終期

⑫H22度事業の概要

①煙道排ガス調査１２施設、いずれも排出基準
値未満
②放流水６事業所、いずれも排出基準値未満
③6事業場（各3地点×2回）、いずれも環境基準
値未満
④６事業所(各9地点）、いずれも環境基準値未
満
⑤排出基準超過なし

　計画に基づく調査の着実な実施

立入調査　８６件（アスベスト濃度測定５件）

計画に基づく調査の着実な実施

①届出状況の調査、排水の状況の調査
（立入事業場数：約３００事業場）
②河川等での環境影響調査（パックテスト）
及びオイル吸着マットの設置・改修等

①届出状況の調査、排水の状況の調査
（立入事業場数：約３００事業場）
②河川等での環境影響調査（パックテスト）
及びオイル吸着マットの設置・改修等

○オキシダント計（３台）
○浮遊粒子状物質計（３台）
○炭化水素計（２台）
○気象計（１台）
○大気降下物自動採取器（１台）

計画に基づく機器整備の着実な実施

煙道排ガス調査４施設、放流水調査２施設
を実施。いずれも排出基準値未満

計画に基づく調査の着実な実施

計画に基づきシステムを運用

計画に基づくシステムの確実な運用

①魚類等文献及び現地調査：只見川、伊
南川、田子倉貯水池、奥只見貯水池、沼沢
湖、尾瀬沼
②水生生物保全水質環境基準類型指定：
日橋川、湯川、旧湯川、宮川、旧宮川、田
付川、濁川、谷田川、東山ダム貯水池

①魚類等文献及び現地調査：猪苗代湖、
檜原湖、小野川湖、秋元湖、曽原湖、雄国
沼、磐梯五色沼湖沼群、羽鳥湖
②水生生物保全水質環境基準類型指定：
只見川、伊南川、田子倉貯水池、奥只見貯
水池、沼沢湖、尾瀬沼

実績集計中

①被害対策区域の被害量　21,000m3
②被害発生区域面積  230ha

森林病害虫等防除法に基づき、法定森林病害虫
に指定されている「①松くい虫」の被害の沈静化を
図り、森林資源の保護と森林の有する公益的機能
の機能低下を防ぐため、総合的な防除対策を実施
する。また、　同じく法定森林病害虫でナラ類を集
団枯損させる「②カシノナガキクイムシ」の被害か
ら森林資源の保護するため、被害対策を実施す
る。

ⅱ 森林病害虫等防除事業
農林水産部
森林整備課

121,705 S52 H23

大気汚染防止法及び福島県生活環境の保全等に
関する条例に係るばい煙発生施設の届出データ
等をデータベース化し、大気汚染防止対策のため
の基礎資料を迅速かつ正確に作成するために、
大気汚染物質発生源管理システムの運用を行う。

H24

アルミニウム溶解炉等の排ガス・排水中のダイオ
キシン類濃度を調査し、排出基準値の遵守状況を
確認する。
　アルミ溶解炉等の煙道排ガス調査　３施設
　アルミ溶解炉等設置時行状の放流水調査　２施
設

H19

H20 H22

H30

　大気環境の常時監視に必要な測定機器等の計画的
な整備、更新を行う。
○窒素酸化物計（２台）
○炭化水素計（４台）
○二酸化硫黄・浮遊粒子状物質計（１台）
○気象計（２台）
○一酸化炭素系(１台）
○微小粒子状物質計（１台）
○オキシダント動的校正装置（１台）
○校正用ガス調整装置（１台）

①水質汚濁発生源監視事業
 　特定事業場等の立入調査を実施し、排水基準
が遵守されるよう監視・指導する。（延べ３００事業
場）
②水質汚濁事故等緊急時対応事業
　 廃油や燃料油の漏洩、廃液の流出など水質事
故時における原因調査及び環境への影響調査等
を実施する。

ダイオキシン類排出状況調
査事業

生活環境部
水・大気環境
課

1,086 H19

生活環境部
水・大気環境
課

水質汚濁に関する環境基準が一部改正され、新
たに「水生生物の保全に係る水質環境基準」が設
けられたことにより、県内の河川等について各種
調査を実施し、順次類型指定を行うことにより水生
生物の保全を図る。

大気汚染物質発生源管理シ
ステム整備事業

H19 H24

H171,992 H23ii
水生生物保全水質環境基準
類型指定事業

生活環境部
水・大気環境
課

2,164

ⅲ 大気環境監視施設整備事業
生活環境部
水・大気環境
課

29,515

ⅲ

iii

アスベスト廃棄物発生源である石綿含有建材使用
建築物の解体現場へ立入り、周辺環境の大気中
アスベスト濃度測定を行う。
○周辺環境アスベスト濃度測定　8件

ii
産業廃棄物排出事業場等に
係る水質保全対策事業

生活環境部
水・大気環境
課

3,512

ⅲ
アスベスト含有産業廃棄物
飛散防止対策事業

生活環境部
水・大気環境
課

923 H20

H20 H2211,832

H22

①煙道排ガス調査事業
　廃棄物焼却施設の煙道排ガス調査を実施する（１２施
設）。
②放流水調査事業
　廃棄物焼却施設の放流水調査を実施する（６事業場）
③発生源周辺大気調査事業
　廃棄物焼却施設周辺大気の調査を実施する（６事業
場）
④発生源周辺土壌調査事業
　廃棄物焼却施設周辺土壌の調査を実施する（６事業
場）
⑤発生源基準超過確認調査事業
　煙道排ガス調査や放流水調査の結果、排出基準を超
過した施設等を改善確認調査する。

ii
ダイオキシン類発生源総合
調査事業

生活環境部
水・大気環境
課



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

⑩
始期

⑪
終期

⑫H22度事業の概要

①緑の輪推進事業　１，０８０千円
②緑の文化財保全対策事業　０円
③ｸﾞﾘｰﾝ・ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ･ｾﾝﾀｰ開設事業　４，８４
７千円
④緑化活動県民参加推進事業
　白河市ほか2市町１団体 　２，２７３千円

①緑の輪推進事業　１，４８０千円
②緑の文化財保全対策事業　１，１５４千
円
③ｸﾞﾘｰﾝ・ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ･ｾﾝﾀｰ開設事業　４，７１
０千円
④緑化活動県民参加推進事業
　鮫川村ほか３市町１団体 　２，３９０千円

－

エコファーマー数：18,000人(H23.3末)

1　活動組織数　88組織　104地域
2　先進的営農取組面積　227,440a

1 活動組織数　88組織　109地域
2　先進的営農取組面積　250,961a

実施地区　１地区
　管路工　L=678.7m
　汚水処理場内舗装工　N=１式

汚水処理場が完成し供用開始した。

事業が完了し、農業集落排水処理人口が
1,110人増加する。

汚水処理人口普及率の増加　７４％

汚水処理人口普及率の増加　７６％

昨年度補助実績
　福島市外１２市１７町

今年度補助対象
　福島市外１２市１７町１村

－

金山町における処理場建設に必要な基礎
調査を実施し、設計を完成させる。

30,000

179,910
ⅰ
ⅱ
ⅲ

市町村下水道補助金事業
土木部
下水道課

ⅰ
ⅱ
ⅲ

（新）市町村下水道整備代行
事業(交付金)

土木部
下水道課

S46

実施地区　１地区
　管路工　L=40m
　中継ポンプ設置工　N=１箇所

H22 H22
　財政力・技術力等が十分でない過疎市町村にお
いて、公共用水域の水質保全や生活環境の改善
を目的に、下水道整備を代行して実施する。

H32

　本県の下水道処理人口普及率向上を促進する
ため、市町村が下水道事業を実施する場合に補
助金を交付する。
　補助率　財政力指数県内平均以上1.0未満　対
象事業費の1.0%　　再生力指数県内平均未満　対
象事業費の2.5%　　処理場未供用の場合　対象事
業費の0.5%　(県内59市町村平均財政力指数0.51)

15,750 H17

阿武隈川流域及び大滝根川流域における公共用
水域の水質保全と生活環境の改善を図るため、
流域別下水道整備総合計画に基づき事業を実施
する。
○実施処理区
　３処理区（県北処理区、県中処理区、二本松処
理区）
○事業内容
　管渠工：幹線の整備等
　処理場工：水処理・汚濁処理施設の増設・改築
更新等

H22
農林水産部
農村環境整
備課

H23－
農地・水・環境保全向上対策
営農活動支援事業

農林水産部
農業支援課
循環型農業
課

46,507

平成19年度から国の施策として導入されている
「農地・水・環境保全向上対策（営農活動支援）を
活用して、化学肥料・化学合成農薬の大幅な低減
を行う先進的な営農活動に対して支援を行い、有
機栽培・特別栽培の普及拡大に図る。

ⅱ

ⅰ
ⅱ
ⅲ

流域下水道事業
土木部
下水道課

3,326,351

ⅱ
ⅲ

農業集落排水事業（県営）

H19

H22893 H24

　組織的にエコファーマーとして生産に取り組んで
いるＪＡ部会・生産組織等を対象に、構成員全員
の認定を誘導し、エコ農産物の産地化を図るととも
に、直売所等でのエコファーマーコーナーの設置
誘導等を図りながらＰＲを進める。また、エコファー
マーから特別栽培等へのレベルアップにより、安
全で安心できる特別栽培の産地化を進める。

ⅱ －
（新）環境と共生する農業レ
ベルアップ事業

農林水産部
循環型農業
課

ⅱ 総合緑化対策事業
農林水産部
森林整備課

9,734 H19 H23

森林の持つ多面的機能の発揮に対する県民の
ニーズの高まりにともない、身近な緑資源への期
待や要望はますます多様化・高度化している。こ
のため、次世代を担う緑の少年団の育成強化や
緑化意識の高揚及び県民参加の森林づくりの推
進を図る。



（様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

4213

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

①事業者、市町村への事業量調査
　アンケート、現地調査を実施し、事業見込
み数を把握。11社が希望
②事業説明会の開催
　232社への案内に対し、48社が参加

交付予定数 4

①景観形成活動支援事業
　うつくしま景観サポーターの登録者数163
名。
　喜多方市ふれあい通りで、うつくしま景観
サポーター現地研修会を開催し、30名が参
加した。
②景観アドバイザー派遣事業
　宮下・荒屋敷地区地域懇談会に対する
「景観資源「宮下型住宅」の普及・啓発と同
資源を活用した街並みづくり」への助言等、
10件の派遣を行った。
③景観情報誌「景」発行
　景観サポーター3名を編集委員として、そ
れぞれの方による地域の景観資源等の記
事を、本室のHPに掲載した。

①景観形成活動支援事業
　うつくしま景観サポーター第6期の募集が
あるため、多くのかたに応募していただく。
　うつくしま景観サポーター登録証交付式・
研修会及び3回開催する現地研修会に、多
くのサポーターに参加していただく。
②景観アドバイザー派遣事業
　地域の良好な景観形成のための自主的
な活動に対して、5件の派遣を行う。
③景観情報誌「景」発行
　本県の景観形成活動や、景観資源の現
況など、HPに随時掲載する。

共同活動を行う面積：37,407ha
共同活動への参加者数：H21集計中
　　　　　　　　　（H20実績： 321,541人）

共同活動を行う面積：39,300ha
共同活動への参加者数：増加を目指す

・国道252号（会津若松市七日町地内）の事
業推進

・国道252号（会津若松市七日町地内）の事
業推進

・河内郡山線、喜多方会津坂下線、小名浜
小野線（３工区）の事業推進
・二本松停車場線（二本松市本町地内）の
完了

・河内郡山線、喜多方会津坂下線、小名浜
小野線（３工区）の事業推進

－

勿来漁港海岸において測量調査設計を行
う。

　農村地域において、農業者だけでなく地域住民
や都市住民も含めた多様な主体の参画を得て、農
地・農業用水等の資源の適切な保全管理を行うと
ともに、農村の自然・景観などを守る地域共同活
動への支援を行う。

528 H23

①景観形成活動支援事業
　うつくしま景観サポーター制度や優良景観形成
住民協定制度により、県民、事業者等に対して技
術的支援を行う。
②景観アドバイザー派遣事業
　景観アドバイザー派遣やＨＰによる情報発信によ
り、県民、事業者等に対し、景観形成に関する知
識の普及や景観形成への意識啓発に努めるとと
もに、技術的支援を行う。
③景観情報誌「景」発行
　本県の優れた景観を県内外にＰＲするとともに、
これまでの景観形成施策の成果と、景観資源の現
況を再確認する。

農地・水・農村環境保全向
上活動支援事業

農林水産部
農村環境整
備課

①産業廃棄物処理施設等修景措置交付金事業
　産業廃棄物処理施設等（工場等の処理施設等を
含む）周辺の環境（景観）の整備及び当該施設に
対する県民理解促進のため、事業者及び市町村
が行う植樹・緑化等の修景措置に対し、財政的な
支援を行う。
②景観専門家派遣
　修景措置事業を実施するに当たって、景観に関
する専門的な知識、技術を有する専門家を派遣
し、助言・指導を行う。

ⅰ
ⅱ
ⅲ

景観形成総合対策事業
生活環境部
環境評価景
観室

H21

H21

①施策名  思いやり２－（１）美しい自然環境の継承

ⅲ 3
産業廃棄物処理施設等周
辺環境整備事業

生活環境部
環境評価景
観室

11,143

⑪
終期

⑫H22度事業の概要

H23

②細項目名

④細項目の具体的な
取組み

ⅰ　美しい自然景観の保全、継承を進めます。
ⅱ　歴史と伝統が息づく景観の伝承の取組みを進めます。
ⅲ　都市における街並み、農山漁村における里山など潤いとやすらぎある景観の保全と創出の取組みを進めます。

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑩
始期

⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

③良好な景観の形成

ⅲ
地域活力基盤創造事業
（道路）

土木部
道路整備課

ⅲ

382,550 H19 H23
ⅰ
ⅲ

・「安全で快適な歩行空間の確保」「都市景観の向
上」「都市災害の防止」等を目的とした県管理道路
の無電柱化を推進する。
・H22　１工区
　　　　　国道252号（会津若松市七日町地内）

電線共同溝整備事業（交
付金）

土木部
道路整備課

81,600

196,000

ⅲ
(新)漁港海岸環境整備事
業
(交付金）

土木部
港湾課

・「安全で快適な歩行空間の確保」「都市景観の向
上」「都市災害の防止」等を目的とした県管理道路
の無電柱化を推進する。
・H22　3工区
　　　　河内郡山線（郡山市長者地内）
　　　　喜多方会津坂下線(喜多方市仲町三丁目地
内）
　　　　小名浜小野線（いわき市平作町地内）

15,000 H30

波浪による被害から海岸を防護するとともに、海
岸環境の整備と公衆の海岸の適正な利用を図り
国土の保全に資するため、海岸環境整備の測量
調査設計を行う。
・勿来漁港海岸　1箇所

H22



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑪
終期

⑫H22度事業の概要

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑩
始期

⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

宅地の利用増進を図るため、20,000千円の
事業費で下記の工事を実施した。
　区画道路 改良工事　延長119.7m
　　　　　　　 舗装工事　延長229.3m
　植栽工事　　低木　362本

区画整理区域内の　内環状線(延長
1,068m)の全線供用開始

H21年度では58橋の長寿命化対策を実
施。施設の長寿命化と安全安心の向上が
図られた。

H22年度では、総合計画における指標の目
標値（対策実施橋梁数の合計が132橋）以
上を達成することを目標とする。

・県内４１箇所の事業推進を図り、
　うち、４箇所を完了した。

・県内２８箇所の事業推進を図り、うち５箇
所の完了を目指す。

・中央線（伊達市）ほか５路線で事業を推進
した。

・引き続き、中央線（伊達市）ほか５路線で
事業を推進する。

①桑折地区外 ２４地区で事業を実施した。

②うち長沼周辺地区外２地区で完了した。

①飯坂地区外２５地区で事業を実施予定。

②下郷会津本郷地区外２地区が完了予定

①岳温泉地区外 ９地区を実施した。

②田口地区外 ２個所で完了した。

①越代地区外 ７地区で事業実施予定。

①福島駅前通り外　２地区で事業を実施し
た。

①福島駅前通り外 ５地区で事業実施予定

　供用している６箇所の都市公園で、適正
な維持管理を実施した。

　前年度に引き続き、６箇所の都市公園で
適正な維持管理を実施する。
　また、ボランティア団体による美化作業を
推進していく。

　３箇所の都市公園で指定管理者による適
正な管理を実施した。

　前年度に引き続き、３箇所の都市公園で
指定管理者による適正な管理を行う。

　供用している６箇所の都市公園について、都市
公園の目的・機能を十分に発揮できるよう都市公
園施設の適正な管理を行う。

　供用している都市公園について、都市公園の目
的・機能を十分に発揮できるよう地方自治法第２４
４条の２第３項に基づき、「指定管理者」に移行し
た３箇所の都市公園施設の適正な管理を行う。H25

H22

再
掲

都市公園管理事業（行政）
土木部
まちづくり推
進課

671,702 H10

再
掲

都市公園管理事業（一般）
土木部
まちづくり推
進課

177,040 H10

再
掲

地域活力基盤創造事業
（関連）

土木部
まちづくり推
進課

57,000 H21

・地域の歴史や文化などの地域資源を活用し、地
域住民や地域づくり団体、市町村などと共に考え、
個性的で魅力あるまちづくりの推進のため、持続
的成長が可能な地域づくりや、交流人口の拡大に
結びつく取り組みをソフト・ハード両面から支援す
る。

H19 H24

・地域の歴史や文化、観光資源などを活用し、地
域住民や地域づくり団体、市町村などと共に考え、
個性的で魅力あるまちづくりの推進のため、観光
拠点の広域的連携を図り、交流人口の拡大に結
びつく取り組みをハード面から支援する。

428,040 H16 H25

再
掲

地域自立活性化事業（地
域づくり）

土木部
まちづくり推
進課

234,000

安全で快適に暮らせる生活環境づくりや安心して
子育てできるまちづくりを進めるため、ユニバーサ
ルデザインに配慮した「人優先」の安全で安心でき
る快適な歩行空間の整備を進める。

再
掲

H25

地方道路整備の効果を一層高めるため、地域の
個性を生かした社会資本の整備計画策定のた
め、社会実験計画、沿道景観計画策定、おもてな
しのみちづくり計画策定等のソフト事業を実施す
る。

-

土木部
道路整備課

再
掲

4
元気ふくしま、地域づくり・
交流促進事業

土木部
まちづくり推
進課

再
掲

（再掲）
地域活力基盤創造事業
（道路）

2,379,000

土木部
道路管理課

927,000

81,000

252,000
927,000
20,000

4,081,670
649,059

福島県が管理する約4,500橋についても、昭和30
年代から昭和40年代にかけて整備されたものが
多く今後20年で建設後50年を経過する橋梁が全
体の6割に達するなど、急速な老朽化の進行によ
る補修費用の増大が危惧されている。
　このため、維持管理費用の縮減と施設の長寿命
化を図るため、これまでの対症療法的な管理手法
から、予防保全的な管理手法への転換を図り、緊
急輸送路など重要な路線から順次補修工事を進
めている。

H23

富田東土地区画整理事業（組合施行：郡山市）
　都市計画道路 内環状線の供用を図るため、家
屋移転及び道路工事を行う。
　家屋移転　１戸
　都市計画道路築造　延長175m　幅員25m

65,000 H16

-

ⅲ
地域活力基盤創造事業
（区画）

土木部
まちづくり推
進課

5

「市街地の交通円滑化」や「快適な歩行空間の創
出」、「美し街並み景観の形成」に資するため、公
共交通機関との連携を強化する交通結節点整備
や良好な住環境の創出を促進する住宅市街地基
盤整備など、住みよいまちづくりのための事業を
推進する。
特に、「美しい街並み景観の形成」については、地
域における景観協定などの景観形成に向けた取り
組みと連携し、事業を進める。
・H22　景観協定などの景観形成にむけた取り組
みと　　　　連携した街路事業
　　　　　中央線（伊達市）
　　　　　若宮野辺線（二本松市）
　　　　　須賀川駅並木町線（須賀川市）
　　　　　亀賀門田線（会津若松市）
　　　　　西小原北町線（喜多方市）
　　　　　平磐城線（花畑工区）（いわき市）

再
掲

街路事業
重要幹線街路事業
重要幹線街路事業（交付
金）
地域活力基盤創造事業
（街路）
地方特定道路整備事業
（街路）

まちづくり推
進課

1,702,425

（再掲）
地域活力基盤創造事業
（道路）
地域自立活性化事業費
（道路修繕）
道路長寿命化対策事業
地方特定道路整備事業
長寿命化修繕計画策定事
業
道路維持補修事業
舗装補修事業（県単）



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑪
終期

⑫H22度事業の概要

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑩
始期

⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

　６箇所の都市公園で、公園利用者の利便
性向上や安全確保を図るため、老朽化施
設の更新、案内板の改修や新設、転落防
止柵の設置や芝生管理を実施した。

　前年度に引き続き、６箇所の都市公園
で、公園利用者の利便性向上や安全確保
を図るため、老朽化施設の更新、案内板の
改修や新設、転落防止柵の設置や芝生管
理を行う。

　東ヶ丘公園で13.8haの整備を実施し、事
業認可面積89.6hの内、35.0haを供用した。
　また、あづま総合運動公園、いわき公園、
福島空港公園で施設の更新を実施した。

　東ヶ丘公園で0.4haの整備を行い、供用さ
せる。
　また、あづま総合運動公園、逢瀬公園、
いわき公園で施設の更新を行う。

201,807

H22 H22

　都市公園の施設整備や老朽化施設の更新を行
う。
　　・東ヶ丘公園　園地整備工A=0.35ha
　　　　　　　　　　 用地買収
　　・あづま総合運動公園　施設改修工
　　・逢瀬公園　施設改修工
　　・いわき公園　施設改修工

　供用している６箇所の都市公園で、公園利用者
の安全・安心を確保するため、老朽化施設の計画
的な改修や維持管理、緊急的な修繕など計画的
な整備を行う。

200,000

再
掲

公園整備事業
土木部
まちづくり推
進課

再
掲

都市公園整備事業（交付
金）

土木部
まちづくり推
進課



(政－様式４）重点施策調書

③細項目コード

4221
4222
4223
4224

⑤関係部局

①施策名
思いやり２－（２）環境への負担の少ない低炭素・循環型社会へ
の転換

②細項目

①産業、行政、学校、家庭における省資源・省エネルギーの取
組みの推進
②太陽光など再生可能エネルギーの開発・導入支援、関連産業
の育成
③森林環境の保全と森林資源の積極的な活用
④廃棄物等の発生抑制、再使用、再生利用などの促進

⑦社会経済情勢等

◆国は温室効果ガスを2020年までに1990年比で25％削減に向けた取組みを「チャレンジ25」として
展開し、「エコな生活スタイルを選択しよう」など6つの項目について実践を呼びかけている。
◆省エネルギーの取組みを呼びかけているが、ワークスタイルやライフスタイルの多様化によりエ
ネルギー使用量が増加している。
◆国内排出量取引制度や再生可能エネルギー全量買取制度等の動向が注目される。
◆木材需要の太宗を占める住宅着工が減少するものの、合板や製材工場での国産材利用割合
が高まるなど、国産材需要増加の兆しが見られる。
◆これまでの大量生産、大量消費型の経済社会活動は、結果として大量廃棄に結びついていると
考えられ、環境保全と適切な物質循環を構築することが強く求められている。

⑧平成21年度の主な
取組み実績・成果

＜細項目①＞
◆地球温暖化防止のための「福島議定書」事業
　 二酸化炭素排出量の削減目標を定めた「福島議定書」を知事と取り交わし、温室効果ガス等の
削減に取り組んだ。
◆「職場交通マネジメントモデル」構築事業
   保原工業団地が実施した職場交通マネジメントの取組みを支援した。
＜細項目②＞
◆地域新エネルギー導入普及促進事業
　 市町村との連携による設備導入支援や、民間団体等が行う未利用エネルギー活用に向けた取
組みに対する支援を行った。
◆新エネルギー導入推進連携事業
　 環境・エネルギー産業ネットワーク会議において、新たに２つの研究部会を立ち上げたほか、全
体会及び３研究部会を開催し、新エネルギーの普及促進等に関する具体的な検討を行った。
＜細項目③＞
◆森林整備加速化・林業再生基金事業
　 間伐等による森林整備の加速化と間伐材等の森林資源の活用を促進するため、間伐の実施や
路網の整備、森林境界の明確化、木材加工施設や木質ﾊﾞｲｵﾏｽ利用施設の整備等を実施した。
◆森林環境交付金事業
　 森林・人・心を県内全域で広く育むため、市町村へ交付金を交付した。
＜細項目④＞
◆「もったいない」の心が生きる社会づくり事業
　 絵画コンクールへ5,300作品の応募、「ストップ・ザ・レジ袋実施店」へ269店舗の参加登録があっ
た。
◆産業廃棄物抑制及び再利用施設整備支援事業
　 産業廃棄物の排出抑制等を目的とした先進性等のある施設整備のため、6事業者へ支援を行っ
た。

企画調整部、生活環境部、商工労働部、農
林水産部、土木部、教育庁

【現状分析】

⑥指標の分析

◆温室効果ガス排出量
　 目標値を大きく上回っているが、平成22年度以降の目標値は国政策と関連して今後設定する。
◆クリーンエネルギー自動車の普及
　国の購入費補助や税制優遇措置などにより、今後も増加が見込まれるが、社会的影響により鈍
化する可能性があり、このままでは目標達成が難しい状況にある。
◆森林整備面積
　 平成18年度以降、僅かながら増加傾向にある。（H18 9,070ha→H20 11,641ha）
◆一般廃棄物の排出量（県民一人一日当たり）
   平成18年度と比較すると24ｇ減少しているが、平成22年度に新たな目標値を設定する。

④主担当課 生活環境部　生活環境総務課



⑪今後の取組みの
方向性

<細項目①>
◆産学民官の多様な主体が一体となり、地球温暖化防止の取組みを県民運動として展開するとと
もに、県としても部局連携のもと、その取組みの強化を図る。
◆省資源・省エネルギーの推進やカーボン・オフセット等の取組みを引き続き行い、温室効果ガス
の排出削減を図る。
<細項目②>
◆新エネルギー普及・啓発に引き続き取り組むとともに、導入拡大に向けてより効果的な方策を検
討する。
<細項目③>
◆林内路網の整備等による作業の効率化と作業実施箇所の団地化を進め、森林施業の集約化を
図るとともに、建築用材から木質ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ利用に至る県産材のﾌﾙ活用を推進する。
<細項目④>
◆「もったいない」の心が生きる社会づくり事業などの事業を今後とも継続して行い、ごみ減量化取
組みを一層促進する。

【今後の取組みの方向性】

⑨平成22年度の
主な取組み

＜細項目①＞
◆地球温暖化防止のための「福島議定書」事業
◆（新）ふくしまの低炭素社会づくり推進事業（カーボン・オフセット普及促進事業）
　 県民及び事業者に対してカーボン・オフセットに関する説明会を開催し、制度の利用促進を喚起
する。
◆「職場交通マネジメントモデル」構築事業
＜細項目②＞
◆地域新エネルギー導入普及促進事業
◆新エネルギー導入推進連携事業
＜細項目③＞
◆森林整備加速化・林業再生基金事業
◆森林環境交付金事業
◆（新）ふくしまの低炭素社会づくり推進事業（緑の住宅普及支援事業）
　 地域の木材を活用した住宅建設を促進させるためＰＲ事業を実施する。
＜細項目④＞
◆「もったいない」の心が生きる社会づくり事業
◆（新）環境にやさしいモデル工事事業
　省エネルギー、省資源、リサイクル、生態系保全に寄与する建設資材を使用するモデル工事を
県発注工事の中から選定し、その工事請負費の一部を助成する。
◆産業廃棄物抑制及び再利用施設整備支援事業

【課題整理】

⑩施策を推進する上
での課題

<細項目①>
◆地球温暖化防止の意識は高まってきており、二酸化炭素削減に向けた具体的な行動の面でも
浸透してきているものの、まだ十分とはいえない。
◆カーボン・オフセットの考え方の浸透に努めているが、まだ十分とはいえない。
<細項目②>
◆新エネルギー導入等に関する周知・啓発をしているが、その導入等がまだ十分といえない。
<細項目③>
◆間伐等の効率的な森林整備の実施と、未利用間伐材を含む生産された木材の有効活用が十分
に図られていない。
<細項目④>
◆県民の環境問題への関心が高まっている一方、一般廃棄物のリサイクルが進まず、排出量が
減少していない。



⑬上記意見に対する
県の対応方針

◆家庭や学校、事業所等における省資源・省エネルギーに向けた実践活動を推進するなど、県
民、民間団体、事業者及び行政等が一体となった温室効果ガス排出抑制の取組みを県民運動と
して展開するとともに、カーボン・オフセット等の活用により二酸化炭素の排出削減等を推進する。
◆間伐材の利用を進めるために、生産面において林内路網の整備や森林施業の集約化を進め、
搬出の効率化を図るとともに、利用面において、建築用のみでなく、これまで切り捨てられていた
間伐材についても木質バイオマスやチップ等に活用していく取組みを促進する。
◆ごみの減量化（リデュース、リユース、リサイクル）が進まない原因や課題について、市町村とと
もに検証することにより、その結果を踏まえた技術的支援など実効ある施策を実施していく。

⑫総合計画審議会
の意見

◆二酸化炭素削減に向け、県民、事業者、市町村、県等が一体となった取組みをさらに進めていく
必要がある。
◆福島県の森林環境を良くするためには、間伐材の積極的な利用を促進する必要がある。
◆一般廃棄物の減量化（リデュース、リユース、リサイクル）を進めていくためには、各市町村が抱
える課題や市町村間にばらつきが生じる原因を分析するとともに、市町村と県の役割分担を踏ま
えて、県は市町村をどのように支援するのかを検討する必要がある。



（様式４の付表）

　指標の状況

①施策

②細項目 ③コード

4221
4222
4223
4224

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 92

実績 128.7

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 14,500 16,000 17,500 18,800 20,000

実績 7,402 9,247

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 12,200 24,400 36,600 48,800 61,000

実績 11,528 11,641

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 930

実績 1,071

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 26

実績 16.3

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 8,514

実績 8,469 8,344

達成率

⑦分　析

産業廃棄物処理業者実績、多量排出事業者実績、電気業からのばいじん
量、鉱業及び水道からの汚泥量などの合計（千トン）

平成18年度をピークにわずかに減少しているが、依然として高い水準で推移
している。

一般廃棄物の排出量(県民一人一日当たり）　

県内の一般廃棄物総排出量÷（県内の総人口×365日）　（g）

平成１８年度と比較すると24ｇ減少しているが、平成２２年度に新たな目標値
を設定する。

一般廃棄物のリサイクル率　

総資源化量÷（一般廃棄物処理量＋集団回収率）×100　（％）

リサイクル率は年々増加しているが、全国平均の20.3％と比較して依然として
低い状況にある。

森林整備面積　

平成２２年度から平成２６年度までの５年間に、植林から保育、伐採に至るま
での森林施業を実施した面積（ha）

平成１９年度以降、僅かながら増加傾向にある。

産業廃棄物排出量　

目標値を大きく上回っているが、平成22年度以降の目標値は国政策と関連し
て今後設定する。

クリーンエネルギー自動車の普及台数　

県内におけるクリーンエネルギー自動車（ハイブリット、電気、天然ガス、メタ
ノール）の保有台数(台）

国の購入費補助や税制優遇措置などにより、今後も増加が見込まれるが、社
会的影響により鈍化する可能性があり、このままでは目標達成が難しい状況
にある。

思いやり２－（２）環境への負荷の少ない低炭素・循環型社会への転換

①産業、行政、学校、家庭における省資源・省エネルギーの取組みの推進
②太陽光など再生可能エネルギーの開発・導入支援、関連産業の育成
③森林環境の保全と森林資源の積極的な活用
④廃棄物等の発生抑制、再使用、再生利用などの促進

温室効果ガス排出量（H２年度比）

京都議定書基準年（平成２年度）の温室効果ガス排出量に対する、１年間に
排出される温室効果ガスの排出量の割合（％）
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④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 93%

実績 92% 90%

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標

実績 3件、123トン 4件、44,018トン

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標

実績 366 2,456 2,696

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 184,002

実績 161,456 190,343 191,128

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 149,000 150,500 152,000 153,500 155,000

実績 143,580 146,000

達成率

⑦分　析

④指標名

⑤指標の説明

⑥指標の推移 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

目標 240 250 250 250 250

実績 114 155 207

達成率

⑦分　析

新たに林業を職業として選択し、林業事業体等と雇用関係（季節雇用・パート
タイム勤労者等を除く）を結び、年間３ヵ月以上の就業を予定している者の数
（人）

森林整備等の事業量が増加傾向にあることから、新規林業就業者数の増加
も見込まれる。

新エネルギーの導入量を原油に換算した量（kl）

現在の目標値（H22）は既に達成しているが、内訳ではバイオマスを除く他の
エネルギー源が目標に到達していない状況にあり、今後の指標設定に当たっ
ては、国の動向などを踏まえながら、新エネルギービジョン見直しの中で検討
する予定。

森林づくり意識醸成活動の参加者数

森林を全ての県民で守り育てる意識を醸成するための活動全般に参加した
延べ人数

平成18年度以降、僅かながら増加傾向にあり、今後も継続した森林づくりの
促進により参加者の増加を目指す。

新規林業就業者数

新エネルギーの導入量　

産業廃棄物減量化・再生利用率　

（減量化量＋再生利用量）÷産業廃棄物の排出量×100（％）

平成15年度以降､再生利用・減量化率は92%前後で推移していたものの､平成
20年度はやや落ち込んでいるが、目標値の達成は可能であると考えられる。

産業廃棄物不法投棄発見件数及び投棄量　

産業廃棄物不法投棄事案のうち、産業廃棄物は投棄量が10t以上、特別管
理産業廃棄物は全てについての発見件数（件）及び量（トン）

産業廃棄物の不法投棄件数は減少傾向にある。
〈参考〉H20年の実績のうち、いわき市１件44,000トン（※）を除くと、3件18トンと
なる。
※H20年に発覚した不法投棄量で全国2番に多い特異な案件。

「福島議定書」事業参加団体数　

福島議定書に参加している県内の学校及び事業所の数

広報の周知徹底や企業側にとってメリットを感じるような事業展開により、参
加の増加が見込まれる。
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(政－様式３）細項目調書

③細項目コード 4221

⑤関係部局

○温室効果ガス排出量
　目標値を大きく上回っているが、平成22年度以降の目標値は国政策と関連して今後設定する。

⑧社会経済情勢等

・国は温室効果ガスを2020年までに1990年比で25％削減に向けた取組みを「チャレンジ25」として
展開し「エコな生活スタイルを選択しよう」など6つの項目について実践を呼びかけている。
・地球温暖化対策基本法案が第174回通常国会に提出されるも国会閉会により廃案となったが、
次期臨時国会に上程予定である。
・省エネルギーの取組みを呼びかけているが、ワークスタイルやライフスタイルの多様化によりエ
ネルギー使用量が増加している。
・地球温暖化が深刻化する中で、環境を保護するという観点から子供たちが生活の中で自然環
境について理解を深める必要性は高まっている。
・安全で安心な食に対するニーズの高まりを背景として、地産地消が進んでいる。

④主担当課 生活環境部　環境共生課
総務部、企画調整部、生活環境部、農林水
産部、土木部、教育庁

⑥細項目の具体的な
取組み

ⅰ　産業、行政、学校、家庭などが一丸となって省資源・省エネルギー活動に取り組む運動を展
開します。
ⅱ　環境教育・環境学習を推進します。
ⅲ　地産地消を進めることにより、フード・マイレージ、ウッド・マイレージの縮減を図ります。
ⅳ　温室効果ガス排出抑制に向けたカーボン・オフセットの取組みを促進します。
ⅴ　グリーン物流や職場交通マネジメントなど運輸・交通部門における低炭素の取組みを促進し
ます。
ⅵ　環境に配慮した県有施設の整備を進めるとともに、住宅の省エネルギー化を促進します。

【現状分析】

⑦指標の分析

①施策名
思いやり２－（２）環境への負荷の少ない低炭素・循環型社会へ
の転換

②細項目
①産業、行政、学校、家庭における省資源・省エネルギーの取
組みの推進

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○地球温暖化防止のための「福島議定書」事業
　 二酸化炭素排出量の削減目標を定めた「福島議定書」を知事と取り交わし、温室効果ガス等の
削減に取り組んだ。
○地球にやさしい事業活動支援事業
   民生業務部門等の排出抑制を図るため、事業所が行う省エネ改修費用の一部を助成した。
○「職場交通マネジメントモデル」構築事業
   保原工業団地が実施した職場交通マネジメントの取組みを支援した。
○公共施設省エネ改修等補助事業
　 市町村が行なう公共施設の省エネ改修に要する経費に補助金を交付した。

⑩平成22年度の
主な取組み

　（地球にやさしい温室効果ガス排出在り方検討会の意見を踏まえ、地球温暖化対策推進計画
を改定）
ⅰ　地球温暖化防止のための「福島議定書」事業、ふくしま環境・エネルギーフェア２０１０開催事
業
ⅱ　（新）県立学校における環境教育推進事業
ⅲ　（新）ふくしまの低炭素社会づくり推進事業（森を木づかうふくしま住まいる事業)
ⅳ　（新）ふくしまの低炭素社会づくり推進事業（カーボン・オフセット普及促進事業）
ⅴ　「職場交通マネジメントモデル」構築事業
ⅵ　（新）ふくしまの低炭素社会づくり推進事業（「ふくしまの家」促進事業、低炭素な住まいづくり
推進事業）



・地球温暖化防止の意識は高まってきており、二酸化炭素削減に向けた具体的な行動の面でも
浸透してきているものの、まだ十分とはいえない。
・カーボン・オフセットの考え方の浸透に努めているが、まだ十分とはいえない。
・環境への負荷の少ない低炭素・循環型社会を実現するためには、県民をはじめとするＮＰＯ、事
業者など各主体による自発的な環境保全活動が不可欠である。
・環境への負荷の少ない住宅等の建築や改修が求められている。

⑫今後の取組みの
方向性

・産学民官の多様な主体が一体となり、地球温暖化防止の取組みを県民運動として展開するとと
もに、県としても部局連携のもと、その取組みの強化を図る。
・省資源・省エネルギーの推進やカーボン・オフセット等の取組みを引き続き行い、温室効果ガス
の排出削減を図る。
・各主体による自発的な環境保全活動をより効果的なものにするため、情報の共有化を推進して
主体間の連携・協働を促進する。
・省エネルギーなどの環境に配慮した住宅等の建設や改修の促進を図る。

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

【今後の取組みの方向性】



(政－様式３）細項目調書

③細項目コード 4222

⑤関係部局

⑧社会経済情勢等

・地球温暖化対策基本法案における目標として、再生可能エネルギーの一次エネルギー供給量
に占める割合を10％まで高めることが掲げられた。
・国内排出量取引制度や再生可能エネルギー全量買取制度等の動向が注目される。
・クリーンエネルギー自動車購入促進に係る優遇措置の動向が注目される。
・新エネルギーに関する技術開発が期待されている。

①施策名
思いやり２－（２）環境への負荷の少ない低炭素・循環型社会へ
の転換

②細項目
②太陽光など再生可能エネルギーの開発・導入支援、関連産
業の育成

④主担当課 企画調整部　エネルギー課 企画調整部、生活環境部、農林水産部

⑥細項目の具体的な
取組み

ⅰ　太陽光、風力、木質バイオマスなど、再生可能なエネルギーの導入支援を行います。
ⅱ　再生可能なエネルギーの開発支援など、環境・エネルギー関連産業の育成を図ります。
ⅲ　県における率先導入などによりクリーンエネルギー自動車等の普及を促進します。

【現状分析】

⑦指標の分析

○新エネルギー導入量
　現在の目標値（H22）は既に達成しているが、内訳ではバイオマスを除く他のエネルギー源が目
標に到達していない状況にあり、今後の指標設定に当たっては、地球温暖化対策基本法案をは
じめとする国の動向などを踏まえながら、新エネルギービジョン見直しの中で検討する予定。
○クリーンエネルギー自動車の普及
　国の購入費補助や税制優遇措置などにより、今後も増加が見込まれるが、社会的影響により鈍
化する可能性があり、このままでは目標達成が難しい状況にある。

【今後の取組みの方向性】

⑫今後の取組みの
方向性

・新エネルギー普及・啓発に引き続き取り組むとともに、導入拡大に向けてより効果的な方策を検
討する。
・関連部局、企業等と連携して産業の集積・育成を図る。
・農業分野における技術研究及び情報収集を引き続き行う。
・県の公用車について、引き続きクリーンエネルギー自動車等の低公害車への切替えを図る。

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○地域新エネルギー導入普及促進事業
　 市町村との連携による設備導入支援や、民間団体等が行う未利用エネルギー活用に向けた取
組みに対する支援を行った。
○地球温暖化農業生産システム確立事業
　 「太陽光発電・蓄電装置」と木質バイオマスボイラーや各種省エネルギー技術を統合した「ふく
しま型農業生産システム」を試作し、イチゴ栽培による実証試験等を行った。
○新エネルギー導入推進連携事業
　 環境・エネルギー産業ネットワーク会議において、新たに２つの研究部会を立ち上げたほか、全
体会及び３研究部会を開催し、新エネルギーの普及促進等に関する具体的な検討を行った。
○ふくしま環境・エネルギーフェア開催事業
　 環境・エネルギー関連産業のネットワークを構築するためのシンボル的事業として「ふくしま環
境・エネルギーフェア２００９」を開催した。
○県におけるクリーンエネルギー自動車の率先導入
   ハイブリッド車34台購入

⑩平成22年度の
主な取組み

ⅰ地域新エネルギー導入普及促進事業、地球温暖化農業生産システム確立事業
ⅱ新エネルギー導入推進連携事業、ふくしま環境・エネルギーフェア開催事業
ⅲ県におけるクリーンエネルギー自動車の率先導入

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

・新エネルギー導入等に関する周知・啓発をしているが、その導入等がまだ十分といえない。
・環境・エネルギー産業の戦略的な集積・育成が求められている。



(政－様式３）細項目調書

③細項目コード 4223

⑤関係部局

⑧社会経済情勢等

・計画的な伐採・造林が行われず、若齢級ほど面積が少ない構成となっている。
・木材需要の太宗を占める住宅着工が減少するものの、合板や製材工場での国産材利用割合が
高まるなど、国産材需要増加の兆しが見られる。
・木質ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ利用への期待が高まっている。
・森林環境税の実施期間については、平成27年度まで継続することが適当と答申された。

①施策名 環境への負荷の少ない低炭素・循環型社会への転換

②細項目 ③森林環境の保全と森林資源の積極的な活用

④主担当課 農林水産部　森林計画課 生活環境部、農林水産部、教育庁

⑥細項目の具体的な
取組み

ⅰ　県民参加により、間伐などの森林整備活動を支援します。
ⅱ　適正な森林管理により生産された木材の利用を促進するとともに、県産木材を活用した省エネルギー
住宅の建設を促進します。
ⅲ　林内路網の整備、機械化の推進、安定供給体制に対する支援などにより、林地残材や間伐材の有効
利用を図ります。
ⅳ　森林の二酸化炭素吸収量の認証制度の活用など企業や団体等による森林整備活動を促進します。

【現状分析】

⑦指標の分析

○森林整備面積
　 平成18年度以降、僅かながら増加傾向にある（H18 9,070ha→H20 11,641ha）。
○森林づくり意識醸成活動の参加者数
　 平成18年度以降、僅かながら増加傾向にあり（H18 123,947人→H20 146,000人）、今後も継続
した森林づくりの促進により参加者の増加を目指す。
○新規林業就業者数
　 森林整備等の事業量が増加傾向にあることから、新規林業就業者数の増加も見込まれる。

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○森林整備加速化・林業再生基金事業
　間伐等による森林整備の加速化と間伐材等の森林資源の活用を促進するため、間伐の実施や
路網の整備、森林境界の明確化、木材加工施設や木質ﾊﾞｲｵﾏｽ利用施設の整備等を実施した。
○森林環境交付金事業
　森林・人・心を県内全域で広く育むため、市町村へ交付金を交付した。
○一般造林事業
  人工林・天然林の民有林を対象に、植栽から下刈、除伐、間伐、枝打ち等、一連の森林施業に
対して補助した。
○間伐材搬出支援事業
　間伐材を土場まで搬出するための林内作業路の整備及び市場等まで搬出する経費の一部を補
助した。

⑩平成22年度の
主な取組み

ⅰ　森林整備加速化・林業再生基金事業（森林整備加速化・林業再生協議会運営事業）、ふくし
まの森林文化復興事業、森林環境交付金
ⅱ　森林整備加速化・林業再生基金事業（森林境界明確化事業、間伐対策事業、里山再生対策
事業）、（新）ふくしまの低炭素社会づくり推進事業（緑の住宅普及支援事業）、一般造林事業
ⅲ　森林整備加速化・林業再生基金事業（路網整備事業、木材加工流通施設等整備事業、木造
公共施設等整備事業、木質バイオマス利用施設等整備事業、間伐材安定供給コスト支援事業、
利子助成事業、地域材利用開発事業）、間伐材搬出支援事業、（新）ふくしまの低炭素社会づくり
推進事業（ペレットストーブオフセットクレジット活用事業）、森林環境学習推進事業（木とのふれあ
い創出事業）、間伐材利用促進事業、福島県林業協会機械購入事業資金
ⅳ　（新）ふくしまの低炭素社会づくり推進事業（カーボン・オフセット森森元気事業）



【今後の取組みの方向性】

⑫今後の取組みの
方向性

・指導者の育成を図るとともに、森林環境教育がより効果的にすすめられるような体制の整備を
図る。
・森林の有する多面的機能を十分に発揮させるため、間伐や再造林を始めとする森林整備を計
画的に行う。
・林内路網の整備等による作業の効率化と作業実施箇所の団地化を進め、森林施業の集約化を
図るとともに、建築用材から木質ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ利用に至る県産材のﾌﾙ活用を推進する。
・森林整備活動を促進するため、環境への貢献度を数値化し認証する二酸化炭素吸収量認証制
度の普及啓発を図る。

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

・子どもたちをはじめとする県民に森林の役割や重要性を伝える指導者の継続的な養成や、森林
環境教育を推進するための仕組みづくりが求められている。
・計画的な伐採･造林が行われていない場合が多いことから、水源かん養等の多面的機能の低下
が懸念されている。
・間伐等の効率的な森林整備の実施と、未利用間伐材を含む生産された木材の有効活用が十分
に図られていない。
・企業や団体等が参画する森林整備活動の促進が求められている。



(政－様式３）細項目調書

③細項目コード 4224

⑤関係部局

【現状分析】

⑦指標の分析

○一般廃棄物の排出量（県民一人一日当たり）
   平成18年度と比較すると24ｇ減少している。
○一般廃棄物のリサイクル率
 　リサイクル率は年々増加しているが、全国平均の20.3％と比較して依然として低い状況にある。
○産業廃棄物排出量
　 平成18年度をピークにわずかに減少しているが、依然として高い水準で推移している。
○産業廃棄物減量化・再生利用率
 　平成15年度以降､再生利用・減量化率は92%前後で推移していたものの､平成20年度はやや落
ち込んでいる。
○産業廃棄物不法投棄発見件数及び投棄量
   産業廃棄物の不法投棄件数は減少傾向にある。
　※一般廃棄物の排出量（県民一人一日当たり）、一般廃棄物のリサイクル率、産業廃棄物排出
量、産業廃棄物減量化・再生利用率の各指標については、平成22年度に新たな目標値を設定す
る。

⑧社会経済情勢等

・内閣府のアンケート調査では、マイバッグやマイボトルを持参したり､詰め替え製品を使用するな
ど国民の意識･行動に変化が見られ､環境負荷の少ないライフスタイルへの転換が進んでいる｡
・食の安全及び農薬適正使用に対する関心が高まっている。
・産業廃棄物税については、福島県環境審議会より継続することが適当であると答申された。
・これまでの大量生産、大量消費型の経済社会活動は、結果として大量廃棄に結びついていると
考えられ、環境保全と適切な物質循環を構築することが強く求められている。

④主担当課 生活環境部　一般廃棄物課 生活環境部、商工労働部、農林水産部、土木部

ⅰ　原材料の効率的な利用、製品の長期間使用、生分解性資材などの普及啓発により、廃棄物などの発
生抑制を促進します。
ⅱ　廃棄物などの再使用、再生利用を促進するとともに、農業における堆肥や食品工場などから排出され
る有機性資源の循環利用を促進します。
ⅲ　産業廃棄物の減量化、リサイクルを促進するとともに、産業廃棄物の適正処理と不法投棄の防止を推
進します。

⑥細項目の具体的な
取組み

①施策名
思いやり２－（２）環境への負荷の少ない低炭素・循環型社会へ
の転換

②細項目 ④廃棄物等の発生抑制、再使用、再生利用などの促進

⑨平成21年度の主な
取組み実績・成果

○「もったいない」の心が生きる社会づくり事業
　 絵画コンクールへ5,300作品の応募、「ストップ・ザ・レジ袋実施店」へ269店舗の参加登録があっ
た。
○食品リサイクル促進事業　（たい肥化等利用促進事業）
　 飼料化以外の再生利用促進のため、3事業者へ技術支援を行った。
○産業廃棄物抑制及び再利用施設整備支援事業
 　産業廃棄物の排出抑制等を目的とした先進性等のある施設整備のため、6事業者へ支援を
行った。

⑩平成22年度の
主な取組み

ⅰ  「もったいない」の心が生きる社会づくり事業、廃棄物学習の環づくり事業
ⅱ （新）環境にやさしいモデル工事事業(省エネルギー、省資源、リサイクル、生態系保全に寄与
する建設資材を使用するモデル工事を県発注工事の中から選定し、その工事請負費の一部を助
成する。)
ⅲ 産業廃棄物抑制及び再利用施設整備支援事業、産業廃棄物抑制及び再利用技術開発支援
事業



【今後の取組みの方向性】

⑫今後の取組みの
方向性

・「もったいない」の心が生きる社会づくり事業などの事業を今後とも継続して行い、ごみ減量化取
組みを一層促進する。
・市町村等において、住民の理解を得ながらごみ処理有料化の導入促進を図る。
・産業廃棄物の排出抑制、減量化、リサイクルをより一層進め、産業廃棄物の適正処理を推進す
る。
・今後とも、事業者における再使用・再商品化が可能な製品開発、製造段階からの廃棄物発生抑
制へ取組みのより一層の促進を図る。
・事業者への技術確立と技術移転において､長期的なサポート(技術改良・法制面)体制の整備を
図る｡
・食品リサイクルを推進していく上で、関係機関、関係者への情報提供、理解の促進及び連携強
化を図る。
・不法投棄の根絶に向けた未然防止体制の強化、早期発見体制の充実などの総合的な対策を推
進する。

【課題整理】

⑪細項目を推進する
上での課題

・県民の環境問題への関心が高まっている一方、一般廃棄物のリサイクルが進まず、排出量が減
少していない。
・本県ではごみ処理の有料化は27市町村で実施しており､未実施市町村と比較すると1人1日当た
りのごみ排出量が345g少なくなっている。このことから、住民の理解を得ながらごみ処理有料化の
導入促進を図ることが課題である。
・産業廃棄物の排出量が依然として高い水準で推移している。
・県による産業廃棄物の排出抑制やリサイクル技術の研究開発にとどまらず、その成果を確実に
事業者へ移転することが課題である。
・食品のリサイクルを促進するためには、食品事業者、再生事業者及び農業者間のつながりが重
要であるが、その連携がまだ十分とは言えない。
・悪質・巧妙化する不法投棄に対して、一層の適正処理対策を図ることが課題である。



（様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

4221

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

検討会を５回開催し、本県の排出実態につい
て共通認識を図り、排出の在り方について検
討を行った。

前年度の検討内容をもとに、地球温暖化対策
推進計画の改定を視野に入れた、検討会を実
施する。検討会は５回開催予定。

　（１）地球にやさしい「ふくしま」県民会議事業
　　　　年２回開催
　（２）高校生ＣＭコンテスト
　　　　17校60作品
　（３）県民会議啓発活動事業
　　　７地方会議において講演会等を開催

　（１）地球にやさしい「ふくしま」県民会議事業
　　　　年２回開催
　（２）高校生ＣＭコンテスト
　　　　20校70作品の応募
　（３）県民会議啓発活動事業
　　　　７地方会議において啓発事業の実施

－

①説明会開催　７方部　各200名
  申請予定者勉強会　３部会各２回　各10名
②補助金交付予定数　100件　20,000千円

①参加学校・団体：(目標)増加を目指す 　(実
績)2,696団体

参加学校・団体数：(目標)増加を目指す

【学校版】
　参加385校（内訳：小学校280校、中学校96
校、特別支援学校9校）のうち、262校に約247
万ポイントを付与
　内容：「福島議定書」による節電・節水活動
【環境保全活動団体版】
　参加10団体に約6万8千ポイントを付与、
　参加率67.2％
　内容：植林、緑のカーテン　など
■原資提供の状況
　96社　427万円

議定書参加校小・中学校に占める参加校の割
合　参加率80％

－

リサイクル率：　（目標） 30％以上

生活環境部
環境共生課

674ⅰ

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名

3
地球にやさしい温室効果ガ
ス排出在り方検討事業

⑪
終期

⑫H22度事業の概要
⑩
始期

 思いやり２－（２）環境への負荷の少ない低炭素・循環型社会への転換

①産業、行政、学校、家庭における省資源・省エネルギーの取組みの推進

⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

①施策名

②細項目名

④細項目の具体的な
取組み

ⅰ　産業、行政、学校、家庭などが一丸となって省資源・省エネルギー活動に取り組む運動を展開します。
ⅱ　環境教育・環境学習を推進します。
ⅲ　地産地消を進めることにより、フード・マイレージ、ウッド・マイレージの縮減を図ります。
ⅳ　温室効果ガス排出抑制に向けたカーボンオフセットの取組みを促進します。
ⅴ　グリーン物流や職場交通マネジメントなど運輸・交通部門における低炭素の取組みを促進します。
ⅵ　環境に配慮した県有施設の整備を進めるとともに、住宅の省エネルギー化を促進します。

H22 H24

①カーボン・オフセット普及促進事業
　県民及び事業者に対してカーボン・オフセットに
関する説明会を開催し、制度の利用促進を喚起す
る。
　説明会参加者のうち本制度の活用を検討してい
る事業者に対し、オフセットクレジット等の発行を
視野にした勉強会や申請等の支援を行う。
②低炭素な住まいづくり推進事業
　　一般家庭において、既設の住宅に高効率給湯
設備とその他の省エネ設備を複合的に導入する
場合に、高効率給湯設備の導入にかかる費用の
一部を助成する。

H22

行政、事業者、ＮＰＯ等の民間団体及び県民など
あらゆる主体が一丸となって温暖化対策に取り組
める体制を再構築し、県民運動としての対策を推
進するため、地球にやさしい「ふくしま」県民会議を
開催する。さらに、高校生を対象としたＣＭコンテ
ストや、県民を対象とした講演会により、県民全体
の地球温暖化防止に対する意識改革を促す。

H20

H21 H22

低炭素社会への転換を図るため、本県の温室効
果ガス排出実態に基づいた排出の在り方につい
て検討するとともに、地球温暖化対策推進計画に
ついて委員の意見を踏まえ改定する。

ⅰ
ⅳ
ⅵ

3
(新)ふくしまの低炭素社会づ
くり推進事業

生活環境部
環境共生課

22,610

ⅰ 3
地球にやさしい「ふくしま」創
造事業

生活環境部
環境共生課

4,811

ⅰ
ⅱ
ⅴ

3
地球温暖化防止のための
「福島議定書」事業

生活環境部
環境共生課

14,466 H20

H21 H23

子どもたちや県内の団体が自主的に取り組む地
球温暖化防止活動や、自然環境の保全を目的と
した活動等（エコチャレンジ）に対して、温室効果ガ
スの削減量等に応じたポイントを付与し、環境活
動に使用する物品等と交換することで、活動の一
層の促進を図る。

H22

学校・事業所等での廃棄物減量化や省資源・省エ
ネルギーの実践を進めるため、それぞれの団体が
自ら二酸化炭素排出量の削減目標を定めた「福
島議定書」を知事と取り交わし、温室効果ガス等
の削減に取り組む。また、取組みを進めた団体の
中で、特に優秀な事例を表彰することで、温室効
果ガス削減活動の広がりを支援する。

5,545

ⅰ
ⅵ

（新）ふくしまエコオフィス推
進事業

生活環境部
環境共生課

1,397

ⅰ 3
ふくしまエコチャレンジ事業
（エコポイントによる環境活
動促進事業）

生活環境部
環境共生課

H22 H24

①ふくしまエコオフィス実践事業
　県が県内の事業所等のモデルとしてゴミ減量化
などの具体的な取組みを広く紹介することにより、
産業廃棄物等の減量化の　重要性に対する意識
の啓発を図り、事業所等のゴミ減量化・リ　サイク
ル等の取組みを一層推進する。
②福島県ESCO推進事業
　「福島県ＥＳＣＯ推進プラン」に基づき、県有施設
へのＥＳＣＯ導入を検討する際の審査について、
専門家の意見を聴取する審査会の開催や先進地
調査等を実施する。



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑪
終期

⑫H22度事業の概要
⑩
始期

⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

5市町村（34,282千円）

16市町村（312,203千円）

　補助金交付決定件数等
　　（１）１、２次募集
　　　　　１３件　補助金額　４１，８７０千円
　　（２）３次募集
　　　　　　９件　補助金額　５４，８８５千円
　　　　　　（5/12現在予定額）

　補助金交付予定数
　　　　　　　件　　１００，０００千円

①新規融資あっせん件数　０件（平成２０年度
２件）
②預託実行額（５件）　 ５２，４８９千円（継続）
　【預託予算額　　　 　１３０，０００千円】
③中小企業者の利便性を図るため、融資要綱
を改正し取扱金融機関を増やした。（平成22年
度募集から適用）

預託予算額　１３０，０００千円

１　ふくしま環境活動支援ネットワークの設立・
運営
　　 ・設立総会の開催（２８団体）
　　 ・設立記念シンポジウムの開催
　　　（参加者　約250人）
２　情報収集・提供機能の強化
　　・環境活動総合支援ネットワークの設置
　  ・環境情報ポータルサイト「ふくしま環境
　　 情報ナビ」の開設
　  ・ネットワークの活動内容の紹介・PR
　　　「ふくしま環境・エネルギーフェア2009」へ
の出展
３　環境教育・学習機能モデル事業
　　中高生を対象とした科学実験教室（１回）、
工場見学（１回）の実施

1 ふくしま環境活動支援ネットワークの運営
　 ・ワークショップの開催（県内４ヶ所）
２　情報収集・提供機能の強化
　・環境活動総合支援窓口（環境センター）
　　による相談対応・情報発信
　 ・環境情報ポータルサイト「ふくしま環境情
　　報ナビ」による情報提供
　 ・環境・エネルギーフェア等の各種イベント
への参加
３　環境教育・学習モデル事業
　　高校生等を対象に「におい」等に関する講
　話、騒音・悪臭の測定体験、工場見学から
　なる環境教室の実施

－

①補助棟数（県産木材利用住宅先導モデ
ル）：（目標）５０戸
②方部別勉強会開催：（目標）３回
　長期優良住宅の普及促進のための仕様書
等の作成：（目標）一式

H21 H23

市町村が行う公共施設の省エネ改修等に要する
経費について補助金を交付し、省エネ取組み一層
の促進を図る。

　　補助率　１０／１０以内

312,203

ⅰ
ⅵ

3
地球にやさしい事業活動支
援事業

生活環境部
環境共生課

100,000

ⅰ
ⅵ

公共施設省エネ改修等補助
事業

生活環境部
環境共生課

H24
環境保全に取り組む中小企業者等を支援するた
め、環境保全施設等の設置、改善又は工場・事業
場の移転に必要な資金の融資をあっせんする。

H23

温室効果ガスの排出の伸びが大きい民生業務部
門等の排出抑制を図るため、事業所が行う省エネ
改修費用の一部を助成し、省エネ取組み一層の
促進を図る。

　補助率　１／３以内

130,000

生活環境部
生活環境総
務課

891

H21

H22
ⅰ
ⅵ

環境創造資金融資事業
生活環境部
環境共生課

H23

1 ふくしま環境活動支援ネットワークの運営
　 様々な主体が実施する環境保全活動の連携・
協働を推進するため、各主体間の橋渡し、助言、
情報提供を行う。
２　情報収集・提供機能の強化
　　環境に関する情報を分かりやすく提供するた
め、ホームページやイベント等を活用し、積極的な
情報発信を行う。
３　環境教育・学習モデル事業
　　関係機関・団体と連携・協力した環境教室を開
催し、身近な環境について、正しい理解と知識の
啓発を行う。

ⅰ
ⅱ

ふくしま環境活動連携・支援
推進事業

H21

ⅲ
ⅳ

3
(新)ふくしまの低炭素社会づ
くり推進事業

土木部
建築指導課

16,588 H22 H24

①森を木づかうふくしま住まいる事業
県産木材を住宅全体の木材使用量の１／２以上
使用した木造住宅を県内に建設する際に、建て主
に建設経費の一部を助成する。補助額30万円×
50戸。

②「ふくしまの家」促進事業
地域の設計事務所や工務店等が長期優良住宅の
認定取得に取り組みやすい環境を整備するため、
官民連携により（仮称）福島県型長期優良住宅建
設促進研究会を設置して仕様書等の作成や講習
会を開催する。また、CO2削減について評価する
手法を検討する。



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑪
終期

⑫H22度事業の概要
⑩
始期

⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

○県が実施したもの
①研修会の開催：（実績）約６０名参加
②下記、保原町工業団地が実施した職場交
通マネジメントの取組みを側面的に支援

○保原町工業団地が実施したもの
①車通勤からの転換者：（目標）１５０名、（実
績）１２７名
※転換者の目標は、工業団地が自ら設定。
H21、１５０名、H２２、５０名、H23、５０名の転
換を目指している。
②保原町工業団地職場交通マネジメント検討
会議の開催
③「エコ通勤」（国交省推進制度）への参加
④職場交通プランの作成（２１社）
⑤公共交通機関へのダイヤ改正要望の実施
⑥「うつくしま、ふくしま。公共交通機関利用促
進企業等認証制度」の認証
⑦エコ通勤情報の発行
⑧伊達市広報誌による啓発

①保原町工業団地が掲げる転換目標数を達
成するため、継続的に側面的支援を行う。
②保原工業団地以外の県内企業へ職場交通
マネジメントの普及を図る。

－

取組みの成果の普及・広報に努める。

県立学校６校、５市町村（１５小・中学校）にお
いて、学習に取り組んだ。

県立学校５校、４市町村（１７小・中学校）にお
いて、学習に取り組む。

NPO法人に講座開催を委託し実施
委託法人　３法人
講座開催数　３回
参加者数  67人

NPO法人に講座開催を委託し実施予定
想定回数：３回（３法人）

福島県グリーン物流推進研究会開催：１１回

福島県グリーン物流推進研究会開催：１１回

来場者：(目標)20,000人 (実績)21,290人

来場者：(目標)20,000人
近隣で開催の同種イベント及び県人口１％の
来場者を見込み目標値を設定した

１　食彩ふくしま地産地消推進店
　　新規認定（目標）５０店舗、実績○○店舗
２　うつくしま農林水産ファンクラブ会員
　　2,230名(H22.3末現在）、年間409名の増

１　食彩ふくしま地産地消推進店の認定店舗
の拡大（新規認定５０店舗）
２　うつくしま農林水産ファンクラブ会員の拡大

②　-

②開催回数（普及啓発イベント7回、木造住宅
セミナー7回、家造りワークショップ15回、生産
現場ツアー15回）

5,248 H22ⅱ 3
(新）県立学校における環境
教育推進事業

教育庁
学習指導課

349 H21v 3
「職場交通マネジメントモデ
ル」構築事業

企画調整部
地域政策課

　学校における児童生徒の発達の段階に応じたエ
ネルギーに関する学習を通して、エネルギーと資
源の利用に関する意識の醸成を図り、主体的に行
動する能力と態度を育成する。

H22

　産業廃棄物を出さない再利用可能な組み立て式
ハウスを製作し、生徒の技術を向上させるととも
に、ハウスを各種イベントに出展し、産業廃棄物削
減の広報に努める。

H23

交通渋滞や騒音の緩和、二酸化炭素の排出削減
などを目的として、マイカー通勤から公共交通機関
等への転換を図る「職場交通マネジメント」につい
て、企業、交通事業者、行政等が連携しながら、工
業団地におけるモデル構築を推進する。
１　保原町工業団地への普及啓発
　　工業団地における、職場交通マネジメントの取
組みが波及すべく、工業団地に対する支援を行
う。
２　他企業への普及
　　保原町工業団地以外の県内企業へ職場交通
マネジメントの普及を図る。

10,086

H24

再掲 物流推進事業
企画調整部
企画調整課

H18 H22ⅱ
エネルギーに関する教育支
援事業

教育庁
学習指導課

2,774

19,480

②低炭素型ふくしま県産材住宅促進モデル事業
　地域の木材を活用した住宅建設を促進させるの
ためＰＲ事業を実施する。

再掲 3
（新）ふくしまの低炭素社会
づくり推進事業

農林水産部
森林計画課
森林整備課
林業振興課

2,988 H22

再掲
食彩ふくしま地産地消推進
事業

農林水産部
農産物安全
流通課

H20 H22

１地産地消情報発信PR事業
　(1)食彩ふくしま地産地消推進店による県産農林
水産物の消費拡大PRの支援
　(2)うつくしま農林水産ファンクラブの運営
　(3)地産地消推進資材の作成・配布
２ふくしま米消費拡大推進事業
　　福島県米消費拡大推進連絡会議が実施する
活動への支援

本県における温室効果ガスの排出状況は、「地球
温暖化対策推進計画」で目標としている▲８％に
対し、平成１９年現在２８．７％増加しており、県民
総ぐるみによる早急な対応が必要であることから、
地球温暖化防止に向けた取組みを県民運動とし
て展開するために、環境エネルギー関連産業の育
成、廃棄物減量化・リサイクル、省エネルギー、新
エネルギーなどに関した総合的なイベント「ふくし
ま環境・エネルギーフェア」を開催し、具体的行動
を促進するとともに、環境・エネルギー産業のネッ
トワークを構築するためのシンボル事業として関
連企業のビジネスチャンスを図る。

県内企業の物流効率化や環境支援等を促進し、
県内における物流活動を推進する。

再掲
体験的環境教育指導員ト
レーニング講座事業

生活環境部
生活環境総
務課

1,500 H22

144

　 児童・生徒等が廃棄物処理やリサイクルの現状
等を学ぶ体験的な環境学習ができる機会の増加
を図るため、小・中学校の教員、公民館の指導
員、地球温暖化防止活動推進員等を対象に、指
導員として養成するためのトレーニング講座を開
催する。
 （県内３か所で開催）

H20

H20

H17 H22

再掲 3
ふくしま環境・エネルギーフェ
ア開催事業

生活環境部
環境共生課

H22



（様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

4222

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

来場者：(目標)20,000人 (実績)21,290人

来場者：(目標)20,000人
近隣で開催の同種イベント及び県人口１％
の来場者を見込み目標値を設定した

①環境・エネルギー産業ネットワーク会議
　ⅰ全体会
　開催：平成21年12月2日
　参加者：66人（会員38、オブザーバー28）
　ⅱ研究部会
　ア　太陽光発電・熱利用研究部会
　開催：平成22年2月15日
　イ　次世代エネルギー研究部会
　開催：平成22年2月12日
　ア　森林バイオマス活用研究部会
　開催：平成22年3月29日
②ふくしま環境・エネルギーフェア
　開催：平成21年12月5日（土）～6日（日）
　出展者：146団体、入場者数：21,290人

①参加者数の増加
②出展者数及び入場者数の増加

新エネルギーの導入量（原油換算）
　191,128kl

新エネルギーの導入量（原油換算）
　184,002kl

①施策名

②細項目名

④細項目の具体的な
取組み

ⅰ　太陽光、風力、木質バイオマスなど、再生可能なエネルギーの導入支援を行います。
ⅱ　再生可能なエネルギーの開発支援など、環境・エネルギー関連産業の育成を図ります。
ⅲ　県における率先導入などによりクリーンエネルギー自動車等の普及を促進します。

 思いやり２－（２）環境への負荷の少ない低炭素・循環型社会への転換

②太陽光など再生可能エネルギーの開発・導入支援、関連産業の育成

⑨予算額
（千円）

ⅰ
ⅱ

3
ふくしま環境・エネルギー
フェア開催事業

生活環境部
環境共生課

19,480

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

H20 H22

本県における温室効果ガスの排出状況は、「地球
温暖化対策推進計画」で目標としている▲８％に
対し、平成１９年現在２８．７％増加しており、県民
総ぐるみによる早急な対応が必要であることから、
地球温暖化防止に向けた取組みを県民運動とし
て展開するために、環境エネルギー関連産業の育
成、廃棄物減量化・リサイクル、省エネルギー、新
エネルギーなどに関した総合的なイベント「ふくし
ま環境・エネルギーフェア」を開催し、具体的行動
を促進するとともに、環境・エネルギー産業のネッ
トワークを構築するためのシンボル事業として関
連企業のビジネスチャンスを図る。

⑪
終期

⑫H22度事業の概要
⑩
始期

6,714

ⅰ 3
地域新エネルギー導入普及
促進事業

企画調整部
エネルギー
課

30,815

ⅰ
ⅱ

3
新エネルギー導入推進連携
事業

企画調整部
エネルギー
課

H21 H23

①新エネルギー導入促進事業
　ⅰ　率先導入検討事業
　産学民官の有識者等と連携し、効果的な新エネ
ルギー導入方策及び目標年度が到来する新エネル
ギービジョン改定の検討を行う。
　ⅱ　市町村支援事業
　市町村と連携しながら新エネルギーの普及拡大
を図るため、市町村が実施する設備導入支援事業
に対して助成する。
②未利用エネルギー等活用モデル事業
　ⅰ未利用エネルギー等活用促進事業
　・民間団体等が行う未利用エネルギー等の設備
導入を目的とする基礎調査や事業可能性調査への
補助
　・民間団体等が住民等に対して行う新エネル
ギーの普及啓発を目的とした事業に対する補助
　ⅱ未利用エネルギー等活用モデル地区支援事業
　・住民、ＮＰＯ、市町村等で構成する協議会が
行う具体的な導入方法の検討や実施計画の策定等
の経費に対する補助
・民間団体等が行う太陽光発電設備（10kW未満）
の導入経費を補助

H22

①（仮称）環境エネルギーネットワーク会議等
事業
　「環境・エネルギー産業ネットワーク会議」
を改組、機能強化し、企画調整部（仮称・新エ
ネルギー普及拡大推進会議）、商工労働部、生
活環境部それぞれの会議等における支援・検討
と相互に連携することにより、環境・エネル
ギー関連施策の効果的な実施を図る。
②ふくしま環境・エネルギーフェア開催事業
　多くの環境・エネルギー関係企業・団体の出
展により、環境ビジネスや新エネルギーに対す
る県民理解の促進、各企業等の技術や製品のＰ
Ｒと販売促進、企業同士のマッチングの場とな
るフェアを開催する。

H20



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑨予算額
（千円）

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

⑪
終期

⑫H22度事業の概要
⑩
始期

・　（独）東北農研センターが作成した今後
の気象変動予測データに基づき、本県にお
ける水稲、野菜、花き、果樹の生育に及ぶ
影響を検討した。
・　「太陽光発電・蓄電装置」と木質バイオ
マスボイラーや各種省エネルギー技術を統
合した「ふくしま型農業生産システム」を試
作し、制御・動作試験を実施するとともに、
イチゴ栽培への適応性について評価した。

・　温暖化に伴う気象変動が、本県の農業
生産に及ぼす影響と、その対策について引
き続き検討していく。
・　「ふくしま型農業生産システム」について
は、温室効果ガス削減効果やエネルギー
利用効率の調査分析を行うとともに、導入
指標を明らかにする。

－

工場立地件数（環境・新エネルギー関連産
業）
４件

４件／338,500千円

予算430,000千円

－

（１）コーディネータによる商談件数：10件
（２）試作開発トライアル・チャレンジ事業（１
テーマ）の実施

3,555

再
掲

2
（新）環境・新エネルギー関
連産業集積・育成事業

商工労働部
企業立地課

20,920

i 3
地球温暖化農業生産システ
ム確立事業

農林水産部
研究技術室

H22 H24

　今後の成長が期待される環境・新エネルギー関
連産業について、ネットワークの形成から取引拡
大まで体系的・戦略的な推進体制を整備すること
により、その集積と育成を図る。また、電気自動車
を公用車として導入し普及促進を図るとともに、技
術研修会を実施し構造等に対する知識普及を図
る。

H24

・　地球温暖化に伴う気象変動が、本県の農作物
の生育に及ぼす影響を明らかにするとともに、そ
の対応技術について検討する。
・　木質バイオマスや太陽光発電等自然エネル
ギーを活用し、化石燃料の使用を抑えた園芸施設
「ふくしま型農業生産システム」の実用性の検証や
改良等を行う。

H20

再
掲

2
（新）がんばる企業・立地促
進補助金

商工労働部
企業立地課

H24

　環境・新エネルギー関連産業や農商工連携関連
産業など、将来性と成長性のある産業の立地促進
と雇用創出を図るため、特定業種の企業などを対
象として、立地する際の初期投資額の一部を支援
する。

商工労働部
産業創出課

3,849

430,000 H22

H22 H24

半導体デバイスメーカーや基盤技術企業群が集
積する本県の優位性を生かし、自動車や太陽光
発電等の成長産業・応用製品分野への企業進出
の支援や、次世代新技術への応用、新製品新工
法開発に向けて成長し、「製造受託型」から「技術
提案型」へ転換する、提案力・競争力を備えた企
業の育成に取り組み、県内半導体関連産業の振
興を目指す。
（１）成長産業・応用製品分野等参入促進事業
（２）新技術新工法創出支援事業
（３）企業間連携・交流促進事業

再
掲

2
半導体関連産業クラスター
育成支援事業



（様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

4223

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

①協議会において各事業計画の調整等を
実施
④８市町で169haの境界明確化を実施

①各事業計画の調整、実施指導、実績のま
とめ等を実施
④10市町、390ｈａの境界明確化を実施

②37市町村において、938haの間伐対策事
業を実施。
⑤26市町村において、141haの再生対策事
業を実施。

②44市町村において、1,042haの間伐対策
事業を実施。
⑤27市町村において,127ｈａの再生対策事
業を実施

③（全路線繰越）

③H21繰越分：8,640m
　 H22当初分：36,920m

⑥整備施設　5施設
⑦　-
⑧　-
⑨事業量　10,000ｍ3
⑩　-
⑪　-

⑥整備施設　11施設
⑦整備施設　10施設
⑧整備施設　  1施設
⑨事業量　　 20,000ｍ3
⑩事業量　　   １件
⑪事業量　　　 3プロジェクト

①ふくしま森林文化企画展の開催
②森林文化掘り起こしのための調査の実施

①森林文化フォーラムの開催
②森林文化掘り起こしのための調査の実施

県内39市町村で実施された地域活動
（12,952.39ha）に51,559千円（国･県）を交付

県内40市町村で実施予定の地域活動
（15,285.42ha）に76,096千円（国･県）を交付
予定

・「ふくしま森まっぷ」アクセス数
　6,878件/年（平均573件/月）

・システム改修による作業効率の向上
・関係各課によるミーティングの開催（年3
回）

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑪
終期

⑫H22度事業の概要

 思いやり２－（２）環境への負荷の少ない低炭素・循環型社会への転換

③森林環境の保全と森林資源の積極的な活用

①施策名

②細項目名

④細項目の具体的な
取組み

ⅰ　県民参加により、間伐などの森林整備活動を支援します。
ⅱ　適正な森林管理により生産された木材の利用を促進するとともに、県産木材を活用した省エネルギー住宅の建設を促進します。
ⅲ　林内路網の整備、機械化の推進、安定供給体制に対する支援などにより、林地残材や間伐材の有効利用を図ります。
ⅳ　森林の二酸化炭素吸収量の認証制度の活用など企業や団体等による森林整備活動を促進します。

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

⑩
始期

24,971

H21 H23

③路網整備事業
　間伐等の森林整備加速化と間伐材等の森林資源
を活用した林業・木材産業等地域産業の再生を図
るため、作業道等の林内路網の整備を行う。

H21 H23

①森林整備加速化・林業再生協議会運営事業
　　事業計画の調整等の業務を行う標記協議会に
対し運営費の支援を行う。
　
④森林境界明確化事業
　　境界が不明であるため森林整備が進まない森
林において、境界の明確化を実施するための支援
を行う。

ⅰ
ⅱ
ⅲ

3
森林整備加速化・林業再生
基金事業

農林水産部
森林計画課

森林整備加速化・林業再生
基金事業

農林水産部
林道整備課

H22

①ふくしまの森林文化復興事業
県内各地域に根ざした森林文化の掘り起こし広く一
般県民に向けて発信するための調査を継続的に行
う。
　さらに、県民が森林文化を見つめ直し、森林と人
との新たな関係をつくるきっかけとすることを目的と
して、県内の文化施設等５館が連携し、ふくしま森
林文化企画展を開催する。

ⅰ
ⅱ
ⅲ

3

ⅰ
ⅱ
ⅲ

3

農林水産部
林業振興課

1,259,969 H21

227,720

適正な森林整備を通じて森林の有する多面的機能
の発揮を図る観点から、森林施業の実施に不可欠
な「森林情報の収集活動」等、森林所有者等が実
施する地域活動に対し、市町村を通じて交付金を
交付する。

H22

森林資源情報や施業履歴を管理する「森林GIS」及
び県民に森林情報を発信するウェブサイト「ふくしま
森まっぷ」の運用保守及び改修を行う。

ⅰ
森林整備地域活動支援交付
金

農林水産部
森林計画課

78,260

農林水産部
森林計画課

41,055

ⅰ
ⅲ

H23

3
森林整備加速化・林業再生
基金事業

ⅰ 3 ふくしまの森林文化復興事業

ⅰ
ⅱ
ⅲ

H18

H19

H23

⑥木材加工流通施設等整備事業
　 間伐材及び木質バイオマスの加工流通施設等
整備の支援を行う。
⑦木造公共施設等整備事業
   地域材を活用した公共施設等の整備を支援す
る。
⑧木質バイオマス利用施設等整備事業
   木質バイオマス利用施設整備を支援する。
⑨間伐材安定供給コスト支援事業
   未利用間伐材等の燃料への供給促進のため、
搬出・運搬経費の一部を支援する。
⑩利子助成事業
   間伐材安定取引協定に基づく素材生産事業者等
が運転資金を借り入れた場合にその利子を助成す
る。
⑪地域材利用開発事業
   地域材を利用した新製品等の開発に対し支援す
る。

H18森林環境適正管理事業
農林水産部
森林計画課

10,755

森林整備加速化・林業再生
基金事業

農林水産部
森林整備課

290,662 H21 H23

②間伐対策事業
　これまで森林の立地条件が不利なために長期に
わたって整備の行われていない森林等を対象に間
伐等を実施する。
⑤里山再生対策事業
　放置された里山林において、森林病害虫の対策
と適切な森林整備を実施する。



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑪
終期

⑫H22度事業の概要⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

⑩
始期

・タウンミーティングの開催（7方部）
　平成18年度に導入した森林環境税を活用
した取り組みと成果を公表するとともに、参
加者との意見交換を行った。（参加者415
名）
・水源地域の森林整備交流会（7方部）
　森林環境税を活用して整備した水源地域
の森林を実際に見てもらい、水資源の上下
流に居住する人達の交流を図った。（参加
者369名）

①森林環境学習実施校
　 389校（全校の約50％）
②計：44市町村87件
　 里山の整備：29市町村49件、269.45ha
　 県産間伐材の利用：24市町村30件
　 ﾍﾟﾚｯﾄｽﾄｰﾌﾞの導入：8市町村8件、29台

・セミナー参加者数
　（目標）100名　（実績）82名（うち教員22
名）

・セミナー参加者数
　（目標）100名

①森林ボランティアサポートセンター事業
　森林を全ての県民で守り育てる意識を醸成する
ため森林ボランティアに関する情報の収集、相談、
機材等を貸出等を担うサポートセンターを設置す
る。

①森林ボランティアサポートセンター設置１
箇所
②支援森林ボランティア団体　１９団体
③企業の森林活動企業　１企業

②森林ボランティア団体活動支援事業
　県民参加による森林づくり運動の更なる推進を図
るため積極的に森林整備活動を行うボランティア団
体を支援する。

①森林ボランティアサポートセンター設置１
箇所
②支援森林ボランティア団体　２０団体
③企業の森林活動企業　４企業

③環境貢献企業の森林保全参加推進事業
　企業による森林づくりを推進するため、フィールド
の斡旋、協定締結等の支援を行う。

講座開催　年５回（全１５日）
認定者数　総４０３名（H21年度認定35名）

講座開催　年５回（全１５日）
認定者数　総数４２５名

森林整備面積　３，８５５ha

森林整備面積　４，０００ha

森林整備面積
①２，３０１ha
②１，２９５ha

森林整備面積
①２，１７５ha
②１，３００ha

①延べ巡視日数　６８２日
②除間伐等実施面積　２３６．１３ha

①延べ巡視日数　６７９日
②除間伐等実施面積　３５１．５６ha

①森林の未来を考える懇談会運営事業
森林環境税を活用した事業の適正管理と透明性確
保のため、第三者機関を年5回開催し、事業審査や
評価を行う。
②森林環境税関連施策PR事業
平成22年度末に森林環境税の現行課税期間が満
了するため、これまでの取り組みや成果等につい
て新聞広告により広く周知する。

H22

　森林・人・心を県内全域で広く育むため、市町村
へ交付金を交付する。
①森林環境基本枠
　小中学校における森林環境学習や県民参加によ
る林業体験等を推進するため、全ての市町村に交
付する。（人・心づくり）
②地域提案重点枠
　地域住民による里山の整備や公共施設への間伐
材利用等を推進するため、優れた事業を提案した
市町村に交付する。（森林づくり）

ⅰ 森林環境基金運営事業

ⅰ
ⅲ

森林環境交付金事業

H22

森林環境教育指導者養成事
業

生活環境部
環境共生課

730 H22H20

H18

H18

H18

農林水産部
森林計画課

290,924

農林水産部
森林計画課

5,199

ⅱ 3

i

農林水産部
森林整備課

①もりの案内人審査委員会開催等
　もりの案内人受講者の決定及び認定に関する審
査会を開催するとともに認定書の交付を行う。
②もりの案内人養成講座の開催
　講座を開催し、もりの案内人を養成する。

8,990

928,266

611,562 H11

H22

①県営林管理事業
　県営林の適切な管理を実施するために森林保全
巡視員による巡視等の事業を実施する。
②県営林保育管理事業
 　県営林の適切な保育管理を実施するため、除間
伐等の事業を実施する。

H22

人工林、天然林の民有林を対象に、植栽から下
刈、除伐、間伐、枝打ち等の保育の一連の森林施
業に対して補助する。

一般造林事業

「森林環境教育指導者養成セミナー」の開催
地球温暖化対策の一つである二酸化炭素吸収源と
しての森林の整備や保全の重要性を、森林内での
体験活動等を通じて指導者自らが学び、学校教育
や社会教育の場で実践することにより、将来を担う
子供たちの意識と行動力の高揚を図る。

H18 H22

ⅰ
もりの案内人等指導者養成
事業

農林水産部
森林整備課

1,933 H18 H22

ⅰ
森林ボランティア総合対策事
業

農林水産部
森林整備課

ⅱ

H22

①森林整備事業
　水源区域の森林のうち、公的に森林整備を行うべ
き森林として位置付けられた森林において、県が直
営で森林整備を実施する。
②森林整備促進事業
 　水源区域の森林整備を促進するため、水源区域
の私有林等において、森林所有者が間伐を実施す
る場合に補助金を交付する。

ⅱ 森林整備事業
農林水産部
森林整備課

県営林の保育管理事業
農林水産部
森林整備課

70,505 H15



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑪
終期

⑫H22度事業の概要⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

⑩
始期

県内産山行苗シェア　92％
平成20年度県内産山行苗シェア
1,439千本／（1,439千本＋125千本）＝92％

県内産山行苗シェア　90％

①  -
②　-
③　-

①県内３箇所の活動フィールド選定、モデル
事業を１箇所で実施
②開催回数（普及啓発イベント7回、木造住
宅セミナー7回、家造りワークショップ15回、
生産現場ツアー15回）
③Ｊ－ＶＥＲ申請

①森林環境ゼミナール開催事業　４流域で
実施②森林環境学習の森整備事業　昭和
の森で実施

①森林環境ゼミナール開催事業　４流域で
実施予定②森林環境学習の森整備事業
県民の森で実施予定

　ー

　木工資材提供及び木工工作の技術指導
（県内７方部）

①事業量 25,000m3

①事業量 25,000m3

②事業量 44,988ｍ

②事業量 48,200ｍ

①1施設
②50台
③12施設

①1施設
②70台
③7施設

林業機械導入台数　49台

林業機械導入台数　20台

　高性能林業機械①購入する際、国交付金
を活用するが、その補助残分348,587,958円
を無利子貸付した。

　林業協会が行う機械貸付事業に必要な購
入資金を無利子貸付する。

対象校：県立学校６校

対象校を県内３地区（浜通り、中通り、会
津）に設定する。

H24H22

育種種苗事業
農林水産部
森林整備課

31,800 H10

①カーボン・オフセット森森元気事業
　二酸化炭素吸収量認証制度を活用しながら、企
業等の団体が社会貢献活動として実施する森林整
備活動のフィールド選定とモデル事業としての森林
整備活動を実施する。
②緑の住宅普及支援事業
　地域の木材を活用した住宅建設を促進させるの
ためＰＲ事業を実施する。
③ペレットストーブオフセットクレジット活用事業
　ペレットストーブ利用者と県が二酸化炭素排出削
減活動として連携し、Ｊ－ＶＥＲに申請を行う。

ⅱ
ⅲ
ⅳ

3
（新）ふくしまの低炭素社会づ
くり推進事業

農林水産部
森林計画課
森林整備課
林業振興課

6,260

H18 H22

③木とのふれあい創出事業
　児童が木工工作を通じ木材の特性について学び
木を使ったものづくりの楽しさを学ぶとともに、木材
利用と森林・林業の関わりについて理解を深める。

H22

①間伐材運搬経費支援事業
　間伐材を市場等まで搬出する経費の一部を助成
する。

ⅰ
ⅲ

1 森林環境学習推進事業
農林水産部
林業振興課

7,482

ⅲ 3 間伐材搬出支援事業

H23

森林整備の低コスト化・担い手確保のための林業
機械の導入を支援する。（※低炭素関連事業のみ
記載）

ⅲ 3 間伐材利用促進事業
農林水産部
林業振興課

8,954

①県有施設の間伐材活用推進事業
　県有施設の間伐材活用を推進する。
②ペレットストーブ利用推進事業
　民間施設へのペレットストーブ導入を支援する。
③「ほっと」スペース創出事業

12,500 H18

ⅲ 3 間伐材搬出支援事業
農林水産部
林道整備課

24,100 H18 H22

②林内作業路整備事業
　間伐材を土場まで搬出するための林内作業路整
備の経費の一部を助成する。

県民に「森林との共生」の理念、「木の文化」の継承
の浸透を図るためには、森林の重要性への理解促
進と、社会全体で森林の整備・保全を支えること
や、木の良さと上手な使い方を次の世代へ引き継
ぐという意識の醸成を図る必要があるため、一般県
民が森林・林業に関する知識を学ぶ機会を設け
る。そのため、県民が森林・林業の学習等に容易に
利用できるフィールドを整備し、森林環境学習の場
を提供するとともに、各世代に応じた木に親しむ機
会を創出する。

H21 H23
　(社)県林業協会が行う林業機械貸付事業に必要
な機械の購入資金を無利子貸付。

H19

H18 H22

H18 H22

H22

　地域との連携による、森林に関する体験的な学習
を通して、県立学校の生徒に森林を守り育てる意
識の醸成を図り、環境の保全と継承に興味を持ち、
主体的に行動する態度や資質、能力を育成する。

ⅳ
県立学校における地域連携
森林環境学習推進事業

教育庁
学習指導課

4,594 H21

ⅰ
ⅲ

森林環境学習推進事業
農林水産部
森林整備課

5,678

ⅲ
4
福島県林業協会機械購入事
業資金

農林水産部
林業振興課

182,294

ⅲ
林業構造改善事業（政策経
費）

農林水産部
林業振興課

185,654

農林水産部
林業振興課

①採種園採穂園管理事業
　優良種苗を長期的かつ安定的に生産するため、
採種園採穂園の保育管理棟を実施する。
②気象害等抵抗性次代検定林事業
　精英樹クローン及び気象害等抵抗性クローンの
遺伝的特性を検定するとともに、地域環境に対する
適応性を明らかにするため、材質調査を実施する。
③マツノザイセンチュウ抵抗性育種事業
　抵抗性マツの普及を図るため、抵抗性マツの接
種検定を行う。
④種子採取事業
　苗木生産事業者に供給するため、指定母樹林か
らスギ、ヒノキ、アカマツの種子を採取する。
⑤代替圃場整備事業
　新地圃場払い下げに伴い、平成21年度に取得し
た土地について林木育種圃場として供用開始する
ため、造成整備及び台木の養成・植栽を行う。

ⅱ H22



（様式２）施策対応事業一覧表

③細項目コード

4224

⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

①　「もったいない50」の実践絵画コンクー
ル応募作品数
　（目標）　4,492作品以上　（実績）5,300作
品
②　「ストップ・ザ・レジ袋実施店」参加登録
店舗数
　　　(県協定・市協定店舗数を含む)
　　　（目標）250店舗　（実績）269店舗

①　「もったいない」普及啓発事業
　　・「もったいない50」の実践絵画コンクー
ルの開催
　　　　応募作品数　5,300作品以上
②　「ストップ・ザ・レジ袋実施店」参加登録
店舗数
　　　　（目標）　累計 1,000店舗

①新規認定　3件（累計55件）
②県民、事業者等に対しエコ・リサイクル製
品の周知を図るため、ふくしま環境・エネル
ギーフェア２００９において、認定事業者に
よる製品の展示や特設ステージにおいてプ
レゼンテーションを実施した。
③製品の検査件数5件（日用品1製品、土
木製品4製品）

認定件数　累計100件

定期総会、クリーンふくしま功績者表彰、
春、秋期の一斉清掃等を実施した。

散乱ごみの減少、環境保全、環境美化の
推進

86事業所が廃棄物排出量の削減等に取組
み、12事業所を表彰した。

42事業所が廃棄物排出量の削減等に取り
組む予定である。なお、表彰対象事業所は
審査会において審査予定。

NPO法人に講座開催の委託し実施
委託法人　３法人
延べ開催実績　31回

NPO法人に講座開催の委託し実施予定
想定回数：30回（３法人）

－

排出業者及び県民へ啓発を行うため、新
聞において広報を行う。

⑫H22度事業の概要

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

①施策名

②細項目名

④細項目の具体的な
取組み

ⅰ　原材料の効率的な利用、製品の長期間使用、生分解性資材などの普及啓発により、廃棄物などの発生抑制を促進します。
ⅱ　廃棄物などの再使用、再生利用を促進するとともに、農業における堆肥や食品工場などから排出される有機性資源の循環利用
を促進します。
ⅲ　産業廃棄物の減量化、リサイクルを促進するとともに、産業廃棄物の適正処理と不法投棄の防止を推進します。

H22

⑨予算額
（千円）

⑩
始期

ⅰ
「もったいない」の心が生きる
社会づくり事業

生活環境部
環境共生課

6,796 H20

⑪
終期

H21

｢福島県循環型社会形成推進計画｣の実践・実行
に当たり、県民、市民団体及び事業者等が計画の
キーワードである｢もったいない｣を生かした取組み
を主体的に行えるように、普及啓発・広報活動を
実施する。
また、廃棄物の減量化と環境にやさしいライフスタ
イルの普及推進を図るため、｢環境にやさしい買い
物（レジ袋削減）｣キャンペーン等により意識の高
揚を図る。
①　「もったいない」普及啓発事業
　「もったいない50の実践」に関する絵画を県民か
ら募集して、優秀作品を掲載したカレンダーを作成
し、「もったいない」の実践を促す。
②　環境にやさしい買い物（レジ袋削減等）普及事
業
　レジ袋削減を推進するため、「ストップ・ザ・レジ
袋実施店」の拡大を図るとともに、グリーン購入推
進月間である10月を中心に行われる全国的な
キャンペーンに併せて、街頭啓発等を実施し、環
境にやさしい買い物のより一層の普及啓発を図
る。

ⅰ
ⅱ
ⅲ

エコ・リサイクル製品普及拡
大事業

生活環境部
環境共生課

7,208 H22 H24

産業廃棄物等ごみの減量化や廃棄物の有効利用
を図るため、リサイクル製品の認定・普及啓発等
に総合的に取り組む。
①うつくしま、エコ・リサイクル製品認定事業
主として県内から排出された廃棄物等を利用して
製造された製品を新たに3製品認定する。
②エコ・リサイクル製品等使用拡大支援事業
うつくしま、エコ・リサイクル製品を始めとしたリサイ
クル製品や環境にやさしい製品を広く県民、事業
者等に周知し、環境にやさしい製品の使用拡大を
図るとともに、ごみの減量化に向けた取組みの普
及促進を図る。
③エコ・リサイクル製品品質確認調査事業
認定製品の安全・安心を確保するため、認定時に
は把握または想定できない製造過程等における
有害物質等の発生または混入に対応するため、
県が任意に製品の検査点検を行う。

福島県クリーンふくしま運動
推進協議会助成事業

生活環境部
環境共生課

700

ⅰ
ⅲ

廃棄物学習の環づくり事業
生活環境部
生活環境総
務課

3,665

市町村から推薦された事業所を対象に、平成21年
と平成22年の9月、10月の事業所から排出される
事業系一般廃棄物排出量を比較し、取組内容を
加味しながら削減率の高い事業所を表彰する。
また、市町村の取組みについては、同様に対前年
度実績と比較し、削減率の高い順に公表する。

H22

空き缶等散乱ごみ対策など環境美化の推進を図
るため、昭和５８年に設立された行政機関、関係
業界、ボランティア団体等で構成する「福島県ク
リーンふくしま運動推進協議会」へ補助金を交付
する。

廃棄物適正処理（分別方法）等の必要性につい
て、各地域で行われるイベントや、学校や団体等
の要請による学習会に出向き、教材・実験キット等
を用いるなどして啓発を行う。なお、実施にあたっ
ては、県とＮＰＯ等が連携を図りながら取り組む。

H23

H20

ⅰ
ⅱ

 
廃棄物排出事業者排出減量
化対策事業

生活環境部
一般廃棄物
課

269 H20

ⅲ

H22

ⅲ

排出事業者及び県民に対し、産業廃棄物の処理
状況について周知するとともに、産業廃棄物の不
法投棄防止に関する啓発を行うなど、産業廃棄物
に対する意識を高め、適正処理の推進を図り、循
環型社会づくりの推進に向け広報を行う。

H22産業廃棄物広報事業
生活環境部
生活環境総
務課

6,540 H20

 思いやり２－（２）環境への負荷の少ない低炭素・循環型社会への転換

④廃棄物等の発生抑制、再使用、再生利用などの促進



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑫H22度事業の概要

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

⑩
始期

⑪
終期

産業廃棄物税交付金交付額
郡山市　　　10,601千円
いわき市　　18,000千円

郡山市、いわき市に交付予定

－

中間処理物調査（７検体）、埋立物調査（２
７検体）、放流水調査（３８検体）を行い、産
業廃棄物の再利用や埋立物による環境へ
の影響の有無など安全性を確認する。

－

（社）福島県産業廃棄物協会や産業廃棄物
処分業者の取組みに対して支援し、地域住
民の不安感の軽減を図る。

6事業者の施設整備を支援

5事業者の施設整備等を支援

①各市町村に100名設置
②監視カメラを新たに１３台設置
③７回、収集車両の指導及び啓発を実施
④警備会社へ監視業務を委託
⑤監視指導員を６振興局に設置
⑥１４団体等を支援

①各市町村に100名設置
②監視カメラを新たに２４台設置
③６回、収集車両の指導及び啓発を実施
④警備会社へ監視業務を委託
⑤監視指導員を６振興局に設置
⑥１２団体等を支援

①４事業者、４回実施
②１事業者、２回実施

優良性評価制度の評価基準適合を目指す
事業者に対して支援する。

2処分場（13検体）の排出実態等を把握

2処分場（9検体）の排出実態等を把握

3回開催（受講者数　計419名）

３回開催

30,648

ⅲ 3
（新）ダイオキシン類等有害
物質安全確認調査事業

生活環境部
産業廃棄物
課

10,353 H22

H20ⅲ 産業廃棄物交付事業
生活環境部
生活環境総
務課

H22

①中間処理物調査
　中間処理業者が販売する中間処理物における
ダイオキシン類等有害物質調査を行う。
②埋立物及び放流水調査
　産業廃棄物最終処分場に埋め立てされる燃え殻
等及び処分場からの放流水に含まれるダイオキシ
ン類濃度の調査を行う。

H22
中核市（郡山市、いわき市）が行う管轄地域内に
おける産業廃棄物税の目的に合致した事業の実
施に対して交付金を交付する。

H22

H22

H22 H22

①産業廃棄物不法投棄監視員設置
　各市町村に不法投棄監視員を設置する。（100名
設置、延べ4,000日監視）
②監視カメラ設置
  不法投棄がされやすい場所等に監視カメラを設
置し、２４時間監視を行う。
③不法投棄防止啓発
　路上での収集車両の指導及び啓発を行う。（年６
回、６方部、県警本部との協力実施）
　また、県民の不法投棄に対する意識を高めるた
め啓発用パンフレット等を作成し、車両指導時に
啓発資材と同時に配布するとともに、不法投棄監
視員を通じて地域住民へ配布して啓発を行う。
④不法投棄監視業務委託事業
  悪質な不法投棄等の行為は、概ね早朝、夜間、
休日等に行われており、当該時間等の監視体制
を強化するため、警備会社へ監視業務を委託す
る。
⑤産業廃棄物適正処理監視指導員設置
　不法投棄が悪質・巧妙化しており不法投棄に対
する監視体制の強化を図る必要があることから、
産業廃棄物適正処理監視指導員を６振興局に配
置する。
⑥地域ぐるみ監視体制づくり支援事業
　不法投棄防止の監視体制づくりを目的とした事
業を行う地域住民団体等を支援する。

産業廃棄物処理施設に対する地域住民の不安を
解消し、産業廃棄物処理に関する適切な理解を促
進するため、産業廃棄物処理業者等が地域住民
とのコミュニケーション形成のために実施する取組
みや啓発事業に対して支援する。

ⅲ 3
産業廃棄物抑制及び再利用
施設整備支援事業

生活環境部
産業廃棄物
課

105,285 H21 H22

ⅲ H21

ⅲ 3
（新）産業廃棄物地域コミュ
ニケーション形成支援事業

生活環境部
産業廃棄物
課

5,023

3 不法投棄防止総合対策事業
生活環境部
不法投棄対
策室

80,959

ⅲ 3
産業廃棄物優良処理業者等
育成支援事業

生活環境部
不法投棄対
策室

4,081 H20

産業廃棄物排出事業者が実施する排出抑制等を
目的とした先進性等のある施設設備の整備に対し
て支援する。
  また、産業廃棄物処理業者が実施する高度な処
理技術の導入等を目的とした調査・研究に対して
支援する。

H22

①情報公開に関するアドバイザー派遣事業
　県内の処理業者を対象に、優良性評価制度の
評価基準のうち「情報公開」についてアドバイスを
行う。
②エコアクション２１取得アドバイザー派遣事業
　県内の処理業者を対象に、優良性評価制度の
評価基準のうち「環境保全への取組」についてアド
バイスを行う。

環境ホルモン等の発生源対策として、産業廃棄物
最終処分場における排出実態等を調査し、最終処
分場からの排出抑制対策を推進する。

H22
排出事業者や処理業者を対象に、廃棄物の適正
処理や最新のリサイクル技術等ついての知見を広
めるための研修会を開催する。

1,266 H21

ⅲ 3
産業廃棄物処理業務研修会
開催事業

生活環境部
産業廃棄物
課

ⅲ 3
産業廃棄物最終処分場環境
ホルモン影響調査事業

生活環境部
産業廃棄物
課

1,411 H20



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑫H22度事業の概要

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

⑩
始期

⑪
終期

①6処分場の残余容量を確認
②－

①2処分場の残余容量を確認
②周辺水環境の調査を実施し、生活環境
への支障の有無を確認する。

4回開催

5回開催

アンケート調査結果と過去の調査結果など
を基に、産業廃棄物の処理フローなどを分
析、把握

アンケート調査結果と過去の調査結果など
を基に、産業廃棄物の処理フローなどを分
析、把握

25台の分析機器の整備を行い、最終処分
場等の周辺環境の監視機能の強化を図っ
た。

計画どおり11台の分析機器の整備を行い、
監視機能の強化を図る。

①PCB廃棄物処理広域協議会に参画
②PCB廃棄物処理実施計画を策定し、保
管事業者を指導
③基金へ3,400万円を拠出
④補助要綱、パンフレットを作成し、事業を
周知
⑤(株)クレハ環境の受入保管設備等の整
備に対して支援

①PCB廃棄物処理広域協議会に参画
②PCB廃棄物処理実施計画を策定し、保
管事業者を指導
③基金へ3,400万円を拠出
④補助事業の実施
⑤(株)クレハ環境の焼却炉耐火性強化工
事等に対して支援

事業化数(目標)４件(累計）　(実績)４件

事業化数(目標)５件（累計）

①手法を確立
②-
③-

①試作品の完成と企業への技術移転
②手法の確立
③手法の確立

１　見学会及び研修会：　参加者59名、81
名
   検討会１回、意見交換会２回
２　原料の選定及び飼料化手法の検討を
実施し、飼育実証試験を行った。
３　技術支援　（目標）3事業者（実績）３事
業者

１　交流会におけるニーズマッチングの実
施
２　飼料化マニュアル作成
３　技術支援　（目標）３事業者

H20 H22

H22

①最終処分場残余容量確認事業
 　産業廃棄物最終処分場の残余容量を的確に把
握するため、処分場の測量を行う。
②不法投棄残存事案支障状況等調査事業
　許可取消された産業廃棄物収集運搬業者の積
替保管場所に廃油が野積みで放置されており、生
活環境への支障の有無を確認するとともに廃油の
撤去指導等に資するため、周辺水環境の調査を
行う。

産業廃棄物適正処理監督指
導事業

生活環境部
産業廃棄物
課、不法投
棄対策室

4,745 H21

347 H21

ⅲ

ⅲ
電子マニフェスト普及促進事
業

生活環境部
不法投棄対
策室

H22
産業廃棄物排出事業者及び処理業者に対して、
電子マニフェストの操作説明会を開催し、加入を促
す。

H22

環境、省資源の観点から、廃棄物を抑制しリサイ
クルを進めることは喫緊の課題であることから、こ
の分野において、県内製造業者における技術開
発を支援することにより、新事業への進出を促す。

H26

①PCB廃棄物処理広域協議会
　北海道PCB廃棄物処理事業に係る広域協議会
に参画して、PCB廃棄物の安全かつ適正な広域処
理を推進する。
②PCB廃棄物保管事業者等指導事業
　PCB廃棄物保管事業者等に対し適正保管を指
導するとともに、広域処理が計画的に実施できる
ようにPCB廃棄物処理実施計画を策定する。
③PCB廃棄物処理基金への拠出
　国及び地方公共団体の拠出により創設される基
金に対して拠出する。
④微量PCB汚染廃電気機器等把握支援事業
   トランス等の保管管理者が、トランス等の中にあ
る絶縁油に微量のPCBが含まれるかどうかを判断
するために実施するPCB濃度分析に対して支援す
る。
⑤微量PCB廃棄物処理施設整備事業
   産業廃棄物処理業者が微量PCB廃棄物の処理
を行うための廃棄物焼却炉の改造、受入保管設
備の設置等の施設整備に対して支援する。

産業廃棄物税の導入による効果を検証するため、
県内の産業廃棄物の発生から最終処分までの流
れを把握し、産業廃棄物の適正処理等を推進す
る。

H22

産業廃棄物最終処分場等の排出基準遵守状況や
周辺環境汚染の状況を調査分析するために必要
な分析機器の整備を行う。
・環境センタ－の調査分析機器の整備
　　　(高分解能ガスクロマトグラフ質量分析計ほか
10台)

H17

ⅲ
産業廃棄物関係モニタリン
グ機能強化事業

生活環境部
一般廃棄物
課

92,498 H20

商工労働部
産業創出課

55,635

ⅲ ＰＣＢ廃棄物適正処理事業
生活環境部
産業廃棄物
課

157,474

ⅰ
ⅱ
ⅲ

ⅲ
産業廃棄物排出処理状況確
認調査事業

3
産業廃棄物抑制及び再利用
技術開発支援事業

生活環境部
産業廃棄物
課

7,746

3,517

１　食品リサイクル普及啓発事業
   普及啓発・情報発信及びリサイクル推進のため
の課題解決及び関係機関及び団体等の連携強化
を図る。
２　飼料化検討実証事業
　エコフィード実態調査や飼料化に必要な技術開
発及び給与試験の実施等を行う。
３　たい肥化等利用促進事業
　飼料化以外の再生利用促進のための技術支援
を行う。

H18

ⅰ
ⅲ

産業廃棄物減量化・再資源
化技術支援事業

商工労働部
産業創出課

29,788 H19

ⅰ
　
ⅱ
　
ⅲ

食品リサイクル促進事業

農林水産部
農業支援課
循環型農業
課
畜産課

H22H20

①陶器瓦廃棄物の再利用推進
　ハイテクプラザにおいて簡易な鉛の検出方法と
パッチテストキットの開発を行い県内企業に技術
移転する。
②(新)石炭灰の再生利用促進
　ハイテクプラザにおいて石炭灰を表面加工材へ
調整する方法等を確立し、県内企業に技術移転す
る。
③(新)電解加工廃液の再利用化技術の検討
　ハイテクプラザにおいて、電解加工処理の廃液
に溶けこんだ金属を除去・回収し電解液として再
生利用する方法を確立し、県内企業に技術移転す
る。

H24



⑬前年度の実績・成果

⑭H22度の目標等

⑫H22度事業の概要

⑤具
体的
な取
組み

⑥重
点プ
ログ
ラム

⑦事業名
⑧担当部局
担当課　名

⑨予算額
（千円）

⑩
始期

⑪
終期

　1　パンフレット90,000部作成配布
　2　生分解性マルチ導入団体　4団体
　3　リサイクル率　70.0％

　1　生分解性マルチ導入団体　4団体
　2　リサイクル率　100％

１工事当たり５０万円程度×２０件の工事に
ついて助成する。
助成事業についてはイントラネットなどを活
用し、環境製品の使用の浸透を図る。

ⅱ 3
（新）環境にやさしいモデル
工事事業

土木部
技術管理課

農業用使用済プラスチック
総合対策事業

環境負荷の少ない循環型社会形成の推進に向け
「省エネルギー」「省資源」「リサイクル」「生態系保
全」に寄与する建設資材を使用するモデル工事を
県発注工事の中から選定し、その工事請負費（材
料費）の一部を助成する。

10,000 H22 H24

ⅰ H22

１　農業用使用済プラスチック総合対策事業
　農業用使用済プラスチックのリサイクル処理に向
けた適正処理を推進するとともに、生分解性プラ
スチックの導入を推進する。

農林水産部
農業支援課
循環型農業
課

4,500 H20


